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Ⅰ．総括年度終了研究報告 

 

エックス線作業主任者等に対する効果的な教育に関する研究（240402-01） 

 

研究代表者 古渡 意彦 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 

計測・線量評価部物理線量評価グループ グループリーダー） 

 

研究要旨 

本研究は、製造業、非破壊検査業のエックス線作業主任者を選任する事業場において、安

全衛生に係る能力向上に向けた取組み状況とエックス線作業環境及び放射線防護措置の現

状を調査・分析し、被ばく事故防止及び線量低減に実効性ある教育内容・講習について検討

し、事業場への実装を目指すものである。本研究事業に着手した令和６年度は、研究事業完

遂に向けて、以下の分担研究を着実に進めた。 

 

【製造業、非破壊検査業におけるエックス線作業主任者等の安全教育に係るアンケート調

査の実施】 

分担研究では、製造業、非破壊検査業のエックス線作業主任者（以下、「主任者」という。）

及びエックス線装置を利用する労働者（以下、「作業者」という。）を対象とした安全衛生に

係る能力向上に向けた取組み及び放射線防護対策措置の現状について、主任者を選任して

いる事業場を対象としたアンケートによる調査を行った。アンケートに先立ち、主任者及び

作業者が回答しやすいような項目となるよう、アンケート内容を精査した。アンケートは、

非破壊検査事業者が多数加盟する「日本非破壊検査工業会（JANDT）」の協力を得て、加盟

会員宛にメールにより依頼した。アンケート実施期間は、令和６年１０月１８日から令和７

年１月１８日の３か月間であり、期間中の有効回答数は２０２件であった。 

アンケートは主任者等から１６４件、作業者から３８件の回答を得た。アンケート結果で特

筆すべき点として、（１）主任者及び作業者の非常に高い個人線量計装着率、（２）高い教育

の受講率と再教育の頻度、（３）約半数が放射線被ばくの可能性について懸念を示している、

等が挙げられる。以下で結果を詳細に示すとともに背景要因等について考察する。 

 

【放射線取扱主任者定期講習から学ぶエックス線作業主任者教育への展開】 

本分担研究では、放射性同位元素等の規制に関する法律（放射性同位元素等規制法）に定め

られた放射線取扱主任者に対する義務の 1 つである定期講習の内容・方法を精査し、エッ

クス線作業主任者等に対する教育への展開を図ることを目的とする。放射線取扱主任者定

期講習は登録定期講習機関が行う主任者の資質向上を図るための講習である。令和６年度

は、分担者はまず登録定期講習機関の講習実施内容をホームページ等で情報収集し、教育項

目・時間・方法について整理を行った。各講習機関において時間数や科目名に大きな違いは
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みられないが、実施方法については独自性や工夫が施されていた。実際に登録定期講習機関

の 1 つで定期講習を受講したところ、小テストの実施やテーマ毎にディスカッションを設

けるなど理解度を深め、双方向性を保つような工夫が見られた。また一方で、普段、単独も

しくは少数で現場管理を行っているため、現場では相談出来る人がいないなどの悩みも散

見された。このことは教育コンテンツや環境の整備を進めるだけではなく、管理者のための

プラットフォーム設立の重要性を示すものである。 

 

【産業用エックス線利用に関する世界各国の制度設計及び教育等の取組み事例に関する調

査】 

本調査は、世界各国の産業用エックス線利用に関する制度設計及び教育の取組み事例を我

が国におけるエックス線作業主任者及び作業者を対象とした安全衛生に係る能力向上に向

けた効果的な教育・訓練パッケージ開発に反映する事を目指し、オンラインアンケートおよ

び訪問調査を通じて各国の先進的な制度設計や特徴的な教育体系に関する情報を収集する

ことを目的としている。本年度はオンラインアンケートフォームの作成、国際原子力機関へ

の協力要請、韓国への訪問調査をおこなった。アンケートフォームは設問を 6 セクション

に分け、各国の教育制度の有無、教育対象者や内容、時間数など尋ねる内容とし、国際原子

力機関および韓国の専門家から概ね理解が得られた。国際原子力機関への協力要請では、先

行的なアンケート調査に向けた実施先の提案といった本調査実施への理解と協力への合意

のみならず、放射線安全基準委員会での本調査の紹介という大きな成果が期待できる成果

を得ることが出来た。韓国訪問調査では、一本化された制度設計、オンライン教育や受講歴

の一括管理など先進的な教育体系関する情報を得ることが出来た。次年度はアンケート調

査の本格実施を進めると共に、先進的な取り組みをしている欧米への訪問、国際会議や国際

学会での本調査の紹介および各国専門家との意見交換を計画している。 

 

【大型 X 線ＣＴ装置内に人が立ち入った場合を想定した線量測定】 

開放菅 X 線装置の X 線スペクトル測定と線量測定を行った。フィルターを使用しない時

に 70µm 線量当量と 1cm 線量当量を評価した結果、以下のことが明らかとなった。 

(1) X 線装置のフィルターを使用しない場合、タングステンフィラメントから発生する L-X

線（8.0-10keV）のピークが最大となる。Cu フィルター0.1mm を使用することで、このピ

ークはカットされる。 

(2) フィルターを使用せず照射口から 1.7~3.7cm の距離で 300kV, 100µA, 40 秒間 X 線を照

射した時、皮膚の線量である 70µm 線量当量が 1.3~9.5Sv であった。 

(3) TLD-100H 素子を使用した 1cm 線量当量の測定において、線量マッピングを作成した。

その結果、300kV, 100µA, 10 分で 2.5mSv ～ 70mSv であった。 

 

【エックス線作業主任者等に対する効果的な教育に関する研究】 

本分担研究はエックス線スペクトロメータ等を用いてエックス線装置からの漏えい線量率
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分布及びエックス線エネルギー分布の測定を実施し、得られた結果をエックス線装置の安

全管理に係る教育・講習内容の資料として提供することを目的とする。 

 令和 6 年度は次年度以降のエックス線装置からの漏えい線量率分布及びエックス線エネ

ルギー分布の測定に向けた事前準備を中心に実施した。エックス線スペクトロメータとし

て選定した EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器（EMF 社製）は標準場での照射試験及び現場

測定から得られるエックス線スペクトルは概ね妥当と判断できた。これより本スペクトロ

メータを用いると、5～400keV までと幅広いエネルギー範囲かつ 100mSv/h 程度の高線量

率下での光子エネルギー分布の測定が可能と見込まれる。また、エックス線スペクトロメー

タや電離箱式サーベイメータでは難しい二次元線量分布もガフクロミックフィルムにより

定量的に解析する手法を開発した。よって、エックス線装置からの漏えい線量率分布及びエ

ックス線エネルギー分布の測定に向けた事前準備を概ね完了することができた。 

 

【エックス線装置からの漏えい線量測定を可能とする小型ガラス線量計の応答に関する検

討】 

本分担研究では、小型ガラス線量計に対し、エックス線装置からの漏えい線量モニタリング

用線量計として使用可能か、基礎特性であるエネルギー応答及び角度分布特性を基準照射

により評価した。評価の対象としたガラス線量計素子は、研究代表者が以前より用いていた

２種類（GD-302M 及び GD-352M）を採用し、線量計応答は ISO4037-3:2019 の記述に従

って評価した。２種類のガラス線量計は、それぞれ 1cm 線量当量、3mm 線量当量、及び 70

μm 線量当量の単位に対し、基準線量によって応答を評価した。その結果、評価対象とした

ガラス線量計のうち、GD-352M のエネルギー応答特性については、20 keV 以上から 137Cs

γ線の 662 keV まで非常に広いエネルギー範囲で IEC の規格要件で示された基準値(エネ

ルギー依存試験で得られた線量計レスポンスに対し 0.71 ～ 1.67)に入っていることが確認

できた。一方の GD-302M については、80 keV 以上のエックス線から 137Csγ線の 662 keV

まで 0.71 ～ 1.67 に入っている一方、80 keV 以下の低エネルギーエックス線に対して、５

倍以上線量を過大に応答するエネルギーがあることが明らかとなった。 

 

【製造業、非破壊検査業におけるエックス線作業主任者等の安全教育のあり方に関する検

討】 

本分担研究では、主任者及びエックス線装置を使用して作業を行う労働者が、安全衛生に

関する継続的な能力向上に資する教育・講習パッケージの開発に先んじて、主任者の教育・

講習にはどのような教科がどの程度必要か、主任者以外の労働者、特に放射線業務従事者で

はないが、エックス線装置を使用する労働者は一定数おり、事業者が彼らに対しどのような

安全衛生教育をどの程度施すべきか検討を行った。 

検討の結果、（ａ）エックス線作業に係る安全教育を受ける主任者等のカテゴリについて、

現行の透過写真撮影の業務に従事する主任者及び放射線業務従事者に対しては、従前と同

様の教育内容・時間が確保されるべきと提案する。同時に、被ばくの恐れがほとんどない作
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業を行う労働者に対しては、当該作業者の安全な業務実施のために有効な教育内容に対し

て、４時間３０分の教育・講習は却って長時間であろう。教育・講習内容をより平易なもの

として、短時間な教育・講習を行うことを提案する。併せて、エックス線装置を用いるが、

撮影業務ではなく、管理区域内で作業は行うが、被ばくの恐れはそこまで大きくない考慮さ

れる労働者については、撮影業務に関する項目を除いて実施する形を提案する。 

 （ｂ）安全教育の頻度について、製造業、非破壊検査業における事業場での教育の頻度に

ついて、特に関係法令についてはリマインドの意味でも毎年教育・講習を受ける機会がある

ことが望ましい。その他の項目についても実施されることが望ましいが、現状の労働者の負

担感も小さく、継続的に行えるような施策が良い。 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて、一律で画一的な教育を、事業場の大きさを考慮せず

に当てはめるのは、教育・講習の労働者への定着度の観点から望ましいといえない。エック

ス線被ばくの可能性に応じて、教育・講習の内容及び時間を考慮し、必要な教育を必要なだ

け提供できる環境が整備されることが望ましい。また、建設業における職長・安全衛生責任

者を教育する講師に対する講師養成研修のように、電離則におけるエックス線を利用する

労働者に対しても、主任者等への能力向上教育の講師として活動するために求められる教

育・講習が実施されることは有効であろう。 

 

研究分担者 

飯本 武志 国立大学法人東京大学 教授  

榎本 敦  国立大学法人東京大学大学院医学系研究科 疾患生命工学センター 放射線

分子医学部門 講師 

赤平 理紗 国立大学法人東京大学 助教  

小田 啓二 国立大学法人神戸大学 名誉教授 

片岡 憲昭 東京都立産業技術研究センター 計測分析技術グループ 副主任研究員） 

五十嵐 悠 国立大学法人東京大学 大学院医学研究科・医学部環境安全管理室 特任助

教 

辻 智也  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 放射線管理

部 放射線計測技術課 技術員 

 

研究協力者 

橋本 周 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 安全・核セキュリティ統括本部 安

全管理部 技術主席 
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Ａ．研究目的 

 本研究事業は、製造業、非破壊検査業にお

けるエックス線作業主任者（以下、「主任者」

という。）を選任する事業場において、安全

衛生に係る能力向上に向けた取組み状況と

エックス線作業環境及び放射線防護措置の

現状を調査・分析した上で被ばく事故防止

及び線量低減に実効性ある教育内容・講習

を検討し、事業場への実装に資する。 

本研究の背景について、我が国の産業分

野における放射線業務のうち、労働安全衛

生法（以下、「安衛法」という。）施行令第６

条第５号に掲げる作業については、事業者

によって電離放射線障害防止規則（以下、

「電離則」という。）第４６条に定める主任

者が選任され、作業管理等がなされている。

しかしながら、主任者によって監督されて

いるにもかかわらず被ばく事故が発生して

おり、例えば２０２１年５月２９日には兵

庫県姫路市においてエックス線装置による

被ばく事故が発生し、作業者が年間線量限

度の数倍から数十倍に及ぶ被ばくをした可

能性があるとの報道があった [1]。この被ば

く事故を受けて、日本保健物理学会に設置

されたエックス線被ばく事故検討ワーキン

ググループ（事故検討 WG）では、事業場

でのエックス線被ばく事故につながりうる

問題点・課題の一つとして、主任者の能力向

上に関する教育の重要性が指摘されている

[2]。主任者の能力向上を図るための教育、

講習等を受講させることは、安衛法第１９

条の２で事業者の責務として規定されてい

る。しかしながら、作業者の被ばく事故回避

及び被ばく線量低減に関する教育・能力向

上に係る講習については改善の余地がある。 

 

本研究事業は３か年を予定しており、確

実に最終目標を達成するために、以下の３

つのサブテーマ（調査①、調査②及び開発

③）を設定し、各テーマで進捗管理しつつ遂

行するものである。 

調査①：主任者等の安全管理に係る能力

向上に向けた取組み状況及び放射線防護対

策措置の調査 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏え

い線量率測定及び被ばく線量評価） 

開発③：主任者及び作業者に対する効果

的な教育・講習パッケージの開発 

調査①及び②は並行して進め、それらを

開発③に反映させる形で集約する。 

 

調査①：主任者等の能力向上に向けた取組

み状況調査 

主任者及び作業者を対象とした安全衛生

に係る能力向上に向けた取組み及び放射線

防護対策措置の現状は、主任者を選任して

いる事業場を対象として、アンケート調査

及びその結果で選定した事業場での現地ヒ

アリング調査により把握する。 

 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏えい

線量率測定及び被ばく線量評価） 

事業場での主任者等へ提供される教育・

講習には、被ばく事故事例からの教訓に加

え、事故回避に資する注意喚起及び放射線

防護対策を促すような内容が含まれている

ことが求められる。そのため、製造業、非破

壊検査業の事業場で使用されるエックス線

装置の特徴を把握することが不可欠である。

そこで、上記アンケート調査を通じて協力

が得られた事業場数箇所で、研究班におい

て整備を進めている CdTe検出器、小型ガラ

ス線量計素子等を用い、エックス線装置か

らの漏えい線量率分布及びエックス線エネ
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ルギー分布を測定する。また、これらのデー

タを用いて想定される事故時の皮膚吸収線

量を計算シミュレーションで評価する。 

 

開発③：効果的な教育・講習パッケージ開発 

アンケート調査及び関連法令等制度調査

結果を参考にし、「特別の教育」を視野に入

れた制度設計を進める。教育・講習内容に係

る制度設計は、国際原子力機関（IAEA）が提

唱する、いわゆる「グレーデッドアプローチ

手法」を適用する。具体的には、多種多様な

エックス線装置・作業に対応できるよう、安

全教育の科目を事業場の事情に応じて自由

に選択でき、主任者・作業者向けでそれぞれ

内容を選択できる等、多くの事業場で実施

可能で、実効性が高く、かつ導入負荷が小さ

いものを目指すものである。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究事業初年度の令和６年度は、Ａ．研

究目的に示したサブテーマにしたがって以

下に示す分担研究を進めた。 

調査①：主任者等の安全管理に係る能力

向上に向けた取組み状況及び放射線防護対

策措置の調査 

【非破壊検査業・製造業におけるエック

ス線作業主任者等の安全教育に係るアンケ

ート調査の実施】 

【放射線取扱主任者定期講習から学ぶエッ

クス線作業主任者教育への展開】 

【産業用エックス線利用に関する世界各国

の制度設計及び教育等の取組み事例に関す

る調査】 

 

製造業、非破壊検査業における主任者及

び作業者を対象とした安全衛生に係る能力

向上に向けた取組み及び放射線防護対策措

置の現状について、主任者を選任している

事業場を対象としてアンケートを行った。

アンケートでは、現場の意見をできるだけ

吸い上げるよう質問項目を精査した。また、

アンケートでは、主任者と作業者等に分け

て、回答を求める項目を設定した。 

アンケート調査と並行して、放射性同位

元素等の規制に関する法律（以下、「RI 規制

法」という。）における放射線取扱主任者の

位置づけ及び教育訓練について調査した。 

本研究事業着手後、国連加盟各国におけ

る産業用エックス線装置利用に関する規制、

特に主任者という法令上の職位の有無、及

び主任者及び作業者に対する教育・講習の

法令上の規定に伴う定期講習等の取組み事

例について、IAEA放射線安全・モニタリン

グセクションにおいて直接聞取り調査を行

った。併せて、当該分担研究で実施するオン

ラインアンケートへの協力を依頼するとと

もに、国連加盟各国における規制当局担当

者に対するオンラインアンケートを行うた

めの準備を進めた。 

 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏え

い線量率測定及び被ばく線量評価） 

【大型 X 線ＣＴ装置内に人が立ち入った

場合を想定した線量測定】 

【エックス線作業主任者等に対する効果

的な教育に関する研究】 

【エックス線装置からの漏えい線量測定

を可能とする小型ガラス線量計の応答に関

する検討】 

 

調査②のエックス線場の特徴の把握につ

いては、研究期間３ヵ年で、主任者を選任し

ている事業場の数箇所において、X線スペク

トロメータ、電離箱式サーベイメータ等を
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用いてエックス線装置からの漏えいエック

ス線及びエックス線装置での被ばく事故時

に想定されるエックス線の線量率分布及び

エックス線エネルギー分布の測定し、得ら

れた結果をエックス線装置の安全管理に係

る教育・講習内容の資料として提供すると

ころまで行う。 

研究事業１年目である令和 6 年度はエッ

クス線装置からの漏えい線量率測定につい

て、芝 ITコントロールシステム株式会社製

の大型 X線 CT装置 TXS-34500FD HS のマイ

クロフォーカス管（300kV）を使用して被ば

く線量を測定した。 

エックス線エネルギー分布測定のため、

分担研究者らが整備済みの EMF 社製 X-123 

CdTe X線スペクトル測定装置について、測

定可能なエネルギー範囲及び適切なコリメ

ータの検討を進めた。さらに、エックス線漏

えい線量率について、二次元線量率分布測

定手法についても検討した。さらに、エック

ス線製造業者における模擬測定を通した、

事業場におけるエックス線装置からの漏え

い線量率測定実験に係る課題を抽出した。 

エックス線装置からの漏えい線量測定に

資するため、受動型線量計の使用を検討し

た。評価に用いたガラス線量計素子は、AGC

旭硝子社製 GD-302M 及び GD-352M であり、

小型軽量なガラス線量計素子を、対象とな

るエックス線装置の各所に貼り付けて利用

する際の基本的な特性であるエネルギー応

答特性及び角度応答特性について評価した。 

 

開発③：主任者及び作業者に対する効果

的な教育・講習パッケージの開発 

【製造業、非破壊検査業におけるエック

ス線作業主任者等の安全教育のあり方に関

する検討】 

研究事業初年度である令和６年度は、主任

者及び作業者に対する効果的な教育・講習

パッケージ開発に着手する前に、主任者及

びエックス線装置使用者に対する安全教育

について検討した。特に、当該分担研究にお

ける検討では、安衛法で定められた労働安

全教育全般を材料とし、中央労働災害防止

協会等一般財団法人、企業等が提供する安

全衛生教育の具体例を参考とし、時間数や

内容について評価した。検討では、本研究事

業で令和６年度実施したアンケート調査に

おける、特別の教育の内容、頻度、及び満足

度を参考にし、自由記述で記載された内容

も視野に入れる。さらに、エックス線装置メ

ーカーにおける開発者らより直接現状につ

いてヒアリングを行い、安全教育の現状に

ついての意見を参考にした。また、日本保健

物理学会専門研究会において、日本検査機

器工業会(JIMA)会長等外部有識者を招へ

いし、主任者のみならずエックス線を使用

する労働者等への安全教育等について意見

交換を行った。 

 

Ｃ．研究及び調査結果 

本研究事業初年度の令和６年度に実施し

た分担研究における結果について、分担研

究毎に示す。 

調査①：主任者等の安全管理に係る能力

向上に向けた取組み状況及び放射線防護対

策措置の調査 

【非破壊検査業・製造業におけるエック

ス線作業主任者等の安全教育に係るアンケ

ート調査の実施】 

製造業、非破壊検査業の主任者等に対し

て、能力向上に資する教育が各事業場にお

いてどのように行われているのかの実態を

把握することを目的に、アンケートを実施
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した。アンケートでは、各事業所における安

全教育に加え、エックス線作業時に行われ

る放射線安全対策についても調査した。以

上のアンケート送付先は、製造業、非破壊検

査業の主任者等に確実に届くことを考慮し、

正会員１９９社を擁する日本非破壊検査工

業会（以下、「JANDT」とする。）の協力を

得た。アンケートは JANDT のメーリング

リストを経由して行われ、回答期間は令和

６年１０月１８日から令和７年１月１８日

の３か月であった。 

アンケートの有効回答は２０２件であり、

作業者は３８件、主任者等は１６４件であ

った。回答に要した時間は、主任者等で平均

１６分７秒、作業者で平均６分３８秒であ

った。 

 

【放射線取扱主任者定期講習から学ぶエッ

クス線作業主任者教育への展開】 

（１）放射線取扱主任者定期講習の概要 

第一種放射線取扱主任者定期講習を実施

している登録機関は、日本アイソトープ協

会、原子力安全技術センター、電子科学研究

所、日本診療放射線技士会の 4 つが知られ

ている [3-6]。いずれの機関においても許可

届出使用者に対する教育項目は法律で定め

られた「法に関する科目」、「放射線発生装置

および放射性同位元素等の取扱および使用

施設等における安全管理」、「放射線発生装

置および放射性同位元素等の取扱に関する

事故」であり、教育訓練に係る時間数は 1 科

目当たり 1 時間〜2 時間程度で総時間数は

4〜5 時間であった。またいくつかの機関で

は課目毎あるいは講習の最後に討論の時間

（20 分〜60 分程度）が設定されていた。実

施形態は対面又はオンライン形式で、年 3

回から多いところで 13 回実施されていた。 

 

（２）定期講習の各課目の内容について 

 ｢法に関する課目｣では法令改正の概要、

危険時の措置や防護のために講ずべき措置

等について、定義や解釈および注意点につ

いての解説が含まれている。また、放射線取

扱主任者の実務に必要な記録・記帳や届出・

廃止措置等に関する知識や注意点なども扱

われている。「安全管理に関する課目」では、

放射線管理の目的、密封・非密封線源の使用

状況、施設の特徴や安全取扱について、分野

別・利用用途別に解説があった。特によく利

用されている装置や使用例、例えば非破壊

検査装置を用いた放射線透過試験などを挙

げ、操作方法や使用時の確認事項・注意点な

どの説明があった。「事故に関する課目」で

は、最近の事故等発生状況や具体的な事故・

トラブル例を多く例示しながら、通報・報告

手順について説明があった。事故時の対応

については、グループディスカッションの

時間が設けられており、事業所として取る

べき行動（初期対応、緊急連絡網による連絡

や情報公開等）や必要な措置（被ばく防止や

汚染拡大防止等）について各自が発表を行

なった。 

（３）講習の内容を深めるための工夫 

多くの定期講習実施機関において、討論

の時間が設けられており、双方向性を保つ

工夫が見られた。グループディスカッショ

ンでは、グループ内で討論するだけではな

く、テーマ毎にグループ代表者が討論結果

や共通する課題を発表し、受講生全体が共

有できるようになっていた。 

 

【産業用エックス線利用に関する世界各国

の制度設計及び教育等の取組み事例に関す

る調査】 
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当該分担研究において準備中のアンケー

ト調査の準備状況を以下に示す。 

１．オンラインアンケートフォームの作成 

オンラインアンケートでは国連加盟各国

の制度設計を正確に回答してもらうため、

回答者を 

・IAEA に加盟している国・地域 

・各国 2～3 名の専門家 

と想定し、設問を 

・多肢選択式 

・回答所要時間 5~10 分程度 

・質問数 30 問程度 

とした。また、設問の構成は 

・Information of respondent 

・Regulations of X-ray 

・Initial education and training for X-ray 

radiation workers 

・Periodic education and training for X-

ray radiation workers 

・X-ray safety supervisor without national 

license 

・International Perspectives 

の 6 セクションとし、各国の教育制度の有

無、教育対象者や内容、時間数など尋ねる内

容を検討している。作成したアンケートフ

ォーム案は IAEA 及び韓国規制当局等への

訪問時に先方の専門家へ提示し、内容につ

いて概ね理解が得られた。上記の、IAEA に

おける本調査への協力依頼及び韓国規制当

局における現地での放射線・エックス線規

制、特に放射線安全教育の時間等について

の調査は、Ｄ．考察で詳述する。 

 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏えい

線量率測定及び被ばく線量評価） 

【大型 X 線ＣＴ装置内に人が立ち入った

場合を想定した線量測定】 

（１）エックス線スペクトル測定 

本研究事業において採用する小型エック

ス線スペクトル測定装置 CdTe 半導体検出

器（EMF社製 X-123 CdTe X 線スペクトル測

定装置）を用いて、東芝 ITコントロールシ

ステム株式会社製大型 X 線 CT 装置 TXS-

34500FD HSからのエックス線スペクトル測

定を試みた。結果は分担研究報告書に詳述

する。エックス線開放管型の X線 CT装置に

おいてもフィルターを使用しない時に 8 

keV-10 keVにおいてタングステンフィラメ

ントから発生する L-X 線が観測されている。 

（２）EBT-4による直接線の線量測定 

ガフクロミックフィルム EBT-4 を照射し、

大型 X線 CT装置からの直接線の測定を行っ

た。測定結果は分担報告書に詳述するが、フ

ィルターを使用していない条件で照射した

エックス線を測定した影響により、8 keV-

10 keVにおいてタングステンフィラメント

から発生する L-X 線の影響を受け、直接線

の線量は非常に高かった。 

（３）TLD-100Hによる線量測定 

熱ルミネセンス線量計 TLD-100H をエッ

クス線管球から照射野に対して多数配置し、

線量等高線を作成した。TLD-100H素子は線

源となるエックス線管球に対し、アルミニ

ウム板を介してばく露を受けている。その

ため、上記の測定で観測された 8 keV-10 

keVの L-Xは除去され、高くとも数十 mGy程

度の線量が得られた。しかしながら、線源か

ら離れた位置であっても数分のばく露で数

mGyの線量を受けることがわかり、インター

ロックを解除し、人がボックス内にいる状

態で使用するには高すぎる線量であった。 

 

【エックス線作業主任者等に対する効果的

な教育に関する研究】 
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・エックス線漏えい線量率等測定機器の選

定 

当該分担研究においては、測定対象とな

りうるエックス線装置では、被写体が軽元

素で構成される有機物を撮影する食品検査

装置は 20 keV 程度のエネルギーを持つエ

ックス線が使用されるのに対し、被写体が

金属であることや被写体が大きくなる配管

や構造物検査には 120 keV から 450 keV 程

度のエネルギーを持つエックス線が使用さ

れている。本分担研究の遂行には幅広いエ

ネルギー領域で測定すする必要があるため、

エックス線スペクトロメータとして

EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器（EMF 社

製）を選定した。また、線量当量率のモニタ

リングには、電離箱式サーベイメータを用

いることが事業場での測定に近いため、デ

ジタル表示で可読性が高いこと、メモリ内

蔵型で測定値の記録が測定器単体で完結す

ることから、ICS-1323（アロカ社製）を選

定した。 

・コリメータの検討 

コリメータは整備済みのEMF123-1型コ

リメータセットを使用することとした。通

常のエックス線装置の測定には前に穴径

0.8mm、後に穴径 0.2mm の２つの円板を

組み合わせることをメーカーは推奨してい

る。コリメートすることで計数率は 1/1100

に低下することが確認できた。さらに、穴径

0.4mm と穴径 0.2mm の円板を組み合わせ

た場合は穴径 0.8mm と穴径 0.2mm の組み

合わせに比べて 1/4 に低下し、穴径 0.4mm

と穴径 0.1mm の組み合わせでは穴径

0.4mm と穴径 0.2mm に比べて 1/4 になる

ことから、穴径の断面積に比例して計数率

が低下することが確認された。 

・二次元線量分布測定手法の検討 

日本原子力研究開発機構原子力科学研究

所放射線標準施設棟（JAEA-FRS）に設置

された軟 X 線発生装置（エクスロン社製

MG165/4.5）を使用し、管電圧 100kV、管

電流 16mA、照射距離 32cm の条件でガフ

クロミックフィルムにエックス線照射を行

った。照射後のガフクロミックフィルムを

スキャンして黒化度の差異をデジタル画像

として評価することとした。手法と結果は

分担研究報告書で詳述する。 

・模擬測定での課題抽出 

株式会社島津製作所 本社・三条工場に

おいて、実際にエックス線スペクトロメー

タの設置や電離箱式サーベイメータを用い

た模擬サーベイを行う模擬測定を実施した。 

事前準備の段階では測定するエックス線

装置は全高が高いと想定し、エックス線ス

ペクトロメータは三脚に固定することが必

要と考えた。コリメータ専用治具は三脚へ

の固定が可能であるため、測定する線量率

に関係なくコリメータ専用治具にエックス

線スペクトロメータを取り付けることとし

た。また、エックス線スペクトロメータと電

離箱式サーベイメータの測定結果を比較す

るためには精度良く位置決めをする必要が

あるため、レーザー距離計などを用意した。 

現場でのエックス線スペクトロメータの

設置はほぼ事前の見積りどおりの時間で円

滑に行うことができた。しかしながら、コリ

メータ専用治具の長さが 5 cm ほどあり、測

定する線量率が低い場合には、この方法で

は対象に十分に近づけることが困難である。

また、エックス線装置の近傍には利用可能

なコンセントが存在しないこともあること

が分かった。さらに、測定にはエックス線ス

ペクトロメータだけでなく、コリメータ専

用治具や三脚なども必要であるため、事業
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所までの運搬についても課題があった。 

 

【エックス線装置からの漏えい線量測定を

可能とする小型ガラス線量計の応答に関す

る検討】 

本研究班で採用する小型ガラス線量計素

子２種類（GD-302M 及び GD-352M）につ

いて、ISO4037-3:2019 [7]の記述に従い、周

辺（及び方向性）線量当量単位でのエネルギ

ー応答特性を評価した。２種類のガラス線

量計のうち、GD-352M のエネルギー応答特

性については、20 keV 以上から 662 keV ま

での非常に広いエネルギー範囲で IECの規

格要件で示された基準値(エネルギー及び

角度依存試験で得られた線量計レスポンス

に対し 0.71 ～ 1.67)に入っていることが

確認できた。GD-302M ガラス線量計におけ

る個人線量当量単位の違いによるエネルギ

ー応答特性については、いずれの線量当量

単位に対しても、GD-302M の相対応答は線

質 N100（80 keV）より高いエックス線エ

ネルギーに対して IECの要求する基準値内

に入っていることが明らかとなった。一方

で、線質 N100 よりも低い値に対しては、

相対応答は２倍を超えて大きくなり、1cm

線量当量（H*(10)）については、エックス線

線質 N-20 に対する相対応答は５倍を超え

ている。２種類のガラス線量計における角

度分布について、ガラス線量計の種類及び

線量当量の単位に関わらず、鉛直方向に設

置した場合には、試験対象とした０度から

７５度まで相対応答がほとんど変化してい

ない一方、水平方向（円筒形ガラス線量計の

軸方向を水平にして設置した場合）には照

射角度が６０度を超えてから応答に差がみ

られる。GD-302M については、線量当量の

単位に関わらず、照射角度が７５度まで

IEC の要求する基準値内にはいっている。

しかしながら、GD-352M の相対応答は６０

度で急激に低下しており、線量当量単位に

関わらず IECの要求する基準値の下限であ

る 0.71 を下回る結果となった。 

 

開発③：効果的な教育・講習パッケージ開発 

【製造業、非破壊検査業におけるエックス

線作業主任者等の安全教育のあり方に関す

る検討】 

本研究事業で提示するコンセプトである、

教育・講習へのグレーデッドアプローチ手

法の採用を検討して、多種多様なエックス

線装置・作業に対応できるよう、安全教育の

科目を事業場の事情に応じて自由に選択で

き、主任者・作業者向けでそれぞれ内容を選

択できるような、多くの事業場で実施可能

で、実効性が高く、かつ導入負荷が小さい教

育・講習パッケージを実現するため、 

（ａ）エックス線作業に係る安全教育を受

ける主任者等のカテゴリについて 

（ｂ）安全教育の頻度について 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて 

について検討を進め、令和７年度以降策定

する教育・講習パッケージの具体的な内容

を検討することにした。 

 

Ｄ．考察 

 本研究事業初年度の令和６年度に実施

した分担研究における考察について、分担

研究毎に示す。 

調査①：主任者等の安全管理に係る能力

向上に向けた取組み状況及び放射線防護対

策措置の調査 

【非破壊検査業・製造業におけるエック

ス線作業主任者等の安全教育に係るアンケ

ート調査の実施】 
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JANDT 会員宛のメーリングリストで得ら

れたアンケート調査結果に基づき以下の課

題に従って評価を進めた。 

 

（１）インターロック解除について 

エックス線装置のインターロックを解除

するかどうかについての質問をおこなった

ところ、約１０％（16件/164名中）で放射

線室またはエックス線装置のインターロッ

クを解除してエックス線作業を行うことが

あると回答があった。約１０％とはいえ、兵

庫県姫路市で発生したエックス線被ばく事

故と同様にインターロック解除を行って作

業することが分かった。併せて、放射線室ま

たはエックス線装置のインターロックを解

除することがある 16 名に対し、インターロ

ックを解除時の対策について問い合わせた

ところ、７件で特別な対策を行っており、８

件は特に実施していないということであっ

た。全体の５％については、安全と言えない

状況でエックス線装置のインターロックを

解除しており、これについて事業場での改

善案が求められるところである。なお、特別

な対策を行ってインターロック解除を行っ

ている主任者等へ具体的な措置を聞いたと

ころ、（ａ）作業環境のエックス線線量率の

常時モニタリング（警報値の設定も含め）、

（ｂ）複数名での作業の徹底、（ｃ）警報装

置の確認の徹底、及び（ｄ）エックス線漏洩

対策の実施、が行われている。このような対

策についても事業場の主任者等及び作業者

に周知される必要がある。 

 

（２）放射線防護対策措置について 

 電離則第４７条で、事業者がエックス

線作業主任者に行わせる事項が挙げられて

おり、主任者は放射線業務従事者の受ける

線量ができるだけ少なくなるように照射条

件等を調整すること、及び照射開始前及び

照射中、立入禁止の場所に労働者が立ち入

らないようすることが求められている。 

エックス線機器を扱う作業を行う際の個

人線量計装着状況について、主任者等から

の回答は、約９０％（146 件/164 件）の主

任者等は個人線量計を装着して作業してい

るとの回答を得た。 

非破壊検査業は、放射線室のみならず、屋

外や事業場の外で移動式のエックス線機器

を使うことも多く、使用の都度に管理区域

を設定し、労働者や一般公衆が誤って立ち

入らないための措置が講じられている。そ

れに加えて、放射線室でエックス線機器を

使用する場合には、作業環境測定により管

理区域からの漏えい線量が基準を下回って

いるかどうかの確認が行われる。本分担研

究におけるアンケートでは、エックス線作

業を行う際に実施する管理区域内外の漏え

いエックス線測定について質問した。その

結果、約７２％（119 件/164 件）から測定

を実施しているとの回答を得た。アンケー

トでは、エックス線作業を行う際に、遮へい

材など防護のための資器材を使用している

／使用させている事業場は約７０％に上っ

ている（114件/164件）。この割合には、非

破壊検査業に所属するかどうかに相関はな

く、多くの事業所で取り組まれている良好

事例の一つである。この取り組みが製造業、

非破壊検査業の事業場で広まるためには、

事業場における具体的な対策の収集・周知

が必要である。 

 

（３）主任者等及び作業者の教育・講習に

ついて 

アンケートでは、事業場において特別な
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教育が実施されているかどうか質問し、約

６０％（99件/164件）の事業場、または主

任者等は特別の教育を実施していると回答

している。 

エックス線機器の取り扱いに関して、現

行の電離則では定期的な教育の受講は義務

付けられていないが、事業場でどの程度の

頻度で教育・訓練・講習が実施されているか

を把握する目的で、どのくらいの頻度で教

育を実施しているか回答を求めた。装置を

使用するたびに必ず実施、という回答が最

も多く（44件）、次いで、年に 1回以上、月

に 1回未満が 22件、月に 1回以上実施して

いるという回答が 20 件と続いた。移動式エ

ックス線機器を使用する事業場においては、

現場でエックス線装置を設置して管理区域

を設定し非破壊検査を行う等の一連の業務

のなかで、労働安全衛生を担保する目的で

KY/TBMの実施が定着している事業場もあり、

そのような事業場では、業務着手時点でリ

マインド的な訓練が実施されているのでは

ないか、と考慮される。 

アンケートでは、教育・講習について E-

ラーニングの形式で行われるのがよいとの

意見が散見された。E-ラーニングの教育効

果への疑問が持たれているところであり、

現行の電離則では、特別の教育について、対

面での教育・講習の受講が求められている。

受講者が放射線業務従事者でない、リマイ

ンド教育である（初学者ではない）等の、一

定の条件を満たした労働者への教育につい

ては、ある程度の教育効果が見込めるよう、

教育コンテンツのみならず、講義の設計等

で対応することで、E-ラーニング教育効果

への懸念は払しょくできるであろう。 

 

（４）エックス線被ばくに対する意識の

違い 

アンケートでは、自身の事業場でのエッ

クス線業務での懸念について質問しており、

「作業中にうっかりしてケガをしそうにな

った、またはケガをしそうな作業者を見か

けた」及び「作業中に自身や同僚が被ばくし

そうになった」の項目で合計 20件回答があ

った。 

具体的にどのような事故が考えられるか、

被ばく事象と被災者がどの程度被ばくする

か、想定される事例について、記述式での回

答を求めたところ、いわゆるうっかり型の

被ばく事故を想定していることが明らかと

なった。これらは、労働者が複数名透過撮影

業務等に従事する際に、「エックス線装置は

止まっているだろう」「被撮影物の位置に入

るときにはエックス線は出ていないだろう

（または、エックス線照射のボタンは押さ

ないだろう）」「こちらの指示はあちらに聞

こえているだろう」、というような、思い込

みや勘違いによって生じる可能性があると

考えられる。 

想定される事故事例には、作業者の知識・

経験不足によって生じる被ばく事故の可能

性を指摘する回答があった。特に、屋外や施

設などの現場における非破壊検査の場合、

被撮影物へのエックス線照射方向からのエ

ックス線の散乱方向について、どの方向に

散乱線が分布するのか、どの程度の距離に

いれば被ばくしないのか、等について、十分

な知識・経験がない場合、退避先で過剰にエ

ックス線にばく露する可能性がある。また、

被ばく事故の想定としては、被撮影物の対

象となる溶接部の接合が不十分で、溶接箇

所からエックス線が透過してくる懸念があ

る、との回答もあった。このような状況を回

避するためにも、作業時における主任者の
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監督は重要であると同時に、労働者自身に

ついても散乱線がどのように分布するのか、

について教育・講習が行われることが望ま

しい。 

特に看過し得ない回答に、あえて型の被

ばく事故想定がある。立入禁止措置を無視

する作業者、手順を守らずに作業する作業

者には、放射線作業を任せることはできな

い。しかしながら、実際に起こりえる想定と

して回答されている。一部の回答では、「被

ばくせざるを得ない状況が生じているため、

多少の被ばくは仕方がなく、その過程で生

じる過誤により過剰被ばく事故が生じる」、

と解釈できるものもあった。被ばく低減対

策が万全に取られることはもとより、主任

者の責務として、労働者の被ばくを容認す

るような作業は早急に改善されるべきであ

る。 

 

【放射線取扱主任者定期講習から学ぶエッ

クス線作業主任者教育への展開】 

（１）定期講習実施形態について 

今回調査対象とした放射線取扱主任者定

期講習登録機関では定期講習の内容につい

て法律で定められた３つの課目を中心にっ

紹介されていた。例えば、事故に関する課目

においては、典型的なエックス線被ばく事

故やヒヤリハット事例に関して、自動車免

許の講習で見られるような再現やシミュレ

ーションを用いて盲点や注意点を映像で訴

えることができればより効果的であろう。

さらに講習で討論時間を設けている実施機

関もあり、課目毎あるいは講習の最後の時

間を使って行われている。受講生の背景も

様々であり、業種や事業場毎の特性や慣習

もあることから、様々な考えや方法がある

ことを踏まえると、討論の場を設けること

は理解を深めるだけではなく、自身の方法

や方向性の妥当性や新しい発見にも繋がる。

時間的な制約もあるが、課目毎に実施でき

れば焦点を絞ってかつ記憶が新しいうちに

活発な議論が期待できる。 

次に実施形態であるが対面式、オンライン

形式またはハイブリットで開催されており、

全体としてはオンライン形式が多かった。

オンライン形式は遠方の方でも参加出来る

メリットがある反面、双方向性がどこまで

担保出来るのかは疑問である。実際、ディス

カッションや演習の時間においては、対面

受講者の方が活発に議論に加わっていった

感がある。そのためオンライン形式の場合

には別途、ファシリテーターの存在やチャ

ットでの投げかけを頻繁に行う必要がある。 

（２）講習内容を深める工夫について 

前述したように討論や演習の時間も設け

てディスカッションを行う事は大変有意義

で有り、理解を深めるだけでなく、他の事業

場の例を参考にすることができる。定期講

習実施機関によっては講習内容に関する小

テストを課してかつその解説を行っていた

ところもあるが、双方向性や知識をより広

げるという観点からその効果には疑問が残

る。 

（３）エックス線作業主任者等に対する教

育への展開 

現在までのところ、主任者に関しては、選

任前や選任後に定期的に講習を受講する規

則や能力開発向上のための教育・講習は、組

織的には整備されていない。また、主任者免

許に関しても一度、取得すれば更新もなく

生涯にわたり保持が可能である。一方で、エ

ックス線機器の使用は多岐にわたり、利用

技術も日々進化していることやエックス線

作業主任者として法令改正の際にはフォロ
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ーアップを行わなければならいことを鑑み

ると、定期的な能力向上教育や講習の制度

化が望まれる。またエックス線装置の使用

者への教育に関しても、電離則において「作

業の方法」「装置の構造」「放射線の人体影

響」「法令」を 4.5時間で行うよう定められ

ているものの、その対象は透過写真の撮影

を業務とする場合にとどまっている(電離

則第 52条の 5、労働省告示第 50号)。その

ため透過写真撮影以外で使用する場合や学

生にはこれら電離則が定める教育は適用さ

れない。従って、エックス線機器の安全取扱

いに関する知識習得や再確認はもちろんの

こと、主任者等としての能力・資質向上を図

るためにも定期的な教育や訓練は必要であ

る。また教育内容に関しては画一的なもの

ではなく、一部の課目においては産業・用途

別や経験年数など段階別に選択が出来ると

より効果的なものとなる。このように主任

者及びユーザーに対する教育・講習を体系

化することにより、その両輪で事業場の安

全文化の醸成を加速することが可能となる。 

 

【産業用エックス線利用に関する世界各国

の制度設計及び教育等の取組み事例に関す

る調査】 

１．国際原子力機関(IAEA)への協力要請 

国連加盟各国の放射線・エックス線規制

当局担当者に対するオンラインアンケート

調査への助力を理解と協力を得るために

IAEA を訪問し意見交換した。今後の調査

等での進め方について、IAEA が実施して

い る 職 業 放 射 線 防 護 評 価 サ ー ビ ス

（ORPAS）、医療、産業、研究産業での放射

線撮影における職業被ばくに関するデータ

ベース（ISEMIR-IR）に関する情報の提供

を受けること、及びアンケートの先行調査

については、ORPAS の枠組み及び研究者間

の地域ネットワークを通じた実施を行う旨

の提案があった。また、IAEA としても産業

用エックス線に関する放射線防護の在り方

を国際的により深く議論する必要性を感じ

ており、本研究事業における海外動向調査

をその契機とするため、来年度（令和７年）

開催される IAEA の放射線安全基準委員会

（RASSC）において、本事業及び産業用エ

ックス線に関する放射線防護の在り方につ

いて、我が国から紹介するのはどうかとの

と提案もあった。RASSC は IAEA が策定

する放射線安全に関する基準の作成・審議

に関与する委員会であり、IAEA 加盟国・地

域の専門家によって構成されている。した

がって、RASSC における本調査の紹介は、

本調査のより効率的かつ効果的な実施に繋

がるのみならず、今後の産業用エックス線

に関する放射線防護の在り方に関する議論

のベースとなる可能性を示す、非常に大き

な成果が期待できる。 

 

２．韓国への訪問調査 

韓国における放射線に関する制度設計の

特徴として、監督官庁及び規制法令の原則

一元化が挙げられる。規制法令は原子力安

全法、医療分野での利用を除く放射線利用

の監督官庁は韓国原子力安全委員会

（NSSC）となっている。放射線作業者の教

育時間や内容、頻度については、産業用エッ

クス線の作業者を含め同法令で定められて

おり、学生と労働者の身分に関係なく同じ

教育体系で管理されている。教育時間数は

非破壊検査分野とその他分野で分けられて

おり、非破壊検査分野では基礎教育 12 時間

と現場教育が 6 時間の計 18 時間、その他分

野は基礎教育が 8 時間と現場教育が 4 時間
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の計 12 時間となっている。その主な理由と

して、非破壊検査業における放射線作業は

屋外での作業なども想定され、事故時の影

響範囲が大きくなることが想定されること

から、放射線発生源のリスクに加え使用環

境も含めたリスク評価に基づき教育時間数

がその他分野よりも長く設定されているた

めである。基礎教育用の資料は NSSC 傘下

の韓国原子力安全財団(KoFONS)が紙ベー

ス版とオンライン版を提供している。現場

教育については各所属機関や会社側がそれ

ぞれの状況に即した資料を使用している。

教育受講歴は KoFONS が管理する RAWIS

システムで管理されており、被ばく歴、健康

診断結果、従事している作業分野等の情報

も一元的に管理されている。 

産業用エックス線装置を設置する際の

NSSC への申請、及び放射線安全の管理者

に必要な資格並びに教育内容はエックス装

置の管電圧に応じて異っている。我が国に

おける RI 規制法に基づく放射線取扱主任

者に相当する職位として、放射線安全責任

者がおり、その資格は 2 つに区分されてい

る。非破壊検査分野での責任者となる場合

は最上位区分の資格が必要となる。放射線

安全責任者は年次教育に加え、３年に１度

の定期教育を受講する必要があるとのこと

であった。産業用エックス線装置を使用す

る際の管理者の監督範囲は我が国と韓国で

大きく異なり、日本では安衛法の範囲では

労働者のみの監督を求められるが、韓国の

規制法令では放射線作業者としての教育義

務も課される学生も監督対象となる。その

点から、学生の常時監督の適用について議

論となった。 

 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏えい

線量率測定及び被ばく線量評価） 

【大型 X 線ＣＴ装置内に人が立ち入った

場合を想定した線量測定】 

1cm 線量当量を計算する際に使用される

TLD線量計は 3.2mm×3.2mm×0.89mmである。

フィルターを使用していない X 線装置でス

ペクトルを測定すると 8keV-10keV に最大

のピークが表れるが、TLD-100H線量計を使

用すると均一に照射されないため正しい線

量が測定できない。特に、斜めから照射され

る場合、表と裏で読み取り発光量が異なる

ため極低エネルギーX 線の線量を調査する

には困難である。つまり、10keV以下の X線

が発生するような放射線場で 70µm 線量当

量を測定するには厚みのある線量計を使用

することはできず、フィルムタイプの線量

計を使用する必要がある。今回使用した

EBT-4 線量計は感光層 25µm の上下に 125µm

のポリエチレンの保護層があるため、70µm

線量当量を測定するに適している。少し乱

暴ではあるが、X線は光子であるため線質係

数=1、つまり、Gy=Svとして評価する。その

場合、本結果からも明らかとなったが、

300kVの X線 CT装置をフィルターなしで使

用する場合、70µm 線量当量が 10秒程度で 1

～10Gyに達することに注意する必要がある。

また、TLD-100Hを使用した 1cmの線量当量

においても線質係数=1として計算し、300kV, 

100µA, 10 分で 2.5mSv ～ 70mSvと線量限

度を超える可能性もあるような線量となっ

た。X 線の監督者は X 線装置の点検時にお

いて線量マッピングを事前に配布し、X線で

事故を起こした場合、非常に高い線量を受

けることを周知しなければならない。 

 

【エックス線作業主任者等に対する効果的

な教育に関する研究】 
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・測定可能なエネルギー範囲の検討 

エックス線スペクトロメータとして選定し

た EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器（EMF

社製）の 133Ba 標準場での照射試験におい

て、133Ba からの放出ガンマ線の放出割合の

文献値とエックス線スペクトロメータの光

子フルエンス率から算出される割合は概ね

一致しており、測定する光子のエネルギー

範囲を 400 keV まで拡張してもエックス線

スペクトルの形状は測定可能であると考え

られる。しかし、エックス線スペクトロメー

タで測定された空気カーマ率は基準空気カ

ーマ率に比べて 1.5 倍ほど大きい値となっ

ている。これは通常のエックス線スペクト

ロメータでの測定では導入されるエネルギ

ーしきい値が 81 keV ガンマ線の存在で導

入できないことも影響していると考えられ

る。そのため、エックス線標準場でのエック

ス線スペクトロメータを用いた空気カーマ

率の測定により、この不一致が 133Ba 標準

場に固有の原因かを探ることが望まれる。 

・コリメータの検討 

通常のエックス線装置の測定でメーカー

が推奨している穴径 0.8mm と穴径 0.2mm

の２つの円板を組み合わせで、コリメート

しない場合に比べて 1/1100 の計数率とな

っており、線量率が 10 mSv/h のエックス

線場であれば 10 μSv/h 相当まで落とすこ

とができると期待される。メーカーではイ

ンプットレートを 10,000cps で測定するよ

うに推奨しているので、穴径 0.8mm と穴径

0.2mm の組み合わせで測定を開始し、イン

プットレートがメーカー推奨値と比べて高

いようであれば穴径が小さいコリメータの

組み合わせに変更して再測定する運用を行

うこととした。 

・二次元線量分布測定手法の検討 

 照射済みのガフクロミックフィルムの解

析手法は確立させることができた。この手

法で線量を定量的に読み取るために、基準

線量を照射した時にフィルムによらず黒化

度が同一であること、異なるエネルギーの

エックス線でもフィルムの黒化に影響を与

えないことを標準場での照射で確認してい

く。 

・模擬測定での課題抽出 

模擬測定では現場での設置は円滑に実施

できたことから事前準備の重要性を認識し

た。測定を行うエックス線装置の大きさや

設置環境等の情報を入手し、必要な資機材

を準備しておくことが肝となる。 

現場においては、エックス線スペクトロ

メータの設置に 20 分程度、撤収に 10 分程

度掛かっており、これに一つの測定ポイン

トでの測定に 5 分程度、測定ポイントの移

動による微調整で 5 分程度は見込まれる。

現場測定の時間として 2 時間を確保しても

測定は 9 ヶ所程度となることを念頭に測定

ポイントを絞り込む必要がある。線量率が

低い場合は絞り込んだ測定ポイントの中で

優先順位を付けて測定を実施しないと解析

に十分な統計数を確保できない場面も予想

されるため、電離箱式サーベイメータでの

線量率把握が重要になると考えられる。 

 

【エックス線装置からの漏えい線量測定を

可能とする小型ガラス線量計の応答に関す

る検討】 

（１）ガラス線量計応答のエネルギー依存

について 

スズ製エネルギー補償フィルターが装着

されている GD-352M とフィルターが装着

されていない GD-302M で応答のエネルギ

ー依存性に大きな違いが生じている。特に、
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GD-302M のエネルギー応答特性は、平均エ

ネルギー32 keV の線質 N-40 に対して最大

を示しており、ばく露された線量に対して

５倍以上過大評価することが分かった。

GD-352M で得られたエネルギー応答特性

は、特に 1cm 周辺線量当量の単位でみると

エックス線線質 N20（16.3 keV）から S-Cs 

(662 keV)までの幅広いエネルギー範囲で、

IEC の規格用件の範囲内に入っている。

3mm 及び 70μm 方向性線量当量の単位で

は、N20（16.3 keV）に対する相対応答は

IEC の規格用件で求められている下限値で

の 0.71 を下回る結果が得られた。このこと

から、20 keV 以下の低エネルギー領域のエ

ックス線が支配的となる漏えいエックス線

に対する測定でない限り、GD-352M を用い

る測定を行うことで、適切な漏えい線量測

定が可能であるといえる。 

（２）適切な線量当量を与える校正定数に

ついて 

本研究班では、ガラス線量計 GD-302M

及び GD-352M を、エックス線装置からの

漏えい線量モニタリングに供する線量計と

して使用可能かの性能評価を進めた。前述

のとおり、GD-352M については、特にエネ

ルギー応答特性について、特に、1cm 周辺

線量については、試験を行った 16 keV ～ 

662 keV の範囲で、IEC の定める基準値の

範囲内である 0.71～1.67に入っていること

が分かった。これは、GD-352M の読出し値

に対して適切な校正定数を与えることで、

エックス線装置からの漏えい線量測定に供

することが可能である。 

より詳細に GD-352M エネルギー応答特性

を見ていくと、3mm 方向性線量当量の応答

は、16.3 keV で IEC の要求する基準値の下

限を下回るものの、それより高いエネルギ

ーのエックス線に対しては、相対応答が

0.72 から 1.0 の範囲で変化しており、1cm

周辺線量当量と比較してもフラットである。

また、70μm 個人線量当量については、20 

keV 以上のエックス線エネルギーに対して

相対応答が 0.78 から 1.0 で変化しており、

他の線量当量単位と比較して最も平坦な相

対応答を示している。また、本分担研究で測

定対象とするのは、産業用エックス線CT装

置等からの漏えいエックス線であり、管電

圧が高電圧でないような装置については、

漏えいエックス線のエネルギーも 100 keV

以下であろうと予想される。これらを考慮

すると、ガラス線量計 GD-352M をエック

ス線装置からの漏えいエックス線線量測定

に供する場合には、以下の式に示す通り、

GD-352M をフリーエア条件で照射して、

70μm 方向性線量当量の単位で校正される

とより適切な測定が可能である。 

 

開発③：効果的な教育・講習パッケージ開発 

【製造業、非破壊検査業におけるエックス

線作業主任者等の安全教育のあり方に関す

る検討】 

（ａ）エックス線作業に係る安全教育を受

ける主任者等のカテゴリについて 

現行の透過写真撮影の業務に従事する主

任者及び放射線業務従事者に対しては、従

前と同様の教育内容・時間が確保されるべ

きと提案する。同時に、管理区域が発生しな

いエックス線装置（工業用三次元 CT 撮影

装置等）を適切に使用して、被ばくの恐れが

ほとんどない作業を行う労働者に対しては、

従来の４時間３０分の教育・講習では過剰

と考えられ、内容をより平易なものとして、

時間も短時間な教育・講習を行うことを提

案する。また、エックス線装置を用いるが、
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撮影業務ではなく、管理区域内で作業は行

うが、被ばくの恐れはそこまで大きくない

考慮される労働者については、撮影業務に

関する教育・講習をのぞいた、（二） エツ

クス線装置の構造及び取扱いの方法、（三）

電離放射線の生体に与える影響、及び（四） 

関係法令を網羅する内容の教育・講習が実

施されるとよい。以上、製造業、非破壊検査

業における主任者及び作業者等において、

エックス線被ばくの可能性に応じ、三つの

カテゴリに区分し、教育時間を変更するこ

とを提案する。 

（ｂ）安全教育の頻度について 

本研究事業でメインのターゲットとして

いるのは、製造業、非破壊検査業における労

働者である。非破壊検査業において、放射性

同位元素も用いた撮影業務を行っている事

業場では、労働者はＲＩ規制法に基づく放

射ん業務従事者としても撮影業務を行って

おり、ＲＩ規制法に基づく毎年の再教育は

実施されていると考えられる。また、撮影業

務に従事する主任者及び作業者が受講した

特別の教育において、関係法令は受講時点

でのものとなり、改正された法令について

学ぶ機会は別途設けられなければならない。

これらを勘案して、製造業、非破壊検査業に

おける事業場での教育の頻度について、特

に関係法令についてはリマインドの意味で

も毎年教育・講習を受ける機会があること

が望ましい。その他の項目についても実施

されることが望ましいが、現状の労働者の

負担感も小さく、継続的に行えるような施

策が適していると思われる。 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて 

一律で画一的な教育を、事業場の大きさ

を考慮せずに当てはめるのは、教育・講習の

労働者への定着度の観点から望ましいとい

えず、エックス線被ばくの可能性に応じて、

教育・講習の内容及び時間を考慮し、必要な

教育を必要なだけ提供できる環境が整備さ

れることが望ましい。また、建設業における

職長・安全衛生責任者を教育する講師に対

する、講師養成研修のように、電離則におけ

るエックス線を利用する労働者に対しても、

主任者等への能力向上教育の講師として活

動するために求められる教育・講習が実施

されることは有効であろう。 

 

 

Ｅ．結論及び今後の課題 

 本研究事業初年度の令和６年度に実施

した分担研究における結論及び今後に課題

について、分担研究毎に示す。重複を避ける

ため、主に次年度以降における課題を中心

に記載する。詳述は各分担研究報告書を参

考とすること。 

調査①：主任者等の安全管理に係る能力

向上に向けた取組み状況及び放射線防護対

策措置の調査 

【製造業、非破壊検査業におけるエック

ス線作業主任者等の安全教育に係るアンケ

ート調査の実施】 

本分担研究では、令和６年度に非破壊検

査業に従事する主任者等及び作業者へのア

ンケート調査を行い、その結果を取りまと

めて評価した。アンケートは、製造業、非破

壊検査業の主任者等に確実に届くことを考

慮し、正会員１９９社を擁する JANDT の

協力のもと、JANDTのメーリングリストを

経由して実施した。アンケート調査の回答

期間は、令和６年１０月１８日から令和７

年１月１８日の３か月で設定した。アンケ

ートの有効回答は２０２件であり、作業者

は３８件、主任者等は１６４件であった。回
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答に要した時間は、主任者等で平均１６分

７秒、作業者で平均６分３８秒であった。 

アンケート調査結果を受けて、以下の 

 (1) インターロック解除について 

 (2) 放射線防護対策措置について 

 (3) 主任者等及び作業者の教育・講習につ

いて 

(4) エックス線被ばくに対する意識の違い 

について評価を進めた。 

(1) インターロック解除について 

エックス線装置のインターロックを解除

するかどうかについての質問への回答では、

約１０％（16 件/164 名中）で放射線室また

はエックス線装置のインターロックを解除

してエックス線作業を行うことがあるとの

ことであった。約１０％ではあるが、今般発

生した事故と同様に、インターロックを解

除して点検作業等の業務を行っていること

が分かった。 

(2) 放射線防護対策措置について 

（ａ）線量計の装着状況、（ｂ）線量率測

定、（ｃ）遮へいのための資機材の利用につ

いてアンケートで聞き取りを行った。エッ

クス線機器を取り扱う際の個人線量計装着

状況について、約９０％（146 件/164 件）

の主任者等は個人線量計を装着して作業し

ている（又はさせている）との回答を得た。

エックス線作業を行う際に、遮へい材など

防護のための資器材を使用している／使用

させている事業場は約７０％に上っている

（114 件/164 件）ことがアンケート調査を

通じて明らかとなった。これは、回答者の所

属が非破壊検査業かどうかに相関はなく、

多くの事業所で取り組まれている良好事例

の一つである。この取り組みが製造業、非破

壊検査業の事業場で広まるためには、事業

場における具体的な対策の収集・周知が必

要である。 

(3) 主任者等及び作業者の教育・講習につ

いて 

事業場において特別な教育が実施されて

いるかどうか質問したところ、約６０％（99

件/164 件）の事業場、または主任者等は特

別の教育を実施していると回答があった。

また、事業場でどの程度の頻度で教育・訓

練・講習が実施されているかを把握する目

的で、どのくらいの頻度で教育を実施して

いるか回答を求めたところ、ＯＪＴも含め

て、装置を使用するたびに必ず実施、という

回答が最も多く（44 件）、次いで、年に 1 回

以上、月に 1 回未満が 22 件、月に 1 回以上

実施しているという回答が 20 件と続いた。

月に一回以上教育が行われていると頻回に

教育を行っている事業場もあり、ある個人

が毎月講義に出席しているとは考えづらい

が、教育・講習を受講する機会に恵まれた事

業場が存在することが調査で明らかとなっ

た。 

(4) エックス線被ばくに対する意識の違

いについて 

回答者の属性を①非破壊検査業に従事す

る主任者等、②それ以外の主任者等、③非破

壊検査業に従事する作業者、及び④それ以

外の作業者、に分けて回答を検討したとこ

ろ、（Ａ）作業者の約５３％及び（Ｂ）主任

者等で全体の４７％は、エックス線被ばく

事故の可能性がある、と考えている。属性に

応じた有意差は存在せず、アンケート調査

回答者の約半数は、エックス線装置利用時

に被ばく事故が起こりうると考えているこ

とが分かった。 

本研究課題は令和６年度から開始して初

年度を終了した。事業期間３か年における

次年度以降実施を検討している課題には、
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（１）事業場におけるヒアリング、及び（２）

開発した教育・講習コンテンツを用いるデ

モ講義、がある。 

（１）について、本分担研究で報告するア

ンケート調査は対面で行っておらず、メー

リングリストによる web形式で回答を収集

した。研究班において、アンケートを短時間

で回答できるよう設問を事前に精査したが、

特に、事業場でどのような教育・講習・ＯＪ

Ｔが行われているのか、具体的な内容を知

ることは重要である。今年度行ったアンケ

ートで、研究班が事業場の訪問について質

問しており、数件ではあるが事業場訪問に

ついて許可を得ている。次年度以降、事業所

を訪問し、主任者及び作業者等に対して、実

施中のエックス線装置利用に聞き取りを行

うとともに、（ａ）事業場で具体的な教育・

講習の内容についての聞き取り、（ｂ）今後

どのような教育があるとより安全な作業に

つながるか、（ｃ）これまでにエックス線に

より被ばくしそうになった（または被ばく

させそうになった）、エックス線装置利用時

に負傷しそうになった、等のヒヤリハット

事例の収集、及び（ｄ）事業場で行っている

事故防止及び放射線被ばく低減対策事例、

について調査・収集する。また、放射線被ば

く低減対策では、アンケート調査で防護資

機材を使用する・使用させている、という質

問を設置したがどのような防護板等を同設

置しているか、その他の被ばく低減対策（例

として、作業時間管理、遠隔操作によるエッ

クス線源との距離の確保、等）をどのように

実施しているか、も聞き取りを行う予定で

ある。 

（２）について、本研究事業では開発とし

て行うものであるが、試作した教育・講習コ

ンテンツの有効性の検証が必要であり、事

業場で実地の研修を実施することで、教育・

講習の有効性の観点から受講者からの評価

を受け、講習の改善に努める。 

本研究事業で提案する教育・講習につい

てE-ラーニングの形式で行われるのがよい

との意見が散見されている。受講者が放射

線業務従事者でない、リマインド教育であ

る（初学者ではない）等の労働者への教育・

講習については、E-ラーニングで対応する

ほうが良いと考えられる。特に、法改正や法

令の解説については、規制当局及び専門家

による監修のもと、統一した解釈を周知す

るほうがよく、その点でも E-ラーニングは

非常に有効なツールといえる。また、E-ラ

ーニング教育効果への懸念を払しょくする

ためにも、ある程度の教育効果が見込める

よう、教育コンテンツの内容、講義の設計等

を工夫して対応できるであろう。 

 

【放射線取扱主任者定期講習から学ぶエッ

クス線作業主任者教育への展開】 

（１）放射線取扱主任者定期講習の概要 

第一種放射線取扱主任者定期講習を実施

している登録機関は、日本アイソトープ協

会、原子力安全技術センター、電子科学研究

所、日本診療放射線技士会の 4 つが知られ

ている [3-6]。教育訓練に係る時間数は 1 科

目当たり 1 時間〜2 時間程度で総時間数は

4〜5 時間であった。事故に関する課目にお

いては、典型的なエックス線被ばく事故や

ヒヤリハット事例に関して、自動車免許の

講習で見られるような再現やシミュレーシ

ョンを用いて盲点や注意点を映像で訴える

ことができればより効果的であろう。さら

に講習時間内に討論時間を設けている実施

機関もあり、課目毎あるいは講習の最後の

時間を使って行われている。時間的な制約



 

22 

 

 

もあるが、課目毎に実施できれば焦点を絞

ってかつ記憶が新しいうちに活発な議論が

期待できる。 

実施形態であるが対面式、オンライン形

式またはハイブリットで開催されており、

全体としてはオンライン形式が多かった。

オンライン形式は遠方の方でも参加出来る

メリットがある反面、双方向性がどこまで

担保出来るのかは疑問である。 

（２）定期講習の各課目の内容について 

｢法に関する課目｣では法令改正の概要、

危険時の措置や防護のために講ずべき措置

等について、定義や解釈および注意点につ

いての解説が含まれている。また、放射線取

扱主任者の実務に必要な記録・記帳や届出・

廃止措置等に関する知識や注意点なども扱

われている。「安全管理に関する課目」では、

放射線管理の目的、密封・非密封線源の使用

状況、施設の特徴や安全取扱について、分野

別・利用用途別に解説があった。各科目の内

容については、討論・演習の時間も設けてデ

ィスカッションを行う事は大変有意義で有

り、理解を深めるだけでなく、他の事業場の

例を参考にすることができる。 

（３）エックス線作業主任者等に対する教

育への展開 

現在までのところ、主任者に関しては、選

任前や選任後に定期的に講習を受講する規

則や能力開発向上のための教育・講習は、組

織的には整備されていない。そのため、定期

的な能力向上教育や講習の制度化が望まれ

る。エックス線装置使用者への教育に関し

ても、電離則において「作業の方法」「装置

の構造」「放射線の人体影響」「法令」を 4.5

時間で行うよう定められているが、その対

象は透過写真の撮影を業務とする場合にと

どまっている(電離則第 52 条の 5、労働省

告示第 50 号)。そのため透過写真撮影以外

で使用する場合や学生には適用されない。

従って、エックス線機器の安全取扱いに関

する知識習得や再確認はもちろんのこと、

主任者等としての能力・資質向上を図るた

めにも定期的な教育や訓練は必要である。

また、教育内容に関しては画一的なもので

はなく、一部の課目においては産業・用途別

や経験年数など段階別に選択が出来るとよ

り効果的なものとなる。このように主任者

及びユーザーに対する教育・講習を体系化

することにより、その両輪で事業場の安全

文化の醸成を加速することが可能となる。

さらに、日頃の管理や法令改正に伴う疑問・

質問を受け付けるプラットフォームも必要

である。例えば日本アイソトープ協会放射

線安全取扱部会では放射線取扱主任者向け

の研修会や年次大会時等に主任者相談コー

ナーなどを設けている [8]。現場管理者やエ

ックス線作業主任者が気軽に質問や相談を

出来るプラットフォームの構築に向けて、

国や各業界団体等を交えた仕組み作りが急

務となっている。 

 

【産業用エックス線利用に関する世界各国

の制度設計及び教育等の取組み事例に関す

る調査】 

令和６年度は調査実施に向けた準備として

オンラインアンケートフォームの作成と

IAEA への調査協力要請、韓国への訪問調

査を行った。 

オンラインアンケートフォームの作成で

は、多くの国から回答を得られる設問設定

をおこない、設問の内容や様式について

IAEA および韓国の専門家から概ね理解が

得られた。次年度は引き続き修正作業を進

めるとともに、ORPAS の枠組みおよび研究
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者間の地域ネットワークを通じた調査を実

施する。 

IAEA への調査協力要請では、本調査へ

の理解と協力への合意のみならず、RASSC

での紹介という、本調査が産業用エックス

線に関する放射線防護の在り方に関する議

論のベースとなりうる非常に大きな成果が

期待できる提案を受けた。この機会に我が

国の現状と課題を各国と共有し、産業用エ

ックス線利用に関する各国の状況を、我が

国における教育・訓練パッケージ開発に反

映する。 

韓国訪問調査では、制度設計の違いと両

国それぞれの課題が明らかとなった。また、

教育をオンラインでも実施し、教育履歴を

共通システムで管理するという先進的な試

みの情報も得ることが出来た。引き続き情

報交換を継続し、我が国における教育・訓練

パッケージ開発への反映可能性を検討する。 

 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏えい

線量率測定及び被ばく線量評価） 

【大型 X 線ＣＴ装置内に人が立ち入った場

合を想定した線量測定】 

令和６年度では開放菅 X線装置の X線ス

ペクトル測定と線量測定を行った。フィル

ターを使用しない時に 70µm 線量当量と

1cm 線量当量を評価した結果、以下のこと

が明らかとなった。 

(1) X 線装置のフィルターを使用しない場

合、タングステンフィラメントから発生す

る L-X 線（8.0-10keV）のピークが最大とな

る。Cu フィルター0.1mm を使用すること

で、このピークはカットされる。 

(2) フィルターを使用せず照射口から

1.7~3.7cmの距離で 300kV, 100µA, 40 秒間

X 線を照射した時、皮膚の線量である 70µm

線量当量が 1.3~9.5Sv であった。 

(3) TLD-100H 素子を使用した 1cm 線量当

量の測定において、線量マッピングを作成

した。その結果、300kV, 100µA, 10 分で

2.5mSv ～ 70mSv であった。 

 今後は、野外で実施される非破壊検査

（JIS Z 3104 または JIS Z 3105）の線量マ

ッピングを作成するとともに、ハンドヘル

ド型 X 線装置と X 線回折装置、蛍光 X 線装

置などの線量マッピングを作成する。これ

によって、X 線取扱主任者並びに X 線の業

務従事者の被ばく線量を少なくするような

意識改革を教育訓練で実施したい。さらに、

本データを誰でも使用できるように、わか

りやすく教材にまとめていく予定である。 

 

【エックス線作業主任者等に対する効果的

な教育に関する研究】 

令和 6 年度は次年度以降のエックス線装

置からの漏えい線量率分布及びエックス線

エネルギー分布の測定に向けた事前準備を

中心に実施した。 

エックス線スペクトロメータとして選定

した EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器

（EMF 社製）は必要十分な性能を把握して

いると標準場での照射試験から判断でき、

測定で得られるエックス線スペクトルは概

ね妥当と判断できる。また、本スペクトロメ

ータを使用することで 5～400keV までと

幅広いエネルギー範囲かつ 100mSv/h 程度

の高線量率下での光子エネルギー分布の測

定が可能と見込まれる。また、エックス線ス

ペクトロメータや電離箱式サーベイメータ

では難しい二次元線量分布もガフクロミッ

クフィルムと開発した手法により定量的に

解析することが可能である。これらの状況

からエックス線装置からの漏えい線量率分
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布及びエックス線エネルギー分布の測定に

向けた事前準備は概ね完了した。次年度以

降は事業場において、エックス線スペクト

ロメータ、電離箱式サーベイメータ、ガフク

ロミックフィルムを用いてエックス線装置

からの漏えい線量率分布及びエックス線エ

ネルギー分布の測定を実施する。 

 今後の課題として、さらなる定量化のた

めにはコリメータを装着したエックス線ス

ペクトロメータの高線量率下での照射試験

やガフクロマティックフィルムの校正を行

うことが必要であり、それにはエックス線

標準場で基準線量率での照射が望ましいこ

とが挙げられる。この課題に対しては日本

原子力研究開発機構原子力科学研究所放射

線標準施設棟（JAEA-FRS）に整備された

軟 X 線発生装置を活用したエックス線標準

場の整備を進めることで対応していく。 

 

【エックス線装置からの漏えい線量測定を

可能とする小型ガラス線量計の応答に関す

る検討】 

令和６年度に実施した本分担研究では、

小型ガラス線量計に対し、エックス線装置

からの漏えい線量モニタリング用線量計と

して使用可能か、基礎特性であるエネルギ

ー応答及び角度分布特性を基準照射により

評価した。評価の対象としたガラス線量計

素子は、研究代表者が以前より用いていた

２種類（GD-302M 及び GD-352M）を採用

し、線量計応答は ISO4037-3:2019 の記述

に従って評価した。２種類のガラス線量計

は、それぞれ 1cm 線量当量、3mm 線量当

量、及び 70μm 線量当量の単位に対し、基

準線量によって応答を評価した。その結果、

評価対象としたガラス線量計のうち、GD-

352M のエネルギー応答特性については、

20 keV 以上から 137Csγ線の 662 keV まで

非常に広いエネルギー範囲で IECの規格要

件で示された基準値(エネルギー依存試験

で得られた線量計レスポンスに対し 0.71 

～ 1.67)に入っていることが確認できた。

一方の GD-302M については、80 keV 以上

のエックス線から 137Csγ線の 662 keV ま

で 0.71 ～ 1.67 に入っている一方、80 keV

以下の低エネルギーエックス線に対して、

５倍以上線量を過大に応答するエネルギー

があることが明らかとなった。 

さらに、当該ガラス線量計を実際にエック

ス線装置からの漏えい線量測定に供する場

合の校正定数の設定についても議論した。

例えば GD-352M をエックス線装置からの

漏えいエックス線線量測定用の線量計とし

て使用する場合、例えば 70μm 方向性線量

当量の場合では、1.18 ± 0.06 と設定でき

る。 

 

本研究課題は今年度開始し、事業期間３

か年における２年目以降の課題は以下の点

である。 

（１）測定の状況に応じた校正定数の導

出 

（２）漏えいエックス線測定手順の確立 

（１）について、前掲どおり本研究班で使

用するガラス線量計の線量計読出し装置は、

137Cs の 662 keV ガンマ線校正場で基準照

射を行った標準ガラス線量計によって校正

されている。ガラス線量計のガラス線量計

読出し装置からの読み値は、標準ガラス線

量計の照射条件に依存し、必要な線量当量

の単位での評価を行う場合には別途校正定

数を与える必要がある。 

（２）について、エックス線装置からの漏え

い線量（率）測定では、エックス線エネルギ
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ースペクトル測定及び線量当量（率）測定が

求められる。エックス線装置からの漏えい

線量（率）測定の手順としては、まず装置か

らの漏えいエックス線分布を半導体検出器

を用いて測定して平均エネルギーを決定し、

その後ガラス線量計等の受動型線量計によ

って積算の線量を求める手法を検討中であ

る。本研究事業の２年目では、エックス線装

置からの漏えいエックス線について、半導

体検出器によるエックス線フルエンス率測

定と同時に、線量（率）測定を試行する計画

である。 

 

開発③：効果的な教育・講習パッケージ開発 

【製造業、非破壊検査業におけるエックス

線作業主任者等の安全教育のあり方に関す

る検討】 

本研究事業で提示するコンセプトである、

教育・講習へのグレーデッドアプローチ手

法の採用を検討して、多種多様なエックス

線装置・作業に対応できるよう、安全教育の

科目を事業場の事情に応じて自由に選択で

き、主任者・作業者向けでそれぞれ内容を選

択できるような、多くの事業場で実施可能

で、実効性が高く、かつ導入負荷が小さい教

育・講習パッケージを実現するため、 

（ａ）エックス線作業に係る安全教育を受

ける主任者等のカテゴリについて 

（ｂ）安全教育の頻度について 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて 

で考慮した。 

今後の検討課題として、（１）主任者等の

能力向上に資する教育・講習の内容の検討、

及び（２）能力向上に関する継続的な教育実

施・受講を担保する建付け、がある。 

本研究事業で実施したアンケート調査の

結果に従えば、 

・エックス線使用時の事故事例 

・法令改正の状況 

は教育・講習が定期的に実施されることが

望ましい。それ以外にも、エックス線装置の

使用に関する教育について、メーカー個別

の具体的な利用法、あるいは事業場独自の

使用についての教育を準備することは困難

であるが、ある程度統一的な内容の教育コ

ンテンツがあると事業者が別途教育資料等

を準備する必要がなく、事業者及び主任者

を含めた実務担当者の負担が小さくなると

考えられる。このような教育コンテンツが

オンラインで共有される、または E ラーニ

ングによりオンデマンドで受講できると利

便性が向上する。 

能力向上に関する継続的な教育実施・受

講を担保する建付けについて、ＲＩ規制法

のように再教育を法令で定めることも有効

である。ＲＩ規制法では教育訓練に係る記

録を定期確認によって確認を行われており、

強制力を持って担保されているといえる。

継続的な教育の実施については、例えば、土

木施工管理技士では、継続教育（CPD：

Continuing Professional Development）制

度のように生涯にわたる技術向上の指標と

しての教育・講習受講歴の登録制度があり、

国土交通省において公共工事の各発注機関

は、競争入札に参加しようとする建設業者

についての資格審査を行うよう定められて

いる。CPDS は、各建設業者におけるポイ

ントの平均点として、その建設業者の客観

的な技術能力の指標の一つとなっており、

競争入札時の加点対象である。教育・講習を

継続的に受講させることが、事業者にとっ

て経営に直結する制度設計は参考にすべき

であろう。 
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Ｆ．健康危機情報 

なし 

 

G．研究発表 

1. 論文発表 

1）榎本 敦、神子 公男、野澤 清和、飯

本 武志「研究用エックス線装置の安全管

理と課題」放射線生物研究 59(2)(2024)157-

164. 

2) 榎本 敦 「クリーンベンチ・安全キャ

ビネット内での非密封放射性同位元素で汚

染した空気の循環について」保健物理 

59(3)(2024)118-123. 

 

2. 学会発表 

1）古渡 意彦、 飯本 武志、 五十嵐 悠

榎本 敦、  片岡 憲昭、  辻 智也  

橋本 周、小田 啓二、 赤平 理紗 

「非破壊検査分野等におけるエックス線作

業における放射線安全教育に関する専門研

究会－活動計画及び現状－」第 5 回日本放

射線安全管理学会・日本保健物理学会合同

大会 

2）中田よしみ、榎本 敦 

「私の施設の規則第 20 条に係る測定の信

頼性確保の様式」令和 6 年度日本アイソト

ープ協会年次大会 

 

H．知的財産権の出版・登録状況 
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Ⅰ．分担研究報告 

製造業、非破壊検査業におけるエックス線作業主任者等の安全教育に係るアンケート調査

の実施 

 

 

研究代表者 古渡 意彦 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 

計測・線量評価部 物理線量評価グループ グループリーダー） 

分担研究者：飯本 武志（国立大学法人東京大学 教授） 

分担研究者：榎本 敦（東京大学大学院医学系研究科 疾患生命工学センター 放射線分子

医学部門 講師） 

分担研究者：赤平 理紗（国立大学法人東京大学 助教） 

分担研究者：小田 啓二（国立大学法人神戸大学 名誉教授） 

分担研究者：片岡 憲昭（東京都立産業技術研究センター 計測分析技術グループ 副主任

研究員） 

分担研究者：五十嵐 悠（東京大学 大学院医学研究科・医学部環境安全管理室 特任助教） 

分担研究者：辻 智也（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 放

射線管理部 放射線計測技術課 技術員） 

 

 

研究要旨 

本分担研究では、製造業、非破壊検査業のエックス線作業主任者（以下、「主任者」とい

う。）及びエックス線装置を利用する労働者（以下、「作業者」という。）を対象とした安全

衛生に係る能力向上に向けた取組み及び放射線防護対策措置の現状について、主任者を選

任している事業場を対象としたアンケートによる調査を行った。アンケートに先立ち、主任

者及び作業者が回答しやすいような項目となるよう、アンケート内容を精査した。アンケー

トは、非破壊検査事業者が多数加盟する「日本非破壊検査工業会（JANDT）」の協力を得て、

加盟会員宛にメールにより依頼した。アンケート実施期間は、令和６年１０月１８日から令

和７年１月１８日の３か月間であり、期間中の有効回答数は２０２件であった。 

アンケートは主任者等から１６４件、作業者から３８件の回答を得た。アンケート結果で

特筆すべき点として、（１）主任者及び作業者の非常に高い個人線量計装着率、（２）高い教

育の受講率と再教育の頻度、（３）約半数が放射線被ばくの可能性について懸念を示してい

る、等が挙げられる。以下で結果を詳細に示すとともに背景要員等について考察する。 
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Ａ．研究目的 

 本分担研究は、製造業、非破壊検査業のエ

ックス線作業主任者（以下、「主任者」とい

う。）及びエックス線装置を利用する労働者

（以下、「作業者」という。）を対象とした安

全衛生に係る能力向上に向けた取組み及び

放射線防護対策措置の現状について、主任

者を選任している事業場を対象としたアン

ケートによる調査を行った。アンケートに

先立ち、主任者及び作業者が回答しやすい

ような項目となるよう、アンケート内容を

精査した。アンケートは、非破壊検査事業者

が多数加盟する「日本非破壊検査工業会

（JANDT）」の協力を得て、加盟会員宛に

メールにより依頼した。 

本分担研究は、本研究では、確実に年度目

標をクリアして最終目標を達成するため、

以下の３つのサブテーマ（調査①、調査②

及び開発③）を設定し、各テーマで進捗管理

しつつ遂行する。 

調査①：主任者等の安全管理に係る能力

向上に向けた取組み状況及び放射線防護対

策措置の調査 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏え

い線量率測定及び被ばく線量評価） 

開発③：主任者及び作業者に対する効果

的な教育・講習パッケージの開発 

本分担研究では、調査①：主任者等の安全

管理に係る能力向上に向けた取組み状況及

び放射線防護対策措置の調査のうち、主任

者等に対するアンケートによる調査を実施

する。 

主任者は、エックス線装置（医療用又は波

高値による定格管電圧が 1000 kV 以上の装

置を除く。）を用いる作業などを行う場合は、

エックス線による障害を防止する直接責任

者としてエックス線作業主任者免許を受け

た者のうちから、管理区域ごとにエックス

線作業主任者を選任することが求められて

いる。試験では、電離放射線障害防止規則

（以下、「電離則」という。）第五十条で定め

るとおり、（１）エックス線の管理に関する

知識、（２）関係法令、（３）エックス線の測

定に関する知識、及び（４）エックス線の生

体に与える影響に関する知識が求められ、

第二種放射線取扱主任者免状の交付を受け

た者及びガンマ線透過写真撮影作業主任者

免許試験に合格した者は、一部試験科目を

免除される。 

 エックス線またはガンマ線照射装置を用

いて行う透過写真撮影業務に従事する者に

ついては、事業者は以下の特別の教育を受

けさせる義務を負い、教育の合計時間は６

時間となる。（電離則第五十二条の五に従う）

[1] 

一 透過写真の撮影の作業の方法 

二 エツクス線装置又はガンマ線照射装置

の構造及び取扱いの方法 

三 電離放射線の生体に与える影響 

四 関係法令 

 本分担報告書執筆時点（令和７年３月）で

は、試験に合格した主任者が、各事業場にお

いて主任者としての業務に従事する際に教

育は必要なく、また主任者免状取得後に資

格維持のための再教育制度はない。また、上

記の透過写真撮影業務に従事する者につい

ても、６時間の教育を行って以降の再教育

等は求められていない。 

 労働安全衛生法（以下、「安衛法」。という）

では、事業者の責務として安全管理者等に

対する教育等で、以下のように定めており、

主任者に対してもエックス線作業に従事す

る者への監督及び安全確保に対する能力の

向上を図るための施策を講じることが求め
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られている。[2] 

 

（安全管理者等に対する教育等） 

第十九条の二 事業者は、事業場における安

全衛生の水準の向上を図るため、安全管 

理者、衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推

進者その他労働災害の防止のための業 

務に従事する者に対し、これらの者が従事

する業務に関する能力の向上を図るため 

の教育、講習等を行い、又はこれらを受ける

機会を与えるように努めなければなら 

ない。 

 

 本分担研究では、製造業、非破壊検査業の

主任者等に対して、能力向上に資する教育

が各事業場においてどのように行われてい

るのかの実態を把握することを目的に、ア

ンケートを実施した。アンケートでは、各事

業所における安全教育に加え、エックス線

作業時に行われる放射線安全対策について

も調査した。 

 

Ｂ．研究方法 

研究事業初年度である令和６年度は、調

査①では、主任者及び作業者を対象とした

安全衛生に係る能力向上に向けた取組み及

び放射線防護対策措置の現状について、主

任者を選任している事業場を対象としてア

ンケートを行った。アンケートでは、現場の

意見をできるだけ吸い上げるよう、以下の

項目について聞くことを考慮した。 

・使用するエックス線装置と作業内容 

・事業場での定期的な教育の実施状況

（内容、対象、頻度） 

・継続的な改善の有無 

・放射線防護対策（線量計装着、場の測定、

保護具、遮蔽材の使用、等） 

・その他（行政に対する要望、懸念事項、

自由意見、等） 

アンケートでは、主任者と作業者等に分

けて、回答する項目を検討した。アンケート

の具体的な項目は以下のとおりである。 

 

F1 あなたの年齢をお答えください。 

  

1 20 歳未満 

2 20 歳代 

3 30 歳代 

4 40 歳代 

5 50 歳代 

6 60 歳以上 

7 回答できない 

 

F2 あなたの性別をお答えください。 

  

1 女性 

2 男性 

3 回答できない 

4 その他 

 

F3 あなたの現在の職務を教えてくだ

さい。※複数あてはまる方は、最も中心的

なお仕事について教えてください。 

  

1 エックス線機器使用者 

2 機器は直接使用しないがエックス

線作業者 

3 エックス線作業主任者 

4 エックス線機器管理者 

5 安全管理者または衛生管理者 

6 中間管理層（課長、職長等） 

7 経営層（上級管理職、経営者等） 

8 業界関係者 

9 その他 
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アンケートの最初の３問で属性を聞いた

のち、現在の職務において１及び２を回答

した回答者は、以下の作業者に対するアン

ケートを回答することとなる。作業者に対

する設問は全部で１８問準備した。 

 

U1 あなたが現在所属している業界を

教えてください。※複数あてはまる方は、

最も中心的なお仕事について教えてくださ

い。  

 

1 非破壊検査  

2 土木・建設（穿孔・骨材・ケーブル

確認等）  

3 製造（自動車、発動機、部品、メッ

キ、精密機器等）  

4 分析（微量分析等）  

5 その他検査（手荷物検査等）

  

6 その他製造（食品、その他製造等）

  

7 政府機関、地方自治体、公共サービ

ス等（公設試験所）  

8 大 学 、 研 究 所 、 教 育 機 関 等

  

9 エックス線機器メーカー  

10 その他  

 

U2 あなたが職場でエックス線機器を

使用する際に、主な作業内容としてあては

まるものをすべてお選びください。 

  

1 放射線透過撮影 

2 デジタル撮影 

3 CT 撮影 

4 厚さ計 

5 エックス線光電子分光法（XPS） 

6 エックス線回折法（XRD） 

7 蛍光エックス線分析（XRF） 

8 SEM または TEM 

9 照射用 

10 食品検査用 

11 手荷物検査用 

12 その他一般検査用 

13 金属成分・コンクリート内塩分分

析用 

14 その他 

15 わからない 

 

U3 一定のエックス線業務を行う際、

エックス線作業主任者免許を受けた者のう

ちから、管理区域ごとにエックス線作業主

任者を選任することが法令で義務付けられ

ています。ご自身が行うエックス線業務に

おいて、あなたの職場ではエックス線作業

主任者が選任していますか。 

  

1 選任している（自分以外） 

2 選任している（自分がエックス線

作業主任者） 

3 選任していない 

4 わからない 

 

U4 あなたが現在職場で使用している

エックス線機器の台数を教えてください。

※職場全体ではなく、あなたが普段使用し

ている機器の台数についてのみお答えくだ

さい。 

  

1 0 台（職場に機器がない、または直

接機器を管理しない） 

2 1 台 

3 2 台 
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4 3 台 

5 4 台 

6 5 台以上 

 

U5 エックス線機器（透過写真撮影業

務）の取り扱いを行う方には、特別な教育

が義務付けられています。あなたはご自身

の職場で必要な教育を受講していますか。

※社外で実施している研修は含みません。

ご自身の職場で実施している研修について

のみお答えください。 

  

1 受講した／受講している 

2 受講していない 

3 わからない 

4 対象ではない 

 

U6 あなたの職場では、ご自身の使用

するエックス線機器に関する安全教育は実

施されていますか。※社外で実施している

研修は含みません。ご自身の職場で実施し

ている研修についてのみお答えください。 

  

1 実施している 

2 実施していない 

3 わからない 

4 その他 

 

U7 職場でエックス線機器の取り扱い

に関する特別な教育及び安全教育を受講し

ていない方にお伺いします。あなたの職場

では、社外で実施しているエックス線機器

の研修に参加する機会はありますか。 

  

1 機会がある 

2 機会がない 

3 わからない 

4 その他 

U8 職場でエックス線機器の取り扱い

に関する特別な教育を受講している方にお

伺いします。あなたの職場で実施している、

エックス線作業に従事する方を対象とした

教育・訓練の具体的な内容として、あては

まるものをすべてお選びください。 

  

1 透過写真の撮影の作業の方法 

2 エックス線装置又はガンマ線照射

装置の構造及び取扱いの方法 

3 電離放射線の生体に与える影響 

4 関係法令 

5 社内のエックス線機器の取り扱い

方法の訓練 

6 エックス線機器の異常時の措置 

7 放射線被ばくとその低減対策 

8 作 業 前 の KY/TBM に つ い て

（KY・・・危険予知活動、TBM・・・ツー

ルボックスミーティング いずれも作業開

始前に行い事故や負傷を防止する安全衛生

活動の一つ） 

9 その他 

10 わからない・覚えていない 

 

U9 あなたの職場では、エックス線機

器の使用に関する教育をどのくらいの頻度

で実施していますか。 

  

1 初回に 1 回のみ 

2 1 年に 1 回未満 

3 1 年に 1 回以上、半年に 1 回未満 

4 半年に 1 回以上 

5 エックス線機器を取り扱う前に毎

回必ず実施 

6 わからない 

7 その他 
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U10 エックス線機器の取り扱いに関す

る教育や研修はご自身の役に立っていると

思いますか。または役に立ちそうですか。 

  

1 すごく役立っている／役立ちそう 

2 まあまあ役立っている／役立ちそ

う 

3 どちらともいえない 

4 あまり役立っていない／役立たな

そう 

5 ほとんど役立っていない／役立た

なそう 

6 わからない 

7 その他 

 

U11 前問で「あまり役立っていない／

役立たなそう」または「ほとんど役立って

いない／役立たなそう」とお答えの方にお

伺いします。現在の教育・研修がどのよう

な内容になると役立ちそうですか。あては

まるものをすべてお選びください。 

  

1 もっと平易な内容にしてほしい 

2 自分の現場に直接関係ある内容に

してほしい 

3 放射線被ばくがイメージできるよ

うにしてほしい 

4 内容が基礎的すぎるので専門的に

してほしい 

5 エックス線機器をわかりやすく説

明してほしい 

6 雑談を減らしてほしい 

7 講師を変えてほしい 

8 その他 

 

U12 現在、ご自身の職場でエックス線

機器を扱う業務に懸念事項はありますか。

あてはまるものをすべてお選びください。 

  

1 具体的にエックス線作業時にどの

ようなことに気を付ければいいかよくわか

らない 

2 作業中にうっかりしてケガをしそ

うになる 

3 作業中に自身や同僚が被ばくしそ

うになった 

4 エックス線機器の操作が面倒であ

る 

5 社内の手続きが煩雑である 

6 新しい機器をいきなり使うことに

なり機能が良くわからない 

7 エックス線機器に関する安全衛生

の取組みがない 

8 エックス線作業主任者が不在であ

る 

9 その他 

10 特にない 

 

U14 ご自身がお使いの機器でエックス

線被ばくの可能性はあると思いますか。 

  

1 可能性があると思う 

2 可能性はないと思う 

3 わからない 

 

U15 エックス線被ばくの可能性がある

とお答えの方にお伺いします。被ばくの可

能性があると感じる場面について、どのよ

うな事象が発生して、その作業者がどの程

度被ばくするか、想定される事例をなるべ

く具体的にご記入ください。例：インター

ロックを外して装置に手を入れ、気づかず

に数分照射され、線量限度を超える被ばく
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をする 等 

 

U16 あなたが職場でお使いのエックス

線機器またはエックス線機器が使用される

部屋に、エックス線機器からエックス線が

発生していることを示す「警報装置」は備

え付けられていますか。「警報装置」には、

エックス線発生時に点灯する警告灯、パト

ランプのような表示機器、警報音を発する

機器等があります。 

  

1 備え付けられている 

2 被ばくの恐れがないので警報装置

は備え付けられていない 

3 わからない 

4 その他 

 

U17 エックス線作業を行う際、あなた

は線量計を装着してあなた自身の線量を測

定されていますか。 

  

1 線量計を装着している 

2 線量計を装着していない 

3 線量計はあるが使ったことがない 

4 線量計はあるが使い方がわからな

い 

5 その他 

 

U18 エックス線作業の際に、ご自身ま

たは他の方が管理区域内外のエックス線の

線量を測定していますか。 

  

1 測定している 

2 測定していない 

3 わからない 

4 その他 

 

 

アンケートの最初の３問の属性に関する

設問で、現在の職務において３以降と回答

した回答者は、以下の主任者に対するアン

ケートを回答する。設問は全部である。 

 

M1 あなたが現在所属している業界を

教えてください。※複数あてはまる方は、

最も中心的なお仕事について教えてくださ

い。 

  

1 非破壊検査 

2 土木・建設（穿孔・骨材・ケーブル

確認等） 

3 製造（自動車、発動機、部品、メッ

キ、精密機器等） 

4 分析（微量分析等） 

5 その他検査（手荷物検査等） 

6 その他製造（食品、その他製造等） 

7 政府機関、地方自治体、公共サービ

ス等（公設試験所） 

8 大学、研究所、教育機関等 

9 エックス線機器メーカー 

10 その他 

 

M2 あなたが職場で管理しているエッ

クス線機器の作業内容として、あてはまる

ものをすべてお選びください。 

  

1 放射線透過撮影 

2 デジタル撮影 

3 CT 撮影 

4 厚さ計 

5 エックス線光電子分光法（XPS） 

6 エックス線回折法（XRD） 

7 蛍光エックス線分析（XRF） 

8 SEM または TEM 
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9 照射用 

10 食品検査用 

11 手荷物検査用 

12 その他一般検査用 

13 金属成分・コンクリート内塩分分

析用 

14 その他 

15 わからない・覚えていない 

 

M3 あなたの職場には、エックス線機

器の作業者が何名程度在籍していますか。 

  

1 1～5 名 

2 6～10 名 

3 11～20 名 

4 21～50 名 

5 51 名以上 

6 わからない 

7 その他 

 

M4 あなたが現在職場で管理している

エックス線機器の台数を教えてください。

※職場全体ではなく、あなたが普段管理し

ている機器の台数についてのみお答えくだ

さい。 

  

1 0 台（職場に機器がない、または直

接機器を管理しない） 

2 1 台 

3 2 台 

4 3 台 

5 4 台 

6 5 台以上 

 

M6 あなたが職場で主に管理している

エックス線の最大管電圧（例：160kV）を教

えてください。複数台管理されている場合、

最も使用頻度の高い機器についてお答えく

ださい。 

  

M7 あなたが職場で主に管理している

エックス線の最大管電流（例：5mA）を教

えてください。複数台管理されている場合、

最も使用頻度の高い機器についてお答えく

ださい。※装置仕様等により回答が難しい

場合は、空欄のまま、次へお進みください。 

  

M8 あなたが職場で管理しているエッ

クス線機器の照射方式について、わかる範

囲で教えてください。 

  

1 連続照射方式 

2 パルス照射方式 

3 両方 

4 わからない 

 

M9 あなたが職場で管理しているエッ

クス線機器の点検作業の頻度を教えてくだ

さい。 

  

1 1 年に 1 回未満 

2 1 年に 1 回以上、月に 1 回未満 

3 月に 1 回以上（簡易点検も含め） 

4 使用時に毎回 

5 簡易点検を毎日実施 

6 わからない 

7 その他 

 

M10 あなたの職場では、エックス線機

器の漏えい線量率は測定していますか。 

  

1 測定している 

2 測定していない 

3 漏えい線量率は測定しないが、管
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理区域設定のたびに測定している 

4 わからない 

 

M11 エックス線機器の漏えい線量率を

測定しているとお答えの方にお伺いします。

エックス線機器の漏えい線量率の測定頻度

を教えてください。 

  

1 年に 1 回未満 

2 年に 1 回以上、月に 1 回未満 

3 月に 1 回以上 

4 装置を使用するたびに実施 

5 わからない 

6 その他 

 

M12 エックス線機器（透過写真撮影業

務）の取り扱いを行う方には、特別な教育

が義務付けられています（令和 6 年 10 月

現在）。あなたの職場では、特別な教育を実

施していますか。※社外で実施している研

修は含みません。ご自身の職場で実施して

いる研修についてのみお答えください。 

  

1 実施している 

2 実施していない 

3 教育の担当ではない 

4 わからない 

 

M13 職場でエックス線機器の取り扱い

に関する特別な教育を実施している方にお

伺いします。あなたの職場で実施している、

エックス線作業に従事する方を対象とした

教育・訓練の具体的な内容として、あては

まるものをすべてお選びください。 

  

1 透過写真の撮影の作業の方法 

2 エックス線装置又はガンマ線照射

装置の構造及び取扱いの方法 

3 電離放射線の生体に与える影響 

4 関係法令 

5 社内のエックス線機器の取り扱い

方法の訓練 

6 エックス線機器の異常時の措置 

7 放射線被ばくとその低減対策 

8 作 業 前 の KY/TBM に つ い て

（KY・・・危険予知活動、TBM・・・ツー

ルボックスミーティング いずれも作業開

始前に行い事故や負傷を防止する安全衛生

活動の一つ） 

9 その他 

10 担当ではないのでわからない 

 

M14 エックス線機器の取り扱いに関す

る定期的な教育の受講は義務付けられてい

ませんが、あなたの職場では、どのくらい

の頻度で教育を実施していますか。※座学

か後述の OJT かのいずれか多い方の頻度

でお答えください。 

  

1 初回に 1 回のみ 

2 1 年に 1 回未満 

3 1 年に 1 回以上、半年に 1 回未満 

4 半年に 1 回以上 

5 エックス線機器の取り扱いの前に

毎回必ず実施 

6 わからない 

7 OJT として実施している（OJT・・・

オンザジョブトレーニング 業務内で教

育・訓練を行い、実践的に使用方法などを学

ぶ） 

8 その他 

 

M15 あなたの職場では、社外で実施し

ているエックス線機器の研修に業務として
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参加することは可能ですか。 

  

1 業務として参加可能 

2 業務外として参加可能 

3 参加できない 

4 わからない 

5 その他 

 

M16 エックス線機器の取り扱い及び安

全衛生に関する教育や研修は、ご自身の職

務を全うするうえで役に立っていますか。

または役立ちそうですか。 

  

1 すごく役立っている／役立ちそう 

2 まあまあ役立っている／役立ちそ

う 

3 どちらともいえない 

4 あまり役立っていない／役立たな

そう 

5 ほとんど役立っていない／役立た

なそう 

6 わからない 

 

M17 前問で「すごく役立っている／役

立ちそう」または「まあまあ役立っている

／役立ちそう」とお答えの方にお伺いしま

す。どのような点で教育・研修が役立って

いる／役立ちそうと思いますか。あてはま

るものをすべてお選びください。管理者、

教育担当の場合は、ご自身が担当される教

科・科目での狙いも念頭に置いてお答えく

ださい。 

  

1 自身のエックス線作業の現場に直

接関係ある内容である 

2 内容がちょうどよくわかりやすい 

3 エックス線機器がわかりやすく説

明されており、安心して操作できるように

なった 

4 放射線に対する知識が深まり、気

を付けるようになった 

5 放射線被ばくが発生しないよう気

を付けられるようになった 

6 エックス線作業を安全に行えるよ

うになった 

7 安全衛生への知識が深まり集中し

やすい 

8 講師の先生の説明が上手で自分で

部下や同僚に説明する際に参考になる 

9 スライド資料が見やすく、わかり

やすいため、自分の職場で使いやすい 

10 その他 

 

M18 前問で「あまり役立っていない／

役立たなそう」または「ほとんど役立って

いない／役立たなそう」とお答えの方にお

伺いします。現在の教育・研修がどのよう

な内容になると役立ちそうですか。あては

まるものをすべてお選びください。 

  

1 もっと平易な内容にしてほしい 

2 自分の現場に直接関係ある内容に

してほしい 

3 内容が基礎的すぎるので専門的に

してほしい 

4 エックス線機器をわかりやすく説

明してほしい 

5 放射線被ばくがイメージできるよ

うにしてほしい 

6 雑談を減らして 

7 講師を変えてほしい 

8 スライド資料が見づらい、または

不十分 

9 会場がうるさい、講義などに集中
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しづらい 

10 その他 

 

M19_1 あなたの職場でエックス線作業に

従事する方を対象とした教育・訓練で、今

後あると良いと思われれる教育・訓練内容

について教えてください。 

 

M19_2 現在、ご自身の職場でエックス線

機器を扱う業務の管理を行う上で懸念事項

はありますか。あてはまるものをすべてお

選びください。 

  

1 具体的にエックス線作業時にどん

なことに気を付けさせるようにすればいい

かわからない 

2 作業中にうっかりしてケガをしそ

うになった、またはケガをしそうな作業者

を見かけた 

3 作業中に自身や同僚が被ばくしそ

うになった 

4 エックス線機器の操作が面倒であ

る 

5 管理するべきエックス線機器が多

すぎて難しい 

6 エックス線機器（それに類する法

令も）について詳しくないので管理が行き

届いているか不安である 

7 社内の手続きが煩雑である 

8 新しい機器をいきなり使うことに

なり機能が良くわからない 

9 上司（または先輩等）から古い機器

を引き継いだがどのように管理してよいか

の引継ぎはなく、使い方がよくわからない 

10 社内や部署にエックス線機器に関

する安全衛生の取組みがない、または不十

分である 

11 その他 

12 特にない 

 

M20 その他にエックス線機器を扱う業

務の管理を行う上で、懸念事項がおありで

したらなるべく具体的に教えてください。

例：装置が多すぎ、部下や同僚は一人で作

業している、自分以外に誰も詳しい人がお

らず相談できない、発生装置を修理してほ

しいがお金がないと言われ工夫をして使っ

ている 等  

 

M21 あなたの職場では、エックス線機

器を扱う作業を行う際に個人線量計を装着

して作業をしていますか。 

  

1 装着している 

2 装着していない 

3 わからない 

4 その他 

 

M22 前問で個人線量計を装着している

とお答えの方にお伺いします。あなたの職

場では、どのような線量計を装着していま

すか。あてはまるものをすべてお選びくだ

さい。 

  

1 ルクセルバッジ 

2 ガラス線量計 

3 TLD 

4 その他個人線量計 

5 電子式ポケット線量計 

6 わからない 

7 その他 

 

M23 あなたの職場では、エックス線作

業を行う際に管理区域内外の漏えいエック
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ス線測定を行っていますか。 

  

1 測定している 

2 測定していない 

3 わからない 

 

M24 前問でエックス線作業時にエック

ス線測定を行っている方にお伺いします。

実際の測定ではどのような線量計をお使い

ですか。あてはまるものをすべてお選びく

ださい。 

  

1 電離箱式サーベイメータ 

2 NaI シンチレーション式サーベイ

メータ 

3 その他サーベイメータ 

4 その他 

5 わからない 

 

M25 あなたの職場では、エックス線作

業を行う際に、放射線室またはエックス線

機器に「警報装置」は備え付けられていま

すか。「警報装置」には、エックス線発生時

に点灯する警告灯、パトランプのような表

示機器、警報音を発する機器等があります。 

  

1 備え付けられている 

2 備え付けられていない 

3 わからない 

 

M26 あなたの職場では、エックス線作

業を行う際に、遮へい材など防護のための

資器材を使用していますか。または、使用

させていますか。 

  

1 使用している／使用させている 

2 使用していない／使用させていな

い 

3 わからない 

4 担当ではない 

5 その他 

 

M27 エックス線作業を行う際に、放射

線室またはエックス線装置のインターロッ

クを解除することがありますか。 

  

1 解除することがある 

2 解除することはない 

3 わからない 

4 担当ではない 

5 その他 

 

M28 放射線室またはエックス線装置の

インターロックを解除することがある方に

お伺いします。インターロックを解除する

際に特別な対策は実施されていますか。 

  

1 実施している 

2 実施していない 

3 わからない 

4 担当ではない 

5 その他 

 

M29 特別な対策を実施している場合に、

どのような対策を実施されているか差し支

えのない範囲でなるべく具体的に教えてく

ださい。例：複数人で確認作業をしている、

線量計で確認している、発生装置に工夫を

している、作業者に線量計を持たせる、安

全キー等を持たせる等 

 

M30 ご自身が扱う又は管理している機

器でエックス線被ばくの可能性はあると思

いますか。危ないと思った事例等も含めて
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お考えください。 

  

1 可能性があると思う 

2 可能性はないと思う 

3 わからない 

 

M31 前問でエックス線被ばくの可能性

があるとお答えの方にお伺いします。被ば

くの可能性があると感じる場面について、

どのような事象が発生して、その作業者が

どの程度被ばくするか、想定される事例を

なるべく具体的にご記入ください。例：イ

ンターロックを外して装置に手を入れ、気

づかずに数分照射され、線量限度を超える

被ばくをする 等  

 

M32 厚生労働省や行政に対して、エッ

クス線機器取扱い及び安全教育に関する要

望はおありでしょうか。要望がおありの方

は、なるべく具体的にご記入ください。※

特にない場合は、空欄のまま、次へお進み

ください。  

 

M33 あなたの職場でエックス線機器を

用いる現場を見せていただくことは可能で

しょうか。 

  

1 可能 

2 不可能 

3 わからない 

4 権限がない 

5 その他 

 

M34 エックス線機器を用いる現場を見

せていただける方につきまして、可能でし

たらメールアドレスを入力ください。

  

M35 その他エックス線機器や電離放射

線障害防止規則等についてご意見あればご

自由にお書きください。  

 

M36 経営層、または衛生管理者の方へ

お伺いします。今後、厚生労働省よりエッ

クス線作業主任者の安全衛生に係る教育が

開催される場合、ご自身またはエックス線

作業主任者の参加について興味はあります

か。 

  

1 興味がある 

2 興味がない 

3 わからない 

4 担当ではない 

5 その他 

 

以上のアンケート送付先は、製造業、非破

壊検査業の主任者等に確実に届くことを考

慮し、正会員１９９社を擁する日本非破壊

検査工業会（以下、「JANDT」とする。）の

協力を得た。アンケートは JANDT のメー

リングリストを経由して行われ、回答期間

は令和６年１０月１８日から令和７年１月

１８日の３か月であった。 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、事業場におけるエックス線

作業主任者の安全教育に係る調査であり、

個人情報取得を伴うものではなく、人権擁

護上の配慮等を特に必要としない。 

 

Ｃ．研究結果 

 本分担研究では、製造業、非破壊検査業の

主任者等に対して、能力向上に資する教育

が各事業場においてどのように行われてい

るのかの実態を把握することを目的に、ア
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ンケートを実施した。アンケートでは、各事

業所における安全教育に加え、エックス線

作業時に行われる放射線安全対策について

も調査した。以上のアンケート送付先は、製

造業、非破壊検査業の主任者等に確実に届

くことを考慮し、正会員１９９社を擁する

日本非破壊検査工業会（以下、「JANDT」と

する。）の協力を得た。アンケートは JANDT

のメーリングリストを経由して行われ、回

答期間は令和６年１０月１８日から令和７

年１月１８日の３か月であった。 

 

アンケートの有効回答は２０２件であり、

作業者は３８件、主任者等は１６４件であ

った。回答に要した時間は、主任者等で平均

１６分７秒、作業者で平均６分３８秒であ

った。以下で、作業者及び主任者等からの回

答結果を示す。 

F1 あなたの年齢をお答えください。 

項目 回答数（N） 

20 歳未満 0 

20 歳代 17 

30 歳代 35 

40 歳代 66 

50 歳代 54 

60 歳以上 27 

回答できない 1 

無回答 2 

全体 202 

 

F2 あなたの性別をお答えください。 

項目 回答数（N） 

女性 1 

男性 196 

回答できない 2 

その他 0 

無回答 3 

全体 202 

 

F3 あなたの現在の職務を教えてくだ

さい。※複数あてはまる方は、最も中心的

なお仕事について教えてください。 

項目 回答数（N） 

エックス線機器使用者 25 

機器は直接使用しないが

エックス線作業者 
13 

エックス線作業主任者 68 

エックス線機器管理者 1 

安全管理者または衛生管

理者 
12 

中間管理層（課長、職長

等） 
40 

経営層（上級管理職、経営

者等） 
25 

業界関係者 14 

その他 4 

全体 202 

 

U1 あなたが現在所属している業界を

教えてください。※複数あてはまる方は、

最も中心的なお仕事について教えてくださ

い。  

項目 回答数（N） 

非破壊検査 27 

土木・建設（穿孔・

骨材・ケーブル確認

等） 

0 

製造（自動車、発動

機、部品、メッキ、

精密機器等） 

1 

分析（微量分析等） 0 

その他検査（手荷物 0 
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検査等） 

その他製造（食品、

その他製造等） 

3 

政府機関、地方自治

体、公共サービス等

（公設試験所） 

0 

大学、研究所、教育

機関等 

0 

エックス線機器メ

ーカー 

7 

その他 0 

全体 38 

 

U2 あなたが職場でエックス線機器を

使用する際に、主な作業内容としてあては

まるものをすべてお選びください。 

項目 回答数（N） 

放射線透過撮影 26 

デジタル撮影 10 

CT 撮影 9 

厚さ計 1 

エックス線光電子

分光法（XPS） 

1 

エックス線回折法

（XRD） 

1 

蛍光エックス線分

析（XRF） 

7 

SEM または TEM 0 

照射用 4 

食品検査用 0 

手荷物検査用 1 

その他一般検査用 4 

金属成分・コンクリ

ート内塩分分析用 

1 

その他 1 

わからない 0 

全体 38 

 

U3 一定のエックス線業務を行う際、

エックス線作業主任者免許を受けた者のう

ちから、管理区域ごとにエックス線作業主

任者を選任することが法令で義務付けられ

ています。ご自身が行うエックス線業務に

おいて、あなたの職場ではエックス線作業

主任者が選任していますか。 

＊作業者及び主任者等の回答を合わせた

ものを記載する。 

項目 回答数（N） 

選任している（自分

以外） 

88 

選任している（自分

がエックス線作業

主任者） 

25 

選任していない 8 

わからない 13 

全体 134 

 

U4 あなたが現在職場で使用している

エックス線機器の台数を教えてください。

※職場全体ではなく、あなたが普段使用し

ている機器の台数についてのみお答えくだ

さい。 

項目 回答数（N） 

0 台（職場に機器が

ない、または直接機

器を管理しない） 

6 

1 台 15 

2 台 5 

3 台 4 

4 台 2 

5 台以上 6 

全体 38 
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U5 エックス線機器（透過写真撮影業

務）の取り扱いを行う方には、特別な教育

が義務付けられています。あなたはご自身

の職場で必要な教育を受講していますか。

※社外で実施している研修は含みません。

ご自身の職場で実施している研修について

のみお答えください。 

項目 回答数（N） 

受講した／受講し

ている 

28 

受講していない 5 

わからない 3 

対象ではない 2 

全体 38 

 

U6 あなたの職場では、ご自身の使用

するエックス線機器に関する安全教育は実

施されていますか。※社外で実施している

研修は含みません。ご自身の職場で実施し

ている研修についてのみお答えください。 

項目 回答数（N） 

実施している 29 

実施していない 5 

わからない 4 

その他 0 

全体 38 

 

U7 職場でエックス線機器の取り扱い

に関する特別な教育及び安全教育を受講し

ていない方にお伺いします。あなたの職場

では、社外で実施しているエックス線機器

の研修に参加する機会はありますか。 

項目 回答数（N） 

機会がある 2 

機会がない 1 

わからない 0 

その他 0 

全体 3 

 

U8 職場でエックス線機器の取り扱い

に関する特別な教育を受講している方にお

伺いします。あなたの職場で実施している、

エックス線作業に従事する方を対象とした

教育・訓練の具体的な内容として、あては

まるものをすべてお選びください。 

項目 回答数（N） 

透過写真の撮影の

作業の方法 

13 

エックス線装置又

はガンマ線照射装

置の構造及び取扱

いの方法 

17 

電離放射線の生体

に与える影響 

21 

関係法令 22 

社内のエックス線

機器の取り扱い方

法の訓練 

15 

エックス線機器の

異常時の措置 

15 

放射線被ばくとそ

の低減対策 

21 

作業前の KY/TBM

について（KY・・・

危 険予知活 動、

TBM・・・ツールボ

ックスミーティン

グ いずれも作業

開始前に行い事故

や負傷を防止する

安全衛生活動の一

10 
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つ） 

その他 0 

わからない・覚えて

いない 

1 

無回答 1 

全体 28 

 

U9 あなたの職場では、エックス線機

器の使用に関する教育をどのくらいの頻度

で実施していますか。 

項目 回答数（N） 

初回に 1 回のみ 6 

1 年に 1 回未満 2 

1 年に 1 回以上、半

年に 1 回未満 

15 

半年に 1 回以上 1 

エックス線機器を

取り扱う前に毎回

必ず実施 

0 

わからない 4 

その他 0 

全体 28 

 

U10 エックス線機器の取り扱いに関す

る教育や研修はご自身の役に立っていると

思いますか。または役に立ちそうですか。 

項目 回答数（N） 

すごく役立ってい

る／役立ちそう 

6 

まあまあ役立って

いる／役立ちそう 

2 

どちらともいえな

い 

15 

あまり役立ってい

ない／役立たなそ

う 

1 

ほとんど役立って

いない／役立たな

そう 

0 

わからない 4 

その他 0 

全体 28 

 

U11 前問で「あまり役立っていない／

役立たなそう」または「ほとんど役立って

いない／役立たなそう」とお答えの方にお

伺いします。現在の教育・研修がどのよう

な内容になると役立ちそうですか。あては

まるものをすべてお選びください。 

項目 回答数（N） 

もっと平易な内容

にしてほしい 

1 

自分の現場に直接

関係ある内容にし

てほしい 

0 

放射線被ばくがイ

メージできるよう

にしてほしい 

0 

内容が基礎的すぎ

るので専門的にし

てほしい 

0 

エックス線機器を

わかりやすく説明

してほしい 

2 

雑談を減らしてほ

しい 

0 

講師を変えてほし

い 

0 

その他 0 

全体 2 

 

U12 現在、ご自身の職場でエックス線
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機器を扱う業務に懸念事項はありますか。

あてはまるものをすべてお選びください。 

項目 回答数（N） 

具体的にエックス

線作業時にどのよ

うなことに気を付

ければいいかよく

わからない 

3 

作業中にうっかり

してケガをしそう

になる 

3 

作業中に自身や同

僚が被ばくしそう

になった 

4 

エックス線機器の

操作が面倒である 

3 

社内の手続きが煩

雑である 

4 

新しい機器をいき

なり使うことにな

り機能が良くわか

らない 

8 

エックス線機器に

関する安全衛生の

取組みがない 

3 

エックス線作業主

任者が不在である 

1 

その他 0 

特にない 19 

無回答 1 

全体 38 

 

U14 ご自身がお使いの機器でエックス

線被ばくの可能性はあると思いますか。 

項目 回答数（N） 

可能性があると思 20 

う 

可能性はないと思

う 

17 

わからない 1 

全体 38 

 

U15 エックス線被ばくの可能性がある

とお答えの方にお伺いします。被ばくの可

能性があると感じる場面について、どのよ

うな事象が発生して、その作業者がどの程

度被ばくするか、想定される事例をなるべ

く具体的にご記入ください。例：インター

ロックを外して装置に手を入れ、気づかず

に数分照射され、線量限度を超える被ばく

をする 等 

 

・例のように、非定常作業でインターロッ

ク外した場合 

・同じエリアで装置を２台 ２チームで作

業している場合に 自分の方に照射してい

る場合が有り 

・インターロックを解除して装置に手を入

れる事 

・ケアレスミス 

・2 人作業で 1 人がフィルムセットしてい

る途中、もう 1 人がセット完了したと勘違

いして照射スイッチを押して被ばくする。

(機器の内外で分かれて作業) 

・照射音にきづかづ線源に近づき被爆する 

・現場撮影時、立入り者を監視するため線

量の多い場所だと、撮影回数が多くなると

被爆の量がおおきくなる。 

（入力ママ） 

 

U16 あなたが職場でお使いのエックス

線機器またはエックス線機器が使用される

部屋に、エックス線機器からエックス線が
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発生していることを示す「警報装置」は備

え付けられていますか。「警報装置」には、

エックス線発生時に点灯する警告灯、パト

ランプのような表示機器、警報音を発する

機器等があります。 

項目 回答数（N） 

備え付けられてい

る 

30 

被ばくの恐れがな

いので警報装置は

備え付けられてい

ない 

4 

わからない 3 

その他 0 

無回答 1 

全体 38 

 

U17 エックス線作業を行う際、あなた

は線量計を装着してあなた自身の線量を測

定されていますか。 

項目 回答数（N） 

線量計を装着して

いる 

35 

線量計を装着して

いない 

3 

線量計はあるが使

ったことがない 

0 

線量計はあるが使

い方がわからない 

0 

その他 0 

全体 38 

 

U18 エックス線作業の際に、ご自身ま

たは他の方が管理区域内外のエックス線の

線量を測定していますか。 

項目 回答数（N） 

測定している 27 

測定していない 6 

わからない 5 

その他 0 

全体 38 

 

以下では主任者等に対するアンケートの

回答を示す。 

M1 あなたが現在所属している業界を

教えてください。※複数あてはまる方は、

最も中心的なお仕事について教えてくださ

い。 

項目 回答数（N） 

非破壊検査 130 

土木・建設（穿孔・

骨材・ケーブル確認

等） 

4 

製造（自動車、発動

機、部品、メッキ、

精密機器等） 

2 

分析（微量分析等） 0 

その他検査（手荷物

検査等） 

0 

その他製造（食品、

その他製造等） 

1 

政府機関、地方自治

体、公共サービス等

（公設試験所） 

1 

大学、研究所、教育

機関等 

2 

エックス線機器メ

ーカー 

18 

その他 6 

全体 164 

 

M2 あなたが職場で管理しているエッ
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クス線機器の作業内容として、あてはまる

ものをすべてお選びください。 

項目 回答数（N） 

放射線透過撮影 127 

デジタル撮影 49 

CT 撮影 23 

厚さ計 4 

エックス線光電子

分光法（XPS） 

1 

エックス線回折法

（XRD） 

1 

蛍光エックス線分

析（XRF） 

23 

SEM または TEM 1 

照射用 10 

食品検査用 0 

手荷物検査用 5 

その他一般検査用 11 

金属成分・コンクリ

ート内塩分分析用 

2 

その他 5 

わからない 7 

全体 164 

 

M3 あなたの職場には、エックス線機

器の作業者が何名程度在籍していますか。 

項目 回答数（N） 

1～5 名 32 

6～10 名 33 

11～20 名 36 

21～50 名 27 

51 名以上 28 

わからない 7 

その他 1 

全体 164 

 

M4 あなたが現在職場で管理している

エックス線機器の台数を教えてください。

※職場全体ではなく、あなたが普段管理し

ている機器の台数についてのみお答えくだ

さい。 

項目 回答数（N） 

0 台（職場に機器が

ない、または直接機

器を管理しない） 

35 

1 台 14 

2 台 18 

3 台 15 

4 台 4 

5 台以上 78 

全体 164 

 

M6 あなたが職場で主に管理している

エックス線の最大管電圧（例：160kV）を教

えてください。複数台管理されている場合、

最も使用頻度の高い機器についてお答えく

ださい。 

全体回答数 ９９件 

項目 管電圧（kV） 

平均 332 

標準偏差 885 

最小値 0 

最大値 9000 

中央値 250 

 

M7 あなたが職場で主に管理している

エックス線の最大管電流（例：5mA）を教

えてください。複数台管理されている場合、

最も使用頻度の高い機器についてお答えく

ださい。※装置仕様等により回答が難しい

場合は、空欄のまま、次へお進みください。 

全体回答数 ９９件 
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項目 管電流（mA） 

平均 4.2 

標準偏差 2.2 

最小値 0 

最大値 20 

中央値 5 

 

M8 あなたが職場で管理しているエッ

クス線機器の照射方式について、わかる範

囲で教えてください。 

項目 回答数（N） 

連続照射方式 83 

パルス照射方式 13 

両方 23 

わからない 43 

無回答 2 

全体 164 

 

M9 あなたが職場で管理しているエッ

クス線機器の点検作業の頻度を教えてくだ

さい。 

項目 回答数（N） 

初回に 1 回のみ 16 

1 年に 1 回未満 47 

1 年に 1 回以上、半

年に 1 回未満 

19 

半年に 1 回以上 44 

エックス線機器を

取り扱う前に毎回

必ず実施 

12 

わからない 20 

その他 6 

全体 164 

 

M10 あなたの職場では、エックス線機

器の漏えい線量率は測定していますか。 

  

項目 回答数（N） 

測定している 80 

測定していない 17 

漏えい線量率は測

定しないが、管理区

域設定のたびに測

定している 

50 

わからない 17 

全体 164 

 

M11 エックス線機器の漏えい線量率を

測定しているとお答えの方にお伺いします。

エックス線機器の漏えい線量率の測定頻度

を教えてください。 

項目 回答数（N） 

年に 1 回未満 6 

年に 1 回以上、月に

1 回未満 

22 

月に 1 回以上 20 

装置を使用するた

びに実施 

45 

わからない 13 

その他 2 

無回答 22 

全体 130 

 

M12 エックス線機器（透過写真撮影業

務）の取り扱いを行う方には、特別な教育

が義務付けられています（令和 6 年 10 月

現在）。あなたの職場では、特別な教育を実

施していますか。※社外で実施している研

修は含みません。ご自身の職場で実施して

いる研修についてのみお答えください。 

項目 回答数（N） 

実施している 99 
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実施していない 21 

教育の担当ではな

い 

27 

わからない 17 

全体 164 

 

M13 職場でエックス線機器の取り扱い

に関する特別な教育を実施している方にお

伺いします。あなたの職場で実施している、

エックス線作業に従事する方を対象とした

教育・訓練の具体的な内容として、あては

まるものをすべてお選びください。 

項目 回答数（N） 

透過写真の撮影の

作業の方法 

67 

エックス線装置又

はガンマ線照射装

置の構造及び取扱

いの方法 

74 

電離放射線の生体

に与える影響 

79 

関係法令 78 

社内のエックス線

機器の取り扱い方

法の訓練 

58 

エックス線機器の

異常時の措置 

58 

放射線被ばくとそ

の低減対策 

83 

作業前の KY/TBM

について（KY・・・

危 険予知活 動、

TBM・・・ツールボ

ックスミーティン

グ いずれも作業

開始前に行い事故

44 

や負傷を防止する

安全衛生活動の一

つ） 

その他 1 

担当ではないので

わからない 

7 

全体 99 

 

M14 エックス線機器の取り扱いに関す

る定期的な教育の受講は義務付けられてい

ませんが、あなたの職場では、どのくらい

の頻度で教育を実施していますか。※座学

か後述の OJT かのいずれか多い方の頻度

でお答えください。 

項目 回答数（N） 

年に 1 回未満 6 

年に 1 回以上、月に

1 回未満 

22 

月に 1 回以上 20 

装置を使用するた

びに実施 

45 

わからない 13 

その他 2 

無回答 22 

全体 130 

 

M15 あなたの職場では、社外で実施し

ているエックス線機器の研修に業務として

参加することは可能ですか。 

項目 回答数（N） 

業務として参加可

能 

85 

業務外として参加

可能 

6 

参加できない 5 

わからない 64 
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その他 4 

全体 164 

 

M16 エックス線機器の取り扱い及び安

全衛生に関する教育や研修は、ご自身の職

務を全うするうえで役に立っていますか。

または役立ちそうですか。 

項目 回答数（N） 

すごく役立ってい

る／役立ちそう 

27 

まあまあ役立って

いる／役立ちそう 

43 

どちらともいえな

い 

19 

あまり役立ってい

ない／役立たなそ

う 

1 

ほとんど役立って

いない／役立たな

そう 

1 

わからない 8 

全体 99 

 

M17 前問で「すごく役立っている／役

立ちそう」または「まあまあ役立っている

／役立ちそう」とお答えの方にお伺いしま

す。どのような点で教育・研修が役立って

いる／役立ちそうと思いますか。あてはま

るものをすべてお選びください。管理者、

教育担当の場合は、ご自身が担当される教

科・科目での狙いも念頭に置いてお答えく

ださい。 

項目 回答数（N） 

自身のエックス線

作業の現場に直接

関係ある内容であ

28 

る 

内容がちょうどよ

くわかりやすい 

7 

エックス線機器が

わかりやすく説明

されており、安心し

て操作できるよう

になった 

11 

放射線に対する知

識が深まり、気を付

けるようになった 

41 

放射線被ばくが発

生しないよう気を

付けられるように

なった 

38 

エックス線作業を

安全に行えるよう

になった 

26 

安全衛生への知識

が深まり集中しや

すい 

30 

講師の先生の説明

が上手で自分で部

下や同僚に説明す

る際に参考になる 

5 

スライド資料が見

やすく、わかりやす

いため、自分の職場

で使いやすい 

8 

その他 3 

無回答 1 

全体 70 

 

M18 前問で「あまり役立っていない／

役立たなそう」または「ほとんど役立って

いない／役立たなそう」とお答えの方にお
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伺いします。現在の教育・研修がどのよう

な内容になると役立ちそうですか。あては

まるものをすべてお選びください。 

項目 回答数（N） 

もっと平易な内容

にしてほしい 

0 

自分の現場に直接

関係ある内容にし

てほしい 

2 

内容が基礎的すぎ

るので専門的にし

てほしい 

0 

エックス線機器を

わかりやすく説明

してほしい 

0 

放射線被ばくがイ

メージできるよう

にしてほしい 

0 

雑談を減らして 0 

講師を変えてほし

い 

0 

スライド資料が見

づらい、または不十

分 

0 

会場がうるさい、講

義などに集中しづ

らい 

0 

その他 0 

全体 2 

 

M19_1 あなたの職場でエックス線作業に

従事する方を対象とした教育・訓練で、今

後あると良いと思われれる教育・訓練内容

について教えてください。 

 

・法令の改正状況 

・エックス線装置を使用した作業における

事故や被害の例 

・エックス線使用時のトラブル事例 

・事故事例は必須 装置の安全装置につい

て 

・X 線源内部の放電で発生する一瞬の X 線

漏洩が 20～30uSv/h の時の考え方 

・X 線装置導入時の労働基準監督署への届

け出方法 

・なし 

・受動形個人放射線測定器(クイクセルバッ

ジ等)で測定した値はそのまま信用できな

いので、数 mSV の測定結果が認められた場

合、エネルギ－の値を電話で確認すべきで

ある。使用装置では考えられないくらい低

いエネルギ－である場合がある。これは測

定器のエラ－である確率が高く、被ばくし

ていないのに、被ばくしているとして扱わ

れないために、被ばくに気が付いたら、エネ

ルギ－の確認が重要となる。これを教育に

取り入れて欲しい。 

・事故事例 

・照射室（管理区域）立ち入り時の遵守事項

の徹底。 

・機器の構造 機械が損傷した場合、中の部

品が露出した場合などの対応 

・わからない 

・事故例に対しての改善策 

・法令の改正状況 

・X 線装置使用時の事故例 関係法令の改正

状況 

・エックス線機器取扱い時に使用する線量

計の校正方法の概要 待機電力による影響

について 

・e-ラーニング 

・法令の改正がわかりやすくなっていると

良い 
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・事故事例 

・Web での講習 

・Ｘ線装置の取扱、安全管理 

・電離則の改正状況 

・法令の改正状況  

・事故事例 不適合事例 

・関連法案 

・エックス線機器使用時の事故事例 

・エックス線関係の法的な手続き、報告な

ど（機械設置届、労基へ電離の報告） 

・上記例示に加えて、事故発生の際の官庁

報告フローサンプルの提示 

・エックス線装置の機器トラブルの原因と

対策について 

・法改正 

・事故例。装置の使用方法確認。関係法令。 

・Web で行われるのが良い 

・被ばく低減対策の具体的例 

・エックス線装置の使用方法や原理 

・事故例、法令改正状況 

・展示会参加、メーカー訪問で教育を受け

る機会を設けてます 

・使用方法の詳細 不具合事例とその対応

方法 

・被曝事故の例 

・エックス線機器使用時の事故例、法令の

改正状況、人体への影響度について 

・事故事例 法改正 

・法令の改正内容 

・エックス線機器使用時の事故事例 

・国外含めたエックス線関連の事故例 法

令の改正状況 最新エックス線機器 他社の

使用機器等 

・最近の X 線機器について 法令を遵守し

た取り扱い方法の例について。 

・エックス線装置の構造、法令に関するビ

デオ教材 

・照射方向に対し、障害物（鉄板、木材など）

からの散乱線の悪影響などあれば教育をし

てもらいたい 

・コンプライアンスを遵守するためのエッ

クス線作業主任者が管理すべき業務につい

ての教育があるとよい。 実際に X 線作業主

任者の免許を所持していても、コンプライ

アンスを遵守できてないことが多くあるか

もしれないため。 

・X 線の法改正状況と最近の動向。 機器の

紹介 等。 

・γ線に対する事例や扱いはよくやってい

るので、X 線の事故事例などはあればいい

と思う。(大型の X 線での事故は聞くが、非

破壊検査で使うような小さいものの事故は

あまり聞かない為） 

・エックス線機器使用時の事故事例とその

時に取った処置や対応について 

・X 線を使用した撮影の一連の流れを搬入

～撤収までの流れを動画にまとめた資料 

→これから作業に従事する作業員の特別教

育の実務的な資料として 

・事故例の紹介 

・法令の改正 

・法令の改正状況 

・｢放射線業務従事者｣であれば、放射性同

位元素使用同様、法律で毎年、教育･訓練を

実施すべき。  また、X 線発生装置の購入

も届出制とすべき。 

・外部機関によるオンライン教育やシュミ

レーショントレーニングを取り入れては如

何でしょう。 また、安全は全てに優先する

思想教育も必要かと。 

・法令改正状況 

・エックス線機器の種類 

・わからない 

・被爆線量の測定を徹底する 
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・各業界向けに合せた使用に関するリスク

アセスメント 

・特になし 

・法令関係 

・X 線機器使用時の事故例 X 線機器使用時

のノウハウ 

・立ち入り禁止区画の設置練習 

・エックス線機器使用時の事故例 

・最近のエックス線危機について 

・被爆線量について 

・事故事例 

・法令の改正 事故事例  

・X 線使用時のヒヤリハット体験集の配布 

・移動可能な工業用エックス線検査装置を

使用する際の、具体的な管理区域の設定方

法、手順についての解説。 

・法令教育 

（原文ママ） 

 

M19_2 現在、ご自身の職場でエックス線

機器を扱う業務の管理を行う上で懸念事項

はありますか。あてはまるものをすべてお

選びください。 

項目 回答数（N） 

具体的にエックス

線作業時にどんな

ことに気を付けさ

せるようにすれば

いいかわからない 

10 

作業中にうっかり

してケガをしそう

になった、またはケ

ガをしそうな作業

者を見かけた 

4 

作業中に自身や同

僚が被ばくしそう

になった 

16 

エックス線機器の

操作が面倒である 

4 

管理するべきエッ

クス線機器が多す

ぎて難しい 

11 

エックス線機器（そ

れに類する法令も）

について詳しくな

いので管理が行き

届いているか不安

である 

19 

社内の手続きが煩

雑である 

7 

新しい機器をいき

なり使うことにな

り機能が良くわか

らない 

11 

上司（または先輩

等）から古い機器を

引き継いだがどの

ように管理してよ

いかの引継ぎはな

く、使い方がよくわ

からない 

9 

社内や部署にエッ

クス線機器に関す

る安全衛生の取組

みがない、または不

十分である 

15 

その他 7 

特にない 95 

全体 164 

 

M20 その他にエックス線機器を扱う業

務の管理を行う上で、懸念事項がおありで

したらなるべく具体的に教えてください。

例：装置が多すぎ、部下や同僚は一人で作
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業している、自分以外に誰も詳しい人がお

らず相談できない、発生装置を修理してほ

しいがお金がないと言われ工夫をして使っ

ている 等  

 

・エックス線装置や放射線施設の老朽化、

予算や収益の観点上、更新や新替えが難し

くなってきている 

・特に無い 

・作業減少につき、安全管理の費用捻出に

苦労している 

・現状、装置内のみが管理区域の X 線検査

装置や X 線 CT 装置は、X 線作業主任者が

不要ですが、必要として年 1 回は、X 線漏

洩計測とインターロック機能の確認を行う

べきと考えます。  

・破損したX線装置の状況確認作業が多い。 

・ない 

・エックス線装置は、照射線量が多いため

短時間で年度の線量限度を超える可能性が

ある。このため合図の不一致などのヒュー

マンエラーが原因の被ばくを如何にして物

理的な手段を用いて防ぐか。 

・Ｘ線機器の取扱中は、線量（率）の測定を

確実に行う。 

・装置の廃棄方法 

・なし 

・特になし 

・新しいエックス線装置を買ってほしい。 

・故障時の修理費用が高額 

・特になし 

・会社が検査会社から他業種へシフトして

おり、放射線に関する知識を持った者が上

位職に居ない。又はバカバカしくなり経験

者が退職していく。 

・エックス線という検査方法自体の存在が

おかしい。 被曝という危険にさらされてま

で検査する意味が分からない 

・装置の管理を現業部署にて行っているが、

古い機器が多く使っていないので、処分を

したいが、処分方法がわからず、保管したま

まになっている。 

・装置により警報(ブザー)の鳴るタイミン

グや警告灯の点灯の仕様が異なるため、異

なるメーカの装置を使用する際に被ばくの

リスクがある 

・照射時間を短縮して単時間に連続に使用

している 

・特になし 

・経験の少ない技術者への技術伝達。 

・特になし 

・特になし 

・法令対応の相談窓口がない 

・特になし 

・特になし 

・放射線作業が減少し作業頻度が少なくな

り保守費用の捻出が困難になってきている 

・特になし 

・被曝防止の観点から夜間作業になる事が

多いため、トラブルが起きた際に対応が遅

くなる事が考えられる 

・発生装置修理して欲しいがお金がないと

言われ放置してある 

・装置の不具合が多いように感じる 

・放射線を発生する事ができるＸ線発生装

置は、""危険物""と認識して、安全に使用す

る必要がある。 

・特になし 

・特になし 

・量が多すぎて管理しきれない 

・現場作業の際に管理者として法的に居な

ければならない人員が明確でないため、元

請け会社の人が配置されるが、X 線の知識

や作業に関係ないので費用が嵩む。 
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・特になし 

・装置が重たい 

・基本的に OJT なので、失敗してからわか

ることも多いので、一通り装置使用時の注

意事項など教育してほしい。 

・なし 

・装置が重い 

・機器が重い 

・立ち入り禁止区域の設定と人払いの実施

の必要性の普及 

・設定した管理区域境界のギリギリ非管理

区域側に一般公衆の方がいる状況は法的に

良いのだろうか？と疑問がある。 

（原文ママ） 

 

M21 あなたの職場では、エックス線機

器を扱う作業を行う際に個人線量計を装着

して作業をしていますか。 

項目 回答数（N） 

装着している 146 

装着していない 6 

わからない 9 

その他 3 

全体 164 

 

M22 前問で個人線量計を装着している

とお答えの方にお伺いします。あなたの職

場では、どのような線量計を装着していま

すか。あてはまるものをすべてお選びくだ

さい。 

項目 回答数（N） 

ルクセルバッジ 39 

ガラス線量計 62 

TLD 13 

その他個人線量計 15 

電子式ポケット線 67 

量計 

わからない 2 

その他 10 

全体 146 

 

M23 あなたの職場では、エックス線作

業を行う際に管理区域内外の漏えいエック

ス線測定を行っていますか。 

項目 回答数（N） 

測定している 119 

測定していない 20 

わからない 25 

全体 164 

 

M24 前問でエックス線作業時にエック

ス線測定を行っている方にお伺いします。

実際の測定ではどのような線量計をお使い

ですか。あてはまるものをすべてお選びく

ださい。 

項目 回答数（N） 

電離箱式サーベイ

メータ 

82 

NaI シンチレーシ

ョン式サーベイメ

ータ 

22 

その他サーベイメ

ータ 

29 

その他 4 

わからない 8 

全体 119 

 

M25 あなたの職場では、エックス線作

業を行う際に、放射線室またはエックス線

機器に「警報装置」は備え付けられていま

すか。「警報装置」には、エックス線発生時

に点灯する警告灯、パトランプのような表
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示機器、警報音を発する機器等があります。 

 

項目 回答数（N） 

備え付けられてい

る 

124 

備え付けられてい

ない 

21 

わからない 19 

全体 164 

 

M26 あなたの職場では、エックス線作

業を行う際に、遮へい材など防護のための

資器材を使用していますか。または、使用

させていますか。 

項目 回答数（N） 

使用している／使

用させている 

114 

使用していない／

使用させていない 

19 

わからない 13 

担当ではない 10 

その他 8 

全体 164 

 

M27 エックス線作業を行う際に、放射

線室またはエックス線装置のインターロッ

クを解除することがありますか。 

項目 回答数（N） 

解除することがあ

る 

16 

解除することはな

い 

80 

わからない 37 

担当ではない 21 

その他 10 

全体 164 

 

 

M28 放射線室またはエックス線装置の

インターロックを解除することがある方に

お伺いします。インターロックを解除する

際に特別な対策は実施されていますか。 

項目 回答数（N） 

実施している 7 

実施していない 8 

わからない 1 

担当ではない 0 

その他 0 

全体 16 

 

M29 特別な対策を実施している場合に、

どのような対策を実施されているか差し支

えのない範囲でなるべく具体的に教えてく

ださい。例：複数人で確認作業をしている、

線量計で確認している、発生装置に工夫を

している、作業者に線量計を持たせる、安

全キー等を持たせる等 

 

・線量計で確認している。 漏れ量が 1uSv/h

を超える場合には、距離を取ったり、 部分

的に、漏洩対策をする。 

・キースイッチによる解除。 

・２人以上の作業とし、各自に線量計を所

持させ 遮蔽扉のロックが無いと照射不可

としている 

・複数人で確認、線量計での確認、パトラン

プでの確認 

・線量を確認している 

（原文ママ） 

 

M30 ご自身が扱う又は管理している機

器でエックス線被ばくの可能性はあると思

いますか。危ないと思った事例等も含めて
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お考えください。 

項目 回答数（N） 

可能性があると思

う 

72 

可能性はないと思

う 

69 

わからない 23 

全体 164 

 

M31 前問でエックス線被ばくの可能性

があるとお答えの方にお伺いします。被ば

くの可能性があると感じる場面について、

どのような事象が発生して、その作業者が

どの程度被ばくするか、想定される事例を

なるべく具体的にご記入ください。例：イ

ンターロックを外して装置に手を入れ、気

づかずに数分照射され、線量限度を超える

被ばくをする 等  

 

・部外者が屋外の管理区域に入り込んでし

まい被ばくする 

・現場等での使用時に照射開始合図の意思

の疎通が合わずに照射 

・屋外での使用時、管理区域が小さいとき 

・複数の者で作業中に照射の合図を聞き間

違えるなどで、照射中に照射は終わったと

勘違いして照射中の場所に入る。この場合、

装置から距離が近ければ数分で年間の線量

限度を超える可能性がある。 

・装置セット者とスイッチを押す人が分か

れ作業している場合 

・装置(メーカー)によって警報のタイミン

グが違うため、照射が終わったと勘違いし

て、装置に近づき被ばくする 

・移動しようにおいて、エックス線が出て

いるのに気付かず接近してしまう 

・散乱線が多い場合 

・ほぼ現場での撮影 

・屋外作業時にはインターロック等は設置

できない。 照射する際はお互いに確認不足

のため装置近傍にいるのに気づかず照射し

被ばくする 

・若干離れて照射方向を考慮するだけ 

・どのような場合でも被ばくの可能性はゼ

ロにできないので。 

・現地作業等（球形タンク建設工事）ではお

互いの顔が確認できない状況下での撮影作

業でフィルムセット側の人間が照射中にフ

ィルムに近づき過大被ばくする 

・対象物が溶接線で隙間からもれる 

・野外で携帯型エックス線照射装置にて照

射中に照射していることを忘れてしまい対

象物に近付き被ばく。（周囲の騒音で個人ア

ラーム計の警報に気付かず） 

・照射室ではなく工場、屋外等の管理区域

において個人的な勘違い、ヒューマンエラ

ーによる照射中の接近、共同作業者の勘違

いによる退避前の照射により数分程度の被

ばく。 

・照射中に照射装置に接近してしまう  

・オープンなエックス線装置であるため使

用環境を誤れば被爆する可能性がある。 

インターロックスイッチの異常に気づかな

い 

・遮蔽ボックスがが完成しいていない状態

で漏洩線測定 

・コミュニケーション不足により、照射中

に補助者が誤って管理区域に入ってしまう 

・装置のスキマから漏れ出る可能性がある 

・配管や圧力容器の検査時、照射方向によ

っては散乱があるため被爆する 

・複数人作業による、合図・確認不足による

被ばく 

・X 線操作者が間違えてスイッチを押して
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しまい、同作業をしている人が被ばくする

恐れはある。 

・作業員同士が直接見えない環境において、

連絡合図に相違が生じた場合に、エックス

線が照射され、気づかずに試験体を透過し

たエックス線により数 mSv 被ばくをする

恐れがある。 

・配管溶接部の撮影などの場合、プラント

などの配管が入り組んだ箇所での撮影の場

合、全体の検査数量に対して 1 日辺りの撮

影枚数と日程のバランスを考えると退避す

る距離を移動する時間などが充分に取れな

い場合があるため、少しずつ被曝線量が増

加する事になっていると思う。 これらはお

客様との工程に余裕を持たせられれば改善

出来るが、その分費用との兼ね合いも出る

為、相談が必要。 

・撮影室に人がいるにもかかわらず照射し

た場合 

・発生が停止したと勘違いして近づく 

・非破壊検査作業時、現場段取り替え（フィ

ルムの交換等）の際、別の作業員が誤って照

射ボタンを押すことで被ばくする可能性が

ある。 

・人がする事であり、｢慣れ｣、｢うっかり｣に

よる被ばくの危険性がある。 

・問題にならない量を含むのであれば、機

器を取り扱っていれば確実に被ばくはする

と思われる。比較的多い量の被ばくという

意味でも、事故の可能性は常に留意すべき

である。質問の意図がわからない。 

・壁越しの撮影の際、対面側の人払いが未

完了の状態で、スイッチを押し、被曝する 

・立ち入り禁止措置を無視する第三者に気

が付かなかった場合の 

・逃げる方向や距離が不十分な為 

・照射方向を勘違いして被爆する可能性が

ある 

・手順を守らずに作業して線量限度を超え

る被ばくをする 

・照射室外の現場作業で照射中に間違って

管理区域内に立ち入る 

・照射開始と終了の合図が騒音で聞こえず、

照射中に誤って管理区域に立ち入り被ばく

する。 

・他人の誤操作 

・X 線撮影時にフィルム設置が困難な場合

は手でフィルムを抑えたまま撮影すること

もあるので、被爆線量は医療用並に少ない

と思うが被曝の可能性はあると思う。 

・狭い部屋で照射するしかできない時 

・作業環境により退避する場所がない 

・立入禁止区域の設定が不十分で第三者が

接近しそうになった。 

・照射終了前に近づいてしまう 

・現場撮影時、同僚が照射中に誤って発生

器に近づくと被曝する 現場がうるさくて

注意の声が聞こえない 

・建築物の床面、壁面を透過させて撮影す

る場合に、反対側で照射に気づかず被ばく

してしまう可能性がある。 

（原文ママ） 

 

M32 厚生労働省や行政に対して、エッ

クス線機器取扱い及び安全教育に関する要

望はおありでしょうか。要望がおありの方

は、なるべく具体的にご記入ください。※

特にない場合は、空欄のまま、次へお進み

ください。  

 

・取扱者に対する年 1 回の講習会開催を要

望します。 

・瞬間的な X 線漏洩が 1uSv/h を超えるこ

とがある X 線装置の場合の考え方を明確に
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示してほしい。 

・被ばくに対して、まずエネルギ－の確認

を行うという認識を安全教育に取り入れて

下さい。  

・エックス線装置から照射される量及びエ

ネルギーが不明確なところがあるので計算

に苦慮している。 何らかのデータベースを

作成していただければありがたい。 

・可搬式蛍光 X 線分析計の届出の際、労基

担当官により介錯が分かれることがある。

全国で介錯を統一できるように凡例を作っ

て頂きたい。  

・国交省主催の放射性物質安全輸送講習会

(RI 輸送コース オンライン)のように、受講

料が無料の講習会を開いてほしい。e ラーニ

ング形式だと受講者の都合の良い時間で受

講できるのでなお良い。 

・必要以上に規制を強化しないで欲しい 

・WEB で教育 

・会社を空けて参加することが難しいので

リモートで実施いただきたい。無料で誰で

も参加できる研修などがあると助かります。 

・あるが何も知らない 

・安全性が担保されている装置しか使用し

ておらず、かつ写真撮影業務も全く行って

いない等、安全教育の内容と実業務の内容

に乖離があり、教育が非効率になっている。 

現場の実態と安全教育の内容すり合わせを

是非検討していただきたい。 

・管理区域の設定が不要な X 線装置につい

ても、法律で定期点検を行うように定めて

欲しい。 

・X 線の取り扱いや作業環境の設定等で安

全や人体の影響に対する教育 ※X 線作業

者以外の作業者に対する講習会や研修 

・今回、e ラーニングでの特別教育でしたが、

大都市から遠隔地の業者としてはこういう

形態が費用・時間的な負担も少なく、かつ知

識も有する事が出来るので、今後も引き続

き開催、補助などがあれば有難いと思いま

す。 

・携帯型の放射線測定器について国内で良

いものがなくサーモフィッシャー製

RADEYE G10 しかなく、高額で困ってい

ます。 

・機種に関わりなくＸ線機器購入時に設置

届していることを明確化（義務化）すべき。 

・現場における X 線作業主任者や管理体制

を特定してほしい。簡易蛍光 X 線分析機の

使用者や管理区域が曖昧。ネジなど小さい

部品を手で照射口に当てて分析しようとし

ている場面に出くわし制止したことがある。 

・各、労基署で定期的に講習会を行ってほ

しい。 

（原文ママ） 

 

M33 あなたの職場でエックス線機器を

用いる現場を見せていただくことは可能で

しょうか。 

項目 回答数（N） 

可能 16 

不可能 40 

わからない 33 

権限がない 71 

その他 4 

全体 164 

 

M34 エックス線機器を用いる現場を見

せていただける方につきまして、可能でし

たらメールアドレスを入力ください。 

 

（記載省略）  

 

M35 その他エックス線機器や電離放射



別添４ 

 

60 

 

 

線障害防止規則等についてご意見あればご

自由にお書きください。  

 

・管理区域の線量の算定が複雑で照射時間

の算定は現実と乖離しているが、実際には

稼働時間がまちまちで算定が困難 

・無し 

・輸入 X 線装置の信頼性・使用可否の判断 

・ない 

・放射性同位元素等の規制に関する法律と

電離放射線防止規則の整合性を取って欲し

い。 例えば健康診断防止規則では 1 年、電

離則では半年 と異なる。 

・Ｘ線機器等を使用する管理区域では、常

時サーベイメータを所持することをルール

化する。 

・電離則とRI法との法令間の不整合を統一

してほしい。 例：特殊健康診断 

・医療以外エックス線自体が不要 作業し

たくない 

・被ばく事故防止を目的としての法改正は

致し方ないと考えますが、現在の設備のま

ま適用できる範囲でお願いします。機器の

更新が必要となれば対応が非常に困難です。 

・安全教育など、制定時期が古すぎて現状

の実態と乖離が大きい。実態に合わせた見

直しをお願いしたい 

・自社の運用が本当に法令に則っているか

の確認、お墨付きが得られる機会がほしい 

・電離則第 17 条の表現が、非常に解りづら

い 

・X 線作業主任者の作業そのものに従事し

ていないため意見を持ち合わせていない。  

・電離放射線障害防止規則と原子力規制委

員会所管の法令において、同じ項目でも内

容が異なる点が従事者の混乱を招く。 

・ボックス方のエックス線装置の表面の漏

えい線量率を明確化すべき。 

・今回問題になっている被ばく事故はエッ

クス線装置の点検時に起こった事故であり、

機器側でいくら防護機能を設けても解除さ

れれば同様の事故が発生すると思われます。 

従って、放射線や機器に関する教育はもと

より「安全はなにより優先する」思想を作業

者のみならず、経営層に対して徹底する必

要があるかと。 

・空港手荷物検査装置で X 線装置の照射を

したりする業務やその他工場ラインに組込

んだ装置の操作を放射線に関する資格者又

は放射線業務従事者でない者が操作する例

がある。装置内部に手を入れる場合もある

ので規則などでフォローしてほしい。 

・法令が変わる前の文面が見たい時がある。 

WEB では最新版しかない。 

・なし 

（原文ママ） 

 

M36 経営層、または衛生管理者の方へ

お伺いします。今後、厚生労働省よりエッ

クス線作業主任者の安全衛生に係る教育が

開催される場合、ご自身またはエックス線

作業主任者の参加について興味はあります

か。 

項目 回答数（N） 

興味がある 35 

興味がない 7 

わからない 14 

担当ではない 29 

その他 1 

無回答 5 

全体 91 
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Ｄ．考察 

JANDT 会員宛のメーリングリストで得

られたアンケート調査結果に基づき以下の

課題に従って評価を進めた。 

 

（１）インターロック解除について 

 本研究事業の契機となったのは、２０２

１年５月に兵庫県姫路市で発生したエック

ス線被ばく事故である。この事故では、作業

者がエックス線装置のインターロックを解

除し、エックス線発生が可能な状態のまま

点検整備を行っていた [3],[4]。このように

エックス線装置のインターロックを解除す

るかどうかについての質問をおこなったと

ころ、約１０％（16 件/164 名中）で放射線

室またはエックス線装置のインターロック

を解除してエックス線作業を行うことがあ

ると回答があった。約１０％とはいえ、兵庫

県姫路市で発生したエックス線被ばく事故

と同様にインターロック解除を行って作業

することが分かった。併せて、放射線室また

はエックス線装置のインターロックを解除

することがある 16 名に対し、インターロッ

クを解除時の対策について問い合わせたと

ころ、７件で特別な対策を行っており、８件

は特に実施していないということであった。

全体の５％については、安全と言えない状

況でエックス線装置のインターロックを解

除しており、これについて事業場での改善

案が求められるところである。なお、特別な

対策を行ってインターロック解除を行って

いる主任者等へ具体的な措置を聞いたとこ

ろ、（ａ）作業環境のエックス線線量率の常

時モニタリング（警報値の設定も含め）、（ｂ）

複数名での作業の徹底、（ｃ）警報装置の確

認の徹底、及び（ｄ）エックス線漏洩対策の

実施、が行われている。このような対策につ

いても事業場の主任者等及び作業者に周知

される必要がある。 

 

（２）放射線防護対策措置について 

 電離則第四十七条で、事業者がエックス

線作業主任者に行わせる事項が挙げられて

おり、主任者は放射線業務従事者の受ける

線量ができるだけ少なくなるように照射条

件等を調整すること、及び照射開始前及び

照射中、立入禁止の場所に労働者が立ち入

らないようすることが求められている。こ

れらの放射線防護対策の実施状況について、

主任者等に対し、（ａ）線量計の装着状況、

（ｂ）線量率測定、（ｃ）遮へいのための資

機材の利用についてアンケートで聞き取り

を行った。 

 エックス線機器を扱う作業を行う際の個

人線量計装着状況について、主任者等から

の回答は、約９０％（146 件/164 件）の主

任者等は個人線量計を装着して作業してい

るとの回答を得た。特に非破壊検査業では

９３％が線量計を装着して作業する（させ

ている）との回答であった。装着する個人線

量計は、ＯＳＬ線量計（39 件）、ガラス線量

計（62 件）、ＴＬＤ線量計（13 件）と受動

型個人線量計が中心である一方、電子式ポ

ケット線量計を装着して作業する（作業さ

せる）主任者等も 67 件回答があった。電子

式ポケット線量計の中には、エックス線機

器の発生するエネルギー領域での応答が過

小となるモデルもあり、原子力施設・放射線

施設用に設計された電子式ポケット線量計

において、過小評価が顕著にみられる [5]。

エックス線機器を利用する事業場で用いる

ポケット線量計については、エネルギー応

答が適正なモデルを利用することが求めら



別添４ 

 

62 

 

 

れる。 

 非破壊検査業は、放射線室のみならず、屋

外や事業場の外で移動式のエックス線機器

を使うことも多く、使用の都度に管理区域

を設定し、労働者や一般公衆が誤って立ち

入らないための措置が講じられている。そ

れに加えて、放射線室でエックス線機器を

使用する場合には、作業環境測定により管

理区域からの漏えい線量が基準を下回って

いるかどうかの確認が行われる。本分担研

究におけるアンケートでは、エックス線作

業を行う際に実施する管理区域内外の漏え

いエックス線測定について質問した。その

結果、約７２％（119 件/164 件）から測定

を実施しているとの回答を得た。漏えいエ

ックス線測定の取組みについて、主任者等

の所属が非破壊検査業かどうかについて有

意な差異はなかった。また、測定を実施して

いる主任者等に対し、実際の測定ではどの

ような線量計（線量率計）を使用してるか問

い合わせたところ、約７０％の主任者等が

電離箱式サーベイメータを用いて測定して

いることが分かった。一方で、約１８％は

NaI シンチレーション式サーベイメータを

用いていると回答している（22 件）。非破壊

検査業では、ＲＩ規制法に基づく放射性同

位元素等を用いた非破壊検査を行う事業場

もあり、その場合は NaI シンチレーション

式サーベイメータを用いることは適切とい

える。一方で、工業用エックス線ＣＴ装置な

ど管電圧が 100 kV 以下で運用されるよう

なエックス線機器に対しては、ガンマ線・エ

ックス線に対する NaI シンチレーション式

サーベイメータのエネルギー応答特性の関

係で、線量率を過小評価することが考えら

れる [6]。従って、漏えいエックス線による

線量率測定を行う際に適正な線量率計を用

いるよう周知されることが望ましい。 

アンケートでは、エックス線作業を行う

際に、遮へい材など防護のための資器材を

使用している／使用させている事業場は約

７０％に上っている（114 件/164 件）。この

割合には、非破壊検査業に所属するかどう

かに相関はなく、多くの事業所で取り組ま

れている良好事例の一つである。この取り

組みが製造業、非破壊検査業の事業場で広

まるためには、事業場における具体的な対

策の収集・周知が必要である。 

 

（３）主任者等及び作業者の教育・講習につ

いて 

アンケートでは、事業場において特別な

教育が実施されているかどうか質問し、約

６０％（99 件/164 件）の事業場、または主

任者等は特別の教育を実施していると回答

している。特別の教育の内容について回答

を求めたところ、内容は図１の通りであっ

た。 

エックス線装置を用いる透過撮影の業務

で必要な教育の項目は前述のとおり、 

１ 透過写真の撮影の作業の方法 

２ エックス線装置又はガンマ線照射装

置の構造及び取扱いの方法 

３ 電離放射線の生体に与える影響 

４ 関係法令 

であるが、それぞれ約７０件程度実施さ

れていた。それらよりも多く実施されてい

た科目が、放射線被ばくとその低減対策で

あり、83 件教育・講習が実施されていると

の回答を得た。アンケートでは、製造業、非

破壊検査業の主任者等を対象としており、

非破壊検査業においてＲＩ規制法に基づく

放射線業務従事者の再教育を受講している

場合には、必然的に放射線防護対策につい
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て教育・講習を受講する機会も増えてくる。

エックス線機器のみを取り扱う事業場にお

いても放射線安全文化醸成の立場からエッ

クス線による被ばくとその低減対策につい

ては講義受講の機会が増やせるような施策

が取り組まれるとよい。その他の科目には、 

社内のエックス線機器の取り扱い方法の

訓練（58 件）、エックス線機器の異常時の措

置（58 件）、及び作業前の KY/TBM につい

て（44 件）の講義が多く実施されており、

これらもエックス線機器使用時の放射線安

全対策に有効である。 

エックス線機器の取り扱いに関して、現

行の電離則では定期的な教育の受講は義務

付けられていないが、事業場でどの程度の

頻度で教育・訓練・講習が実施されているか

を把握する目的で、どのくらいの頻度で教

育を実施しているか回答を求めた。ＯＪＴ

も含めての回答であろうが、装置を使用す

るたびに必ず実施、という回答が最も多く

（44 件）、次いで、年に 1 回以上、月に 1 回

未満が 22 件、月に 1 回以上実施していると

いう回答が 20 件と続いた。移動式エックス

線機器を使用する事業場においては、現場

でエックス線装置を設置して管理区域を設

定し非破壊検査を行う等の一連の業務のな

かで、労働安全衛生を担保する目的で

KY/TBMの実施が定着している事業場もあ

り、そのような事業場では、業務着手時点で

リマインド的な訓練が実施されているので

はないか、と想像される。また、月に一回以

上教育が行われていると頻回に教育を行っ

ている事業場もあり、ある個人が毎月講義

に出席しているとは考えづらいが、教育・講

習を受講する機会に恵まれた事業場が存在

することが調査で明らかとなった。 

また、約５０％の職場において社外で実

施しているエックス線機器の研修に業務と

して参加することが可能であると回答され

ており、機会を見つけて安全衛生に関する

能力向上の機会が設けられている様子がア

ンケートより読み取れる。この割合もさら

図１ エックス線作業に従事する方を対象とした教育・訓練の具体的な内容 
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に向上するよう、事業場への働きかけが必

要であり、また、事業場において最新の法令

改正の状況、エックス線機器の使用方法、エ

ックス線被ばく事故事例紹介と事故回避、

あるいは事故後の対応についてのディスカ

ッションなどが実施できるようなオンライ

ン教育が充実するとよいと考えられる。 

エックス線機器の取扱い及び安全衛生に

関する教育・講習の有効性について、70 件

で、「すごく役立っている／役立ちそう」ま

たは「まあまあ役立っている／役立ちそう」

との回答を得た（全回答数 99 件）。約７０％

の主任者等は、自身の受けた、あるいは自身

の提供する教育・講習の有効性を感じてい

る結果となった。どのような点で教育・研修

が役立っている／役立ちそうと考えている

のかの設問では、全回答数 70 件のうち、最

も多かったものが、 

放射線に対する知識が深まり、気を付け

るようになった 

である（41 件）。エックス線が危険であ

り、エックス線作業は十分に注意して行わ

なければならない有害業務であるとの意識

が高まると考えている。次いで回答が多か

った項目が、 

放射線被ばくが発生しないよう気を付け

られるようになった 

であり（38 件）、教育・講習の受講により

被ばく事故回避及び被ばく線量低減の効果

があることが反映されていると思われる。

次いで、「安全衛生への知識が深まり集中し

やすい」30 件、「自身のエックス線作業の現

場に直接関係ある内容である」28 件、「エッ

クス線作業を安全に行えるようになった」

26 件と続いており、いずれも労働安全衛生

に直結し、かつ放射線安全文化醸成にも直

結した回答が得られている。 

一方で、「あまり役立っていない／役立た

なそう」または「ほとんど役立っていない／

役立たなそう」と答えた回答者について、現

在の教育・講習のどこに不満があるか尋ね

たところ、自分の現場に直接関係ある内容

にしてほしい」と、受講した教育内容と自身

の業務がミスマッチしていると考えられる

回答があった（2 件）。事業場において、た

とえば中小企業では多種多様な教育コンテ

ンツを自社で準備することは非常に困難で

ある。また、人員も限られており、エックス

線装置利用に従事する労働者が自ら装置を

操作する等して教育・講習を行う事例もあ

る。そのような状況で、新たに装置を導入す

る等なった場合、教育・講習コンテンツ準備

が行き届かないことも考えられる。これら

を回避するためにも、労働者が従事する業

務を事前に把握して、その業務に合ったエ

ックス線装置の教育を提供できるような対

策が望まれる。 

 

本研究事業で検討する教育・講習の科目

や内容で、実際に主任者等から事業場で必

要と思われる科目等についてまとめると、 

・法令（改正状況について） 

・エックス線使用時の事故事例 

・エックス線機器のトラブル事例と対応

方法 

は主任者等から有用な科目であると考え

られている。法令については、わかりやすく

説明されるとよい、という要望が多かった。

また、最新の法令改正にフォローするのが

難しいという意見もあり、今後の安衛則等

の改正に伴い、主任者等に確実に周知でき

る対策が望まれる一方で、法令や改正のポ

イントをわかりやすく説明する解説や講義

が展開されると非常によい。エックス線に
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よる事故事例については、被ばく事故事例

に加え、事故時に主任者等についてはどの

ような対応をすべきか、教育が行われるこ

とは重要であろう。電離則第四十二条及び

第四十四条において、事業者の責務として、

事故現場から被災者を退避させること、及

び被災した労働者に、速やかに医師の診察

又は処置を受けさせることとされている。

これに基づき、主任者等も万が一の事故発

生時には、被ばくした労働者（自身を含め

て）退避させる必要があり、必要に応じて医

師の診断を受けさせることが求められる。

各事業場における対応については、主任者

を含めたエックス線を利用する労働者は十

分理解する必要がある。併せて、エックス線

使用時のヒヤリハット事例の紹介、及び不

適切な使用の事例についても紹介があると

よい。 

上記に加え、エックス線計測に関する技

術的な点として、パルス状に発生するエッ

クス線計測、照射方向に対し、障害物（鉄板、

木材など）からの散乱線の分布、個人線量計

のエネルギー応答特性、技術的な解説が非

常に参考になるという意見があった。また、

エックス線利用時の放射線管理に係る教育

として、管理区域入退域時の遵守事項とそ

の履行、移動可能な工業用エックス線検査

装置を使用する際の、具体的な管理区域の

設定方法、手順についての解説が、労働者の

被ばく線量低減に直接寄与する内容として

評価できるという意見があった。 

エックス線使用と直接は関連しないが、

エックス装置の導入時の労働基準監督署へ

の届け出方法についても丁寧な解説がある

とよい、という意見もあった。併せて、事故

発生の際に課されている報告義務について

（電離則第四十三条 事業者は、前条第一

項各号のいずれかに該当する事故が発生し

たときは、速やかに、その旨を所轄労働基準

監督署長に報告しなければならない。）、ど

のような手順で報告すればよいかのフロー

サンプルの提示、また、法定帳簿の作成と管

理についても解説・講義があるとよい、との

意見も見られた。 

上記の教育・講習について E-ラーニング

の形式で行われるのがよいとの意見が散見

された。E-ラーニングの教育効果への疑問

が持たれているところであり、現行の電離

則では、特別の教育について、対面での教

育・講習の受講が求められている。受講者が

放射線業務従事者でない、リマインド教育

である（初学者ではない）等の、一定の条件

を満たした労働者への教育については、あ

る程度の教育効果が見込めるよう、教育コ

ンテンツのみならず、講義の設計等で対応

することで、E-ラーニング教育効果への懸

念は払しょくできるであろう。 

 

 エックス線利用の懸念という観点から、

分担研究で示すアンケートでは、自身の事

業場でのエックス線業務での懸念について

質問しており、「エックス線機器（それに類

する法令も）について詳しくないので管理

が行き届いているか不安である」という項

目で 19 件回答があり、一部の事業場では教

育・訓練の効果が十分得られていないこと

が分かった。今後どのような点が理解しづ

らいのか、または、どのような教育・講習で

あれば、スムーズに管理の業務に従事でき

るかを検討することは重要である。当該ア

ンケートの項目では、「新しい機器をいきな

り使うことになり機能が良くわからない」

という項目で 11 件、「上司（または先輩等）

から古い機器を引き継いだがどのように管
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理してよいかの引継ぎはなく、使い方がよ

くわからない」という項目に 9 件回答があ

り、事業場における人材育成教育のあり方

も一部では改善が必要と考えられる。 

 

（４）エックス線被ばくに対する意識の違

い 

ここでは、回答者の属性を①非破壊検査

業に従事する主任者等、②それ以外の主任

者等、③非破壊検査業に従事する作業者、及

び④それ以外の作業者、に分けて検討を進

める。表１では、主任者等及び作業者のエッ

クス線被ばくの可能性の有無について回答

をまとめたものである。本項目で、（Ａ）作

業者の約５３％及び（Ｂ）主任者等で全体の

４７％は、エックス線被ばく事故の可能性

がある、と考えている。属性ごとの差異につ

いてカイ二乗検定を行ったが、①から④ま

での各属性を組み合わせた解析で、いずれ

も９５パーセント水準での有意差はなく、

アンケート調査回答者の約半数は、エック

ス線装置利用時に被ばく事故が起こりうる

と考えている。被ばく可能性の有無につい

て、年齢ごとの解析を行ったが、３０歳代で

「可能性あり」と回答した数が有意に低か

ったが、それ以外では有意差は認められな

表１ 主任者等及び作業者のエックス線被ばくの可能性について 

 

（Ａ）作業者に対するクロス集計結果 

U1 あなたが現在所属

している業界を教えて

ください。※複数あて

はまる方は、最も中心

的なお仕事について教

えてください。 

ご自身がお使いの機器でエックス線被ばくの可能性はあると思いますか。 

全体 
可能性がある

と思う 

可能性はないと思

う 
わからない 

 38 20 17 1 

非破壊検査 27 14 13 0 

非破壊検査検査業以外 11 6 4 1 

 

（Ｂ）主任者等に対するクロス集計結果 

M1 あなたが現在所属

している業界を教えて

ください。※複数あて

はまる方は、最も中心

的なお仕事について教

えてください。 

ご自身がお使いの機器でエックス線被ばくの可能性はあると思いますか。 

全体 
可能性がある

と思う 

可能性はないと思

う 
わからない 

 164 72 69 23 

非破壊検査 130 61 50 19 

非破壊検査検査業以外 34 11 19 4 
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かった。 

また、アンケートでは、自身の事業場での

エックス線業務での懸念について質問して

おり、「作業中にうっかりしてケガをしそう

になった、またはケガをしそうな作業者を

見かけた」及び「作業中に自身や同僚が被ば

くしそうになった」の項目で合計 20 件回答

があった。 

具体的にどのような事故が考えられるか、

被ばく事象と被災者がどの程度被ばくする

か、想定される事例について、回答を求めた

ところ、いわゆるうっかり型の被ばく事故

を想定していることが明らかとなった。こ

れらは、労働者が複数名透過撮影業務等に

従事する際に、「エックス線装置は止まって

いるだろう」「被撮影物の位置に入るときに

はエックス線は出ていないだろう（または、

エックス線照射のボタンは押さないだろ

う）」「こちらの指示はあちらに聞こえてい

るだろう」、というような、思い込みや勘違

いによって生じる可能性があると考えられ

る。 

（例として、 

・部外者が屋外の管理区域に入り込んで

しまい被ばくする 

・現場等での使用時に照射開始合図の意

思の疎通が合わずに照射 

・複数の者で作業中に照射の合図を聞き

間違えるなどで、照射中に照射は終わった

と勘違いして照射中の場所に入る。この場

合、装置から距離が近ければ数分で年間の

線量限度を超える可能性がある。 

・照射室ではなく工場、屋外等の管理区

域において個人的な勘違い、ヒューマンエ

ラーによる照射中の接近、共同作業者の勘

違いによる退避前の照射により数分程度の

被ばく。 

・壁越しの撮影の際、対面側の人払いが

未完了の状態で、スイッチを押し、被曝する 

・インターロックスイッチの異常に気づ

かない 

・撮影室に人がいるにもかかわらず照射

した場合 

 

 等） 

 

想定される事故事例には、作業者の知識・

経験不足によって生じる被ばく事故の可能

性を指摘する回答があった。 

（例として、 

・散乱線が多い場合 

・逃げる方向や距離が不十分な為 

・装置(メーカー)によって警報のタイミ

ングが違うため、照射が終わったと勘違い

して、装置に近づき被ばくする 

・建築物の床面、壁面を透過させて撮影

する場合に、反対側で照射に気づかず被ば

くしてしまう可能性がある。 

・配管や圧力容器の検査時、照射方向に

よっては散乱があるため被爆する 

等） 

 特に、屋外や施設などの現場における非

破壊検査の場合、被撮影物へのエックス線

照射方向からのエックス線の散乱方向につ

いて、どの方向に散乱線が分布するのか、ど

の程度の距離にいれば被ばくしないのか、

等について、十分な知識・経験がない場合、

退避先で過剰にエックス線にばく露する可

能性がある。また、被ばく事故の想定として

は、被撮影物の対象となる溶接部の接合が

不十分で、溶接箇所からエックス線が透過

してくる懸念がある、との回答もあった。こ

のような状況を回避するためにも、作業時

における主任者の監督は重要であると同時
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に、労働者自身についても散乱線がどのよ

うに分布するのか、について教育・講習が行

われることが望ましい。 

 

 被ばく事故にはコミュニケーション不足

によって生じるものもあると回答する回答

者も多かった。 

（例として、 

・屋外作業時にはインターロック等は設

置できない。 照射する際はお互いに確認不

足のため装置近傍にいるのに気づかず照射

し被ばくする 

・現地作業等（球形タンク建設工事）では

お互いの顔が確認できない状況下での撮影

作業でフィルムセット側の人間が照射中に

フィルムに近づき過大被ばくする 

・コミュニケーション不足により、照射

中に補助者が誤って管理区域に入ってしま 

・複数人作業による、合図・確認不足によ

る被ばく 

・非破壊検査作業時、現場段取り替え（フ

ィルムの交換等）の際、別の作業員が誤って

照射ボタンを押すことで被ばくする可能性

がある。 

・配管溶接部の撮影などの場合、プラン

トなどの配管が入り組んだ箇所での撮影の

場合、全体の検査数量に対して 1 日辺りの

撮影枚数と日程のバランスを考えると退避

する距離を移動する時間などが充分に取れ

ない場合があるため、少しずつ被曝線量が

増加する事になっていると思う。 これらは

お客様との工程に余裕を持たせられれば改

善出来るが、その分費用との兼ね合いも出

る為、相談が必要。 

・作業員同士が直接見えない環境におい

て、連絡合図に相違が生じた場合に、エック

ス線が照射され、気づかずに試験体を透過

したエックス線により数 mSv 被ばくをす

る恐れがある。 

等） 

事業場におけるコミュニケーションは、

どのような職場においても課題であろう。

エックス線装置を用いる製造業、非破壊検

査業の事業場にあっては、エックス線撮影

業務等有害な業務を行うこともあり、作業

着手前に十分な意思疎通が不可欠であるこ

とは論を俟たない。加えて、上述の想定され

る事故想定は、作業着手後、実際に被撮影物

への照射が開始されてからのコミュニケー

ション不足、または過誤によるものである・

コミュニケーション不足を解消するには、

作業着手前の KY/TBM 活動が有効である。

さらに言えば、放射線安全文化醸成の観点

からよりも、作業が変更する、次の（撮影）

作業に移る、等作業に変化がある際には、一

度立ち止まって確認する習慣をつけるよう

な、労働安全衛生一般の教育・講習の徹底が

より重要であろう。 

 

特に看過し得ない回答には、あえて型の

被ばく事故想定があった。 

（例として、 

・立ち入り禁止措置を無視する第三者に

気が付かなかった場合の 

・手順を守らずに作業して線量限度を超

える被ばくをする 

・X 線撮影時にフィルム設置が困難な場

合は手でフィルムを抑えたまま撮影するこ

ともあるので、被爆線量は医療用並に少な

いと思うが被曝の可能性はあると思う。 

・狭い部屋で照射するしかできない時 

・作業環境により退避する場所がない 

等） 

立入禁止措置を無視する作業者、手順を
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守らずに作業する作業者、について、いては

いけない作業者であるが、実際に起こりえ

る想定として回答されている。電離則で主

任者に求められている責務の一つが、まさ

にこのような作業者がエックス線作業に関

与しないよう、作業に従事する労働者に法

令・規則を守らせること、事業場において作

成されている手順・マニュアルを確実に守

るよう監督することが求められている。現

行の主任者に対する教育では、安全又は衛

生に関する教育で、労働者等へのより深い

関与、及び監督についての教育・講習は義務

付けられていない。また、一部の回答では、

「被ばくせざるを得ない状況が生じている

ため、多少の被ばくは仕方がなく、その過程

で生じる過誤により過剰被ばく事故が生じ

る」、と解釈できるものもあった。被ばく低

減対策が万全に取られることはもとより、

主任者の責務として、労働者の被ばくを容

認するような作業は早急に改善されるべき

である。また、これらについては、被ばく線

量がどの程度になるのかの調査も必要であ

ろう。 

（以上、回答は原文のまま） 

 

Ｅ．結論及び今後の課題 

本分担研究では、令和６年度に非破壊検

査業に従事する主任者等及び作業者へのア

ンケート調査を行い、その結果を取りまと

めて評価した。アンケートは、製造業、非破

壊検査業の主任者等に確実に届くことを考

慮し、正会員１９９社を擁する JANDT の

協力のもと、JANDTのメーリングリストを

経由して実施した。アンケート調査の回答

期間は、令和６年１０月１８日から令和７

年１月１８日の３か月で設定した。アンケ

ートの有効回答は２０２件であり、作業者

は３８件、主任者等は１６４件であった。回

答に要した時間は、主任者等で平均１６分

７秒、作業者で平均６分３８秒であった。 

アンケート調査結果を受けて、以下の 

（１）インターロック解除について 

（２）放射線防護対策措置について 

（３）主任者等及び作業者の教育・講習につ

いて 

（４）エックス線被ばくに対する意識の違

い 

について評価を進めた。 

（１）インターロック解除についていうと、

エックス線装置のインターロックを解除す

るかどうかについての質問への回答では、

約１０％（16 件/164 名中）で放射線室また

はエックス線装置のインターロックを解除

してエックス線作業を行うことがあるとの

ことであった。約１０％ではあるが、今般発

生した事故と同様に、インターロックを解

除して点検作業等の業務を行っていること

が分かった。また、放射線室またはエックス

線装置のインターロックを解除することが

ある 16 名に対し、インターロックを解除し

た際の対策を質問したところ、７件で特別

な対策を行っており、８件は特に実施して

いないということであった。全体の５％に

ついては、安全を確保していない状況でエ

ックス線装置のインターロックを解除して

おり、これについて事業場での改善案が求

められるところである。 

（２）放射線防護対策措置について、（ａ）

線量計の装着状況、（ｂ）線量率測定、（ｃ）

遮へいのための資機材の利用についてアン

ケートで聞き取りを行った。エックス線機

器を取り扱う際の個人線量計装着状況につ

いて、約９０％（146 件/164 件）の主任者

等は個人線量計を装着して作業している
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（又はさせている）との回答を得た。特に、

非破壊検査業では９３％が線量計を装着し

て作業する（させている）との回答であっ

た。エックス線作業を行う際に実施する管

理区域内外の漏えいエックス線測定につい

て質問したところ、約７２％（119 件/164 件）

から漏えいエックス線を測定しているとの

ことであった。測定を実施している主任者

等に対し、実際の測定ではどのような線量

計（線量率計）を使用してるか問い合わせた

ところ、約７０％の主任者等が電離箱式サ

ーベイメータを用いて測定していることが

分かった。一方で、約１８％は NaI シンチ

レーション式サーベイメータを用いている

と回答している（22 件）。エックス線機器に

対しては、ガンマ線・エックス線に対する

NaI シンチレーション式サーベイメータの

エネルギー応答特性の関係で、線量率を過

小評価することが考えられるため [6]、漏え

いエックス線による線量率測定を行う際に

は適正な線量率計を用いて行うよう周知さ

れるべきである。さらに、エックス線作業を

行う際に、遮へい材など防護のための資器

材を使用している／使用させている事業場

は約７０％に上っている（114 件/164 件）

ことがアンケート調査を通じて明らかとな

った。これは、回答者の所属が非破壊検査業

かどうかに相関はなく、多くの事業所で取

り組まれている良好事例の一つである。こ

の取り組みが製造業、非破壊検査業の事業

場で広まるためには、事業場における具体

的な対策の収集・周知が必要である。 

（３）主任者等及び作業者の教育・講習につ

いて、事業場において特別な教育が実施さ

れているかどうか質問したところ、約６

０％（99 件/164 件）の事業場、または主任

者等は特別の教育を実施していると回答が

あった。 

エックス線装置を用いる透過撮影の業務

で必要な教育の項目は前述のとおり、 

１ 透過写真の撮影の作業の方法 

２ エックス線装置又はガンマ線照射装

置の構造及び取扱いの方法 

３ 電離放射線の生体に与える影響 

４ 関係法令 

であるが、それぞれ約７０件程度実施され

ていた。それらよりも多く実施されていた

科目が、放射線被ばくとその低減対策であ

り、アンケートでは８３件実施されている

ことがわかった。事業場でどの程度の頻度

で教育・訓練・講習が実施されているかを把

握する目的で、どのくらいの頻度で教育を

実施しているか回答を求めたところ、ＯＪ

Ｔも含めて、装置を使用するたびに必ず実

施、という回答が最も多く（44 件）、次いで、

年に 1 回以上、月に 1 回未満が 22 件、月に

1回以上実施しているという回答が 20件と

続いた。月に一回以上教育が行われている

と頻回に教育を行っている事業場もあり、

ある個人が毎月講義に出席しているとは考

えづらいが、教育・講習を受講する機会に恵

まれた事業場が存在することが調査で明ら

かとなった。 

（４）エックス線被ばくに対する意識の違

いについて、回答者の属性を①非破壊検査

業に従事する主任者等、②それ以外の主任

者等、③非破壊検査業に従事する作業者、及

び④それ以外の作業者、に分けて回答を検

討したところ、（Ａ）作業者の約５３％及び

（Ｂ）主任者等で全体の４７％は、エックス

線被ばく事故の可能性がある、と考えてい

る。属性に応じた有意差は存在せず、アンケ

ート調査回答者の約半数は、エックス線装

置利用時に被ばく事故が起こりうると考え
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ている。想定される被ばく事故の内容とし

ては、 

（ａ）うっかり型の被ばく事故 

（ｂ）知識・経験不足による被ばく事故 

（ｃ）コミュニケーション不足による被ば

く事故 

（ｄ）あえて型の被ばく事故 

がみられた。今後、本研究事業においては、

以上に示すような被ばく事故が回避され、

また労働者の被ばく線量低減につながるよ

うな、教育・講習のパッケージ提案を進めて

いく。 

 

本研究課題は令和６年度から開始して初

年度を終了した。事業期間３か年における

次年度以降実施を検討している課題には、

（１）事業場におけるヒアリング、及び（２）

開発した教育・講習コンテンツを用いるデ

モ講義、がある。 

（１）について、本分担研究で報告するア

ンケート調査は対面で行っておらず、メー

リングリストによる web形式で回答を収集

した。研究班において、アンケートを短時間

で回答できるよう設問を事前に精査したが、

特に、事業場でどのような教育・講習・ＯＪ

Ｔが行われているのか、具体的な内容を知

ることは重要である。今年度行ったアンケ

ートで、研究班が事業場の訪問について質

問しており、数件ではあるが事業場訪問に

ついて許可を得ている。次年度以降、事業所

を訪問し、主任者及び作業者等に対して、実

施中のエックス線装置利用に聞き取りを行

うとともに、（ａ）事業場で具体的な教育・

講習の内容についての聞き取り、（ｂ）今後

どのような教育があるとより安全な作業に

つながるか、（ｃ）これまでにエックス線に

より被ばくしそうになった（または被ばく

させそうになった）、エックス線装置利用時

に負傷しそうになった、等のヒヤリハット

事例の収集、及び（ｄ）事業場で行っている

事故防止及び放射線被ばく低減対策事例、

について調査・収集する。また、放射線被ば

く低減対策では、アンケート調査で防護資

機材を使用する・使用させている、という質

問を設置したがどのような防護板等を同設

置しているか、その他の被ばく低減対策（例

として、作業時間管理、遠隔操作によるエッ

クス線源との距離の確保、等）をどのように

実施しているか、も聞き取りを行う予定で

ある。 

（２）について、本研究事業では開発とし

て行うものであるが、試作した教育・講習コ

ンテンツの有効性の検証が必要であり、事

業場で実地の研修を実施することで、教育・

講習の有効性の観点から受講者からの評価

を受け、講習の改善に努める。 

アンケート調査の結果では、約７０％の

主任者等は、自身の受けた、あるいは自身の

提供する教育・講習の有効性を感じている

結果となった。どのような点で教育・研修が

役立っている／役立ちそうと考えているの

かの設問では、全回答数 70 件のうち、最も

多かったものが、 

放射線に対する知識が深まり、気を付け

るようになった 

であった（41 件）。教育・講習を通じて、

エックス線が危険であり、エックス線作業

は十分に注意して行わなければならない有

害業務であるとの意識が高まると考えてい

る。従来の特別の教育で行われていた教科

について、放射線安全文化醸成に直結する

効果が得られている。これらは引き続き継

続して実施されるべきである。 

アンケート調査では、実際に主任者等か
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ら事業場で必要と思われる科目等について

問い合わせ、それらを取りまとめたところ、 

・法令（改正状況について） 

・エックス線使用時の事故事例 

・エックス線機器のトラブル事例と対応

方法 

は主任者等から有用な科目であると考え

られている。特に、法令については、（１）

最新の法令改正にフォローするのが難しい、

及び（２）わかりやすく説明されるとよい、

という意見があった。今後の安衛則等の改

正に伴い、主任者等に確実に周知でき、主任

者等が確実に受講できる対策が望まれると

同時に、現行法令や法令改正のポイントを

わかりやすく説明する解説や講義が定期的

に展開されると非常によい。エックス線に

よる事故事例については、被ばく事故事例

に加え、事故時に主任者等についてはどの

ような対応をすべきか、教育が行われるこ

とは重要であろう。電離則第四十二条及び

第四十四条において、事業者の責務として、

事故現場から被災者を退避させること、及

び被災した労働者に、速やかに医師の診察

又は処置を受けさせることとされている。

これに基づき、主任者等も万が一の事故発

生時には、被ばくした労働者（自身を含め

て）退避させる必要があり、必要に応じて医

師の診断を受けさせることが求められる。

各事業場における対応については、主任者

を含めたエックス線を利用する労働者は十

分理解する必要がある。併せて、エックス線

使用時のヒヤリハット事例の紹介、及び不

適切な使用の事例についても照会があると

よい。 

上記に加え、 

・エックス線計測に関する話題 

として技術的な側面に注目した科目がある

ことが望ましい。例えば、パルス状に発生す

るエックス線計測、照射方向に対し、障害物

（鉄板、木材など）からの散乱線の分布、個

人線量計のエネルギー応答特性、技術的な

解説が非常に参考になるという意見があっ

た。 

上記の教育・講習について E-ラーニング

の形式で行われるのがよいとの意見が散見

されている。受講者が放射線業務従事者で

ない、リマインド教育である（初学者ではな

い）等の労働者への教育・講習については、

E-ラーニングで対応するほうが良いと考え

られる。特に、法改正や法令の解説について

は、規制当局及び専門家による監修のもと、

統一した解釈を周知するほうがよく、その

点でもE-ラーニングは非常に有効なツール

といえる。また、E-ラーニング教育効果へ

の懸念を払しょくするためにも、ある程度

の教育効果が見込めるよう、教育コンテン

ツの内容、講義の設計等を工夫して対応で

きるであろう。 

 

Ｆ．健康危機情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出版・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 
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3. その他 

なし 
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Ⅰ．分担研究報告 

  放射線取扱主任者定期講習から学ぶエックス線作業主任者教育への展開 

研究者分担者 榎本 敦 

（東京大学大学院医学系研究科放射線分子医学部門講師） 

 

 

研究要旨 

本分担研究では、放射性同位元素等の規制に関する法律（放射線同位元素規制法）に定め

られた放射線取扱主任者に対する義務の 1 つである定期講習の内容・方法を精査し、エッ

クス線作業主任者等に対する教育への展開を図ることを目的とする。放射線取扱主任者定

期講習は登録定期講習機関が行う主任者の資質向上を図るための講習である。初年度では、

分担者はまず登録定期講習機関の講習実施内容をホームページ等で情報収集し、教育項目・

時間・方法について整理を行った。各講習機関において時間数や科目名に大きな違いはみら

れないが、実施方法については独自性や工夫が施されていた。実際に登録定期講習機関の 1

つで定期講習を受講したところ、小テストの実施やテーマ毎にディスカッションを設ける

など理解度を深め、双方向性を保つような工夫が見られた。また一方で、普段、単独もしく

は少数で現場管理を行っているため、現場では相談出来る人がいないなどの悩みも散見さ

れた。このことは教育コンテンツや環境の整備を進めるだけではなく、管理者のためのプラ

ットフォーム設立の重要性を示すものである。 

 

Ａ．研究目的 

 本分担研究では、放射性同位元素等の規

制に関する法律（放射性同位元素規制法、以

下 RI規制法）の施行規則第 32 条第 2 項に

定められた放射線取扱主任者に対する義務

の 1 つである定期講習（図１）の内容・方

法を精査し、エックス線作業主任者等に対

する教育への展開を図ることを目的とする。

RI規制法では、選任前や定期講習があるが、

エックス線作業主任者ではそのような制

度・仕組みはない。さらにエックス線作業主

任者について、免許取得後にその免許が生

涯にわたって維持される制度であるため、

能力向上や新しい情報のインプットが容易

ではない。さらにエックス線利用が様々な

分野で非常に多岐にわたっていることや装

置の安全性のレベルの違いなどもあること

などから一律の教育も効果的ではない。本

研究点は、RI規制法で定められている放射

線取扱主任者向けの定期講習を参考に、エ

ックス線作業主任者等向けの能力向上教育

や講習のコンテンツと効果的な教育方法を

提案するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

研究事業初年度である令和 6 年度は、ま

ず広く情報収集することから始める。具体

的には RI 主任者定期講習を実施している

機関のホームページにアクセスし、教育項

目・時間数。・受講形態・受講人数・その他

の工夫点などの情報を集め、整理を行った。

また実際に RI 主任者定期講習機関におい

て定期講習を受講し、講義内容を確認する

とともに、受講者の理解をより深めるため
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のアイデアや工夫について検証した。 

図１ RI 規制法施行規則第 32 条第 2 項 

 

Ｃ．研究結果 

（１）放射線取扱主任者定期講習の概要 

まず第一種放射線取扱主任者定期講習を

実施している登録機関は日本アイソトープ

協会、原子力安全技術センター、電子科学研

究所、日本診療放射線技士会の 4 つが知ら

れている [1-4、図 2]。いずれの機関におい

ても許可届出使用者に対する教育項目は法

律で定められた「法に関する科目」、「放射線

発生装置および放射性同位元素等の取扱お

よび使用施設等における安全管理」、「放射

線発生装置および放射性同位元素等の取扱

に関する事故」の 3 本柱となっている。時

間数は実施機関にもよるが 1 科目当たり 1

時間〜2時間程度で総時間数は 4〜5時間で

あった。またいくつかの機関では課目毎あ

るいは講習の最後に討論の時間（20 分〜60

分程度）が設定されていた。実施形態は対面

又はオンライン形式で、年 3 回から多いと

ころで 13 回実施されていた。 

 

 

図２ 放射線取扱主任者定期講習の登録講習機関 

実施回数や実施形態は２０２４年度実績を示す 

 

（２）定期講習の各課目の内容について 

 次に講習における受講科目（図２）である

が、日本アイソトープ協会の第１種放射線

取扱主任者定期講習を受講した際の資料を

もとに説明する。｢法に関する課目｣では法

令改正の概要、危険時の措置や防護のため

に講ずべき措置等について、定義や解釈お

よび注意点についての解説が含まれている。

また放射線取扱主任者の実務に必要な記

録・記帳や届出・廃止措置等に関する知識や

注意点なども扱われている。「安全管理に関

する課目」では、放射線管理の目的、密封・

非密封線源の使用状況、施設の特徴や安全

取扱について、分野別・利用用途別に解説が

あった。特によく利用されている装置や使

用例、例えば非破壊検査装置を用いた放射

線透過試験などを挙げ、操作方法や使用時

の確認事項・注意点などの説明があった。 

 

 

図３ 放射線取扱主任者定期講習（使用・廃棄）の

課目 

 

「事故に関する課目」では、最近の事故等発

生状況や具体的な事故・トラブル例を多く

例示しながら、通報・報告手順について説明

があった。事故時の対応については、グルー

プディスカッションの時間が設けられてお

り、事業所として取るべき行動（初期対応、

緊急連絡網による連絡や情報公開等）や必

要な措置（被ばく防止や汚染拡大防止等）に

ついて各自が発表を行なった。 

 

（３）講習の内容を深めるための工夫 
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多くの定期講習実施機関において、討論の

時間が設けられており、双方向性を保つ工

夫が見られた。また日本アイソトープ協会

の対面講習では、受講生のバックグラウン

ドを考慮し、大学・研究機関、医療系あるい

は機器メーカー等に大きくブロック分けさ

れた席次・テーブル配置となっており、同じ

方向性や悩みを共有するグループとして自

然と議論が活性化するような環境が形成さ

れていた。さらにグループ内で討論するだ

けではなく、テーマ毎にグループ代表者が

討論結果や共通する課題を発表し、受講生

全体が共有できるようになっていた。一方

でハイブリッド開催によるオンライン受講

生とのディスカッションや自由討論では、

やや活気に欠ける傾向が垣間見られた。 

 

Ｄ．考察 

（１）定期講習実施形態について 

 いずれの放射線取扱主任者定期講習登録

機関のホームページ上では定期講習の内容

について法律で定められた３つの課目を中

心に行われていた。実施機関により課目ご

との時間数は多少異なっていたが、総時間

数についても大きな違いはなかった。事故

に関する課目においては、典型的なエック

ス線被ばく事故やヒヤリハット事例に関し

て、自動車免許の講習で見られるような再

現やシミュレーションを用いて盲点や注意

点を映像で訴えることができればより効果

的であろう。さらに講習時間内に討論時間

を設けている実施機関もあり、課目毎ある

いは講習の最後の時間を使って行われてい

る。受講生の背景も様々であり、業種や事業

場毎の特性や慣習もあることから、様々な

考えや方法があることを踏まえると、討論

の場を設けることは理解を深めるだけでは

なく、自身の方法や方向性の妥当性や新し

い発見にも繋がる。時間的な制約もあるが、

課目毎に実施できれば焦点を絞ってかつ記

憶が新しいうちに活発な議論が期待できる。 

次に実施形態であるが対面式、オンライン

形式またはハイブリットで開催されており、

全体としてはオンライン形式が多かった。

オンライン形式は遠方の方でも参加出来る

メリットがある反面、双方向性がどこまで

担保出来るのかは疑問である。実際、ディス

カッションや演習の時間においては、対面

受講者の方が活発に議論に加わっていった

感がある。そのためオンライン形式の場合

には別途、ファシリテーターの存在やチャ

ットでの投げかけを頻繁に行う必要がある。 

 

（２）講習内容を深める工夫について 

 前述したように討論や演習の時間も設け

てディスカッションを行う事は大変有意義

で有り、理解を深めるだけでなく、他の事業

場の例を参考にすることができる。今回、受

講した日本アイソトープ協会が実施する定

期講習では、席やテーブルが大まかに業種

別になっており、討論がかみ合いまた共通

した課題や悩みを見いだせるなど主催者側

の工夫が見られた。また同業種内で討論す

るメリットだけではなく、各グループによ

るプレゼン発表を実施し、各事業場や業界

が抱える課題を共有できる点でも主任者と

して幅が広がる取組みである。定期講習実

施機関によっては講習内容に関する小テス

トを課してかつその解説を行っていたとこ

ろもあるが、双方向性や知識をより広げる

という観点からその効果には疑問が残る。 

 

（３）エックス線作業主任者等に対する教

育への展開 
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 現在までの所、エックス線作業主任者に

関しては、選任前や選任後に定期的に講習

を受講する規則や能力開発向上のための教

育訓練は整備されていない。また免許に関

しても一度、取得すれば更新もなく生涯に

わたり保持が可能である。一方で、エックス

線機器の使用は多岐にわたり、利用技術も

日々進化していることやエックス線作業主

任者として法令改正の際にはフォローアッ

プを行わなければならいことを鑑みると、

定期的な能力向上教育や講習の制度化が望

まれる。またエックス線装置の使用者への

教育に関しても、電離則において「作業の方

法」「装置の構造」「放射線の人体影響」「法

令」を 4.5 時間で行うよう定められている

ものの、その対象は透過写真の撮影を業務

とする場合にとどまっている(電離則第 52

条の 5、労働省告示第 50号)。そのため透過

写真撮影以外で使用する場合や学生にはこ

れら電離則が定める教育は適用されない。

従って、エックス線機器の安全取扱いに関

する知識習得や再確認はもちろんのこと、

エックス線作業主任者等としての能力・資

質向上を図るためにも定期的な教育や訓練

は必要である。また教育内容に関しては画

一的なものではなく、一部の課目において

は産業・用途別や経験年数など段階別に選

択が出来るとより効果的なものとなる。こ

のようにエックス線作業主任者とユーザー

に対する教育・訓練を体系化することによ

り、その両輪で事業場の安全文化の醸成を

加速することが可能となる。さらに日頃の

管理や法令改正に伴う疑問・質問を受け付

けるプラットホームも必要である。例えば

日本アイソトープ協会放射線安全取扱部会

では放射線取扱主任者向けの研修会や年次

大会時等に主任者相談コーナーなどを設け

ている [5]。現場管理者やエックス線作業主

任者が気軽に質問や相談を出来るプラット

ホームの構築に向けて、国や各業界団体等

を交えた仕組み作りが急務となっている。 
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Ⅰ．分担研究報告（調査報告） 

産業用エックス線利用に関する世界各国の制度設計及び教育等の取組み事例に関する調査 

 

分担研究者 五十嵐 悠 

（東京大学 大学院医学研究科・医学部環境安全管理室 特任助教） 

分担研究者 飯本 武志 

（東京大学 環境安全本部 教授） 

 

調査要旨 

本調査は、世界各国の産業用エックス線利用に関する制度設計及び教育の取組み事例を

我が国におけるエックス線作業主任者及び作業者を対象とした安全衛生に係る能力向上に

向けた効果的な教育・訓練パッケージ開発に反映する事を目指し、オンラインアンケートお

よび訪問調査を通じて各国の先進的な制度設計や特徴的な教育体系に関する情報を収集す

ることを目的としている。本年度はオンラインアンケートフォームの作成、国際原子力機関

への協力要請、韓国への訪問調査をおこなった。アンケートフォームは設問を 6 セクショ

ンに分け、各国の教育制度の有無、教育対象者や内容、時間数など尋ねる内容とし、国際原

子力機関および韓国の専門家から概ね理解が得られた。国際原子力機関への協力要請では、

先行的なアンケート調査に向けた実施先の提案といった本調査実施への理解と協力への合

意のみならず、放射線安全基準委員会での本調査の紹介という大きな成果が期待できる成

果を得ることが出来た。韓国訪問調査では、一本化された制度設計、オンライン教育や受講

歴の一括管理など先進的な教育体系関する情報を得ることが出来た。次年度はアンケート

調査の本格実施を進めると共に、先進的な取り組みをしている欧米への訪問、国際会議や国

際学会での本調査の紹介および各国専門家との意見交換を計画している。 

 

 

Ａ．調査目的 

 本調査は、産業用エックス線利用に関す

る世界各国の制度設計及び教育の取組み事

例に関する調査を通して先進的な制度設計

や特徴的な教育体系に関する情報を収集

し、我が国におけるエックス線作業主任者

及び作業者を対象とした安全衛生に係る能

力向上に向けた効果的な教育・訓練パッケ

ージ開発に反映する事を目的としている。 

 背景として、国際原子力機関(IAEA)が

発行している IAEA 安全基準シリーズ

GSR Part3 では、職業被ばくに関する雇

用主、登録者および許可取得者に対して、

職業被ばくを伴う活動に従事する全ての作

業者について、適切な訓練と必要な能力の

確保に必要な定期的な再訓練の提供を確実

にすることを求め、さらに訓練の記録を保

存しなければならないとしている[1]。

GSR Part3 の下位文書にあたる、職業被

ばくに関する一般安全指針 GSG-7 では、

作業者のための研修では、放射線に関する

リスク、放射線防護で用いる基本的な量と

単位、放射線防護の要件、事故時の対応等

の内容を含むよう求めている。また、研修
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についての記録を保管し、定期的に再研修

を実施する事も求めている[2]。非破壊検査

で使用される放射線の安全に関するガイド

である SSG-11 では、非破壊検査を実施す

る技術者向けのトレーニングプログラムの

確立が求められている。トレーニングプロ

グラムでは、放射線の種類や測定手法、生

物学的影響等の基本的知識、放射線防護の

概念や規制の要件、遮蔽計算や装置操作、

緊急時対応などの実践的知識を含むことが

不可欠とされている[3]。セキュリティ検査

等で使用される放射線の安全に関するガイ

ドである SSG-55 では、放射線の種類や特

性、装置使用時の被ばく、放射線のリス

ク、過去の事故事例の教訓や緊急時の対応

方法等をトレーニングプログラムに含むよ

うに求めている[4]。 

 しかし、具体的な教育内容や方法、教育

時間の長さや再教育の頻度などは各国に任

されているのが現状である。 

そこで、世界各国の産業用エックス線利

用に関する制度設計に関する情報を、特に

教育に関する取組みに着目して収集し、我

が国における教育・訓練パッケージ開発に

反映する。 

 

Ｂ．調査方法 

 本研究事業の期間３か年内で世界各国の

産業用エックス線利用に関する制度設計や

教育の取り組みの情報を収集し、我が国に

おける教育・訓練パッケージ開発に反映す

るため、オンライン形式のアンケート調査

を主な調査方法として採用する。１年目は

オンラインアンケートフォームの作成、２

年目にアンケートの実施と結果の解析、３

年目に教育・訓練パッケージへの反映をお

こなう。また、先進的な制度設計や特徴的

な教育体系を持ついくつかの国を訪問し、

意見交換を通してアンケート調査では得ら

れない詳細な情報収集をおこなう。 

 

Ｃ．調査の進捗状況 

 本項ではアンケート調査に向けた準備の

進捗状況について紹介する。 

１．オンラインアンケートフォームの作成 

１年目である令和６年度は、オンライン

アンケートフォームを作成した。 

アンケートでは各国の制度設計を正確に

回答してもらうため、回答者を 

・IAEA に加盟している国・地域 

・各国 2～3 名の専門家 

と想定し、設問を 

・多肢選択式 

・回答所要時間 5~10 分程度 

・質問数 30 問程度 

としている。また、設問の構成は 

・Information of respondent 

・Regulations of X-ray 

・Initial education and training for X-

ray radiation workers 

・Periodic education and training for 

X-ray radiation workers 

・X-ray safety 

supervisor without national license 

・International Perspectives 

の 6 セクションとし、各国の教育制度の有

無、教育対象者や内容、時間数など尋ねる

内容とした。さらに、より詳細な情報を収

集できるよう、承諾いただいた回答者の連

絡先もお聞きし、訪問調査へ繋げられるよ

うにしている。 

作成したアンケートは IAEA および韓国

への訪問時に先方の専門家へ提示し、内容

について概ね理解が得られた 
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図 1. 作成中のオンラインアンケート画面 

 

２．国際原子力機関(IAEA)への協力要請 

オンラインアンケート調査への理解と協

力を得るために、令和 7 年 1 月に研究分担

者である五十嵐と飯本の 2 名が IAEA を訪

問し、IAEA 側の専門家と意見交換をおこ

なった。IAEA 側からは放射線防護を所掌

する Section of Radiation Safety and 

Monitoring の Section Head である

Miroslav Pinak 氏、職業被ばくを所掌す

る Occupational Radiation Protection 

Unit の Unit Head である Jizeng Ma 氏、

同 Unit の Consultant である前田氏が参

加した（図 2）。 

 

図 2. IAEA での意見交換参加者 
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意見交換では、日本側から本調査実施に

至った背景および我が国における産業用エ

ックス線利用に関する制度の現状、本調査

の実施方針について説明した。IAEA 側か

ら我が国における産業用エックス線利用に

関する制度の現状について多くの質問がな

されたほか、本調査実施への理解が示さ

れ、今後の協力体制について検討を進める

ことで合意した。今後の協力内容として

は、 

・アンケートの設問について専門的見地

に基づく確認 

・先行的なアンケート調査に向けた実施

先の提案 

・IAEA が実施している職業放射線防護評

価サービス（ORPAS）、医療、産業、

研究産業での放射線撮影における職業

被ばくに関するデータベース

（ISEMIR-IR）に関する情報の提供 

を想定している。先行的なアンケート調査

については、ORPAS の枠組みおよび研究

者間の地域ネットワークを通じた実施の提

案を受けた。 

また、IAEA としても産業用エックス線

に関する放射線防護の在り方を国際的によ

り深く議論する必要性を感じており、本調

査をその契機とすべく、次回開催される

IAEA の放射線安全基準委員会

（RASSC）にて本調査および産業用エッ

クス線に関する放射線防護の在り方につい

て、日本として紹介すべきとの提案も得ら

れた。RASSC は IAEA が策定する放射線

安全に関する基準の作成・審議に関与する

委員会であり、IAEA 加盟国・地域の専門

家によって構成されている。したがって、

RASSC における本調査の紹介は、本調査

のより効率的かつ効果的な実施に繋がるの

みならず、今後の産業用エックス線に関す

る放射線防護の在り方に関する議論のベー

スとなる可能性を示す、非常に大きな成果

が期待できる。 

３．韓国への訪問調査 

オンラインアンケート調査の方法および

内容について被調査国の立場からの意見を

事前に聴取し改善することで、参加各国の

率直かつ有益な情報の取得が期待できる。

また、エックス線装置を使用する現場を視

察することで、ハード面の安全対策と作業

者教育の関係性の理解が促進できる。 

そこで、令和 7 年 2 月に研究分担者であ

る五十嵐と飯本の 2 名が韓国原子力研究院

(KAERI)を訪問し、オンラインアンケート

に関する意見交換、日韓両国における産業

用エックス線利用に関する制度設計および

教育体系の現状についての意見交換、エッ

クス線装置等の施設見学をおこなった。韓

国側からは、KAERI で実施している教育

研修を担当する Nuclear Training and 

Education Center の Principal 

Researcher である Youngmi NAM 氏、放

射線防護に関する研究を担当する

Radiation Safety Management Division

の Principal Researcher である Jungil 

Lee 氏、Seung Kyu Lee 氏、Department 

Manager である Insu Chang 氏、韓国の

放射線に関する規制研究をおこなう韓国原

子力安全技術院(KINS)で事故対応を担当

する Department of Radiological Event 

Assessment の Head である Hyungjoon 

Yu 氏が参加した（図 3）。 

意見交換では、日本側から本調査実施に

至った背景および我が国における産業用エ

ックス線利用に関する制度の現状および規

制法令に関する今後の方針、本調査の実施
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方針について説明した。韓国側からは、産

業用エックス線利用に関する制度設計につ

いて説明があり、日韓での制度設計の違い

が主な論点となった。

 

図 3. 韓国での意見交換参加者 

 

韓国における放射線に関する制度設計の

特徴として、監督官庁および規制法令の原

則一本化が挙げられる。規制法令は原子力

安全法、医療分野での利用を除く放射線利

用の監督官庁は韓国原子力安全委員会

（NSSC）となっている。放射線作業者の

教育時間や内容、頻度については、産業用

エックス線の作業者を含め同法令で定めら

れており、学生と労働者の身分に関係なく

同じ教育体系で管理される。特筆すべき

は、表 1 に示すように教育時間数は非破壊

検査分野とその他分野で分けられており、

非破壊検査分野では基礎教育 12 時間と現

場教育が 6 時間の計 18 時間、その他分野

は基礎教育が 8 時間と現場教育が 4 時間の

計 12 時間となっている点である。非破壊

検査分野は屋外での作業なども想定され、

事故時の影響範囲が大きくなることが想定

されるため、放射線発生源のリスクに加え

使用環境も含めたリスク評価に基づき教育

時間数がその他分野よりも長く設定されて

いる。実際の教育は 3 日間にわたって実施

しているとの事だった。基礎教育用の資料

は NSSC 傘下の韓国原子力安全財団

(KoFONS)が紙ベース版とオンライン版を

提供している。現場教育については各所属

機関や会社側がそれぞれの状況に即した資

料を使用している。これらの教育受講歴は

KoFONS が管理する RAWIS システムで

管理されており、被ばく歴、健康診断結

果、従事している作業分野等の情報も一元

的に管理されている。産業用エックス線装

置を設置する際の NSSC への申請、およ

び放射線安全の管理者に必要な資格および

教育内容は管電圧に応じて異なる。管電圧

が 50kV を超える場合は設置の届出が必

要、かつ放射線安全担当者は教育受講が必

要となる。管電圧が 170kV を超える場合

は設置の許可が必要、かつ放射線安全担当

者となるには放射線安全責任者の資格が必

要となる。放射線安全責任者は日本におけ

る放射線取扱主任者に相当するが、資格が

２区分に分けられており、非破壊検査分野

での責任者となる場合は最上位区分の資格

が必要となる。放射線安全責任者は年次教

育に加え、３年に１度の定期教育を受講す

る必要がある。 

日韓における産業用エックス線装置を使

用する際の管理者の監督範囲は異なり、日

本では安衛法の範囲では労働者のみの監督

が必要だが、韓国の規制法令では学生も監

督対象となるため、学生の常時監督の適用

について議論となった。 

エックス線装置等の見学では、KAERI

が所有している標準校正場を見学した。エ

ックス線装置等が設置されている部屋には

インターロックが設置されている。インタ

ーロックシステムは設計基準が設けられて

おり、装置本体と作業室へのアクセスに対
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するシステムに分けられている。装置本体

の設計基準では取り外し可能な放射線遮蔽

部品が装着されている場合のシステムへの

統合や複数のインターロックの設置などが

求められている。作業室へのアクセスに対

するインターロックでは、装置電源が切ら

れている場合のみアクセス可能であること

が求められている。また、インターロック

の他にセンサーの設置による自動停止機能

も安全装置として認められている。議論で

は、これらの安全装置の旧式機器への追加

適用の難しさが両国共通の課題であること

が認識された。 

上記の議論を通し、両国の状況について

より詳細に把握すべきとの共通認識を持

ち、情報交換の継続で合意した。 

 

表 1. 韓国における放射線作業者への教育時間 

 

また、教育体系に関する議論の中で、

KINS 側参加者から KAERI が立地する大

田市内に所在する韓国国立中央科学館の原

子力利用に関する展示の視察を薦められ

た。展示は KINS が監修しており、原子力

発電だけではなくエックス線による手荷物

検査や美術品の非破壊検査など原子力・放

射線利用について幅広く触れられていた

(図 4)。放射線安全についてクイズ形式で

学べるコーナーもあり、多くの家族連れで

賑わっていた。放射線の利用と安全管理に

ついて誰でもいつでも学ぶ事が出来る環境

を作ることが、エックス線をはじめとする

放射線利用時の安全意識を持たせる事に効

果的であるという印象を持った。 

 

図 4 韓国国立科学館の展示 
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Ｄ．次年度以降の調査方針 

 今年度に得られた成果に基づき、次年度

以降は下記の調査方針を計画している。 

１． オンラインアンケートの実施 

IAEA および韓国訪問時の議論に基づき

修正作業を進めている。特に韓国訪問で得

られたような詳細情報を現在のアンケート

フォームで全て得ることは難しいため、詳

細情報を得られるようアンケートフォーム

を修正中である。修正作業完了後、IAEA

側の提案に基づき ORPAS の枠組みおよび

研究者間の地域ネットワークを通じたアン

ケート調査をスタート予定である。また、

RASSC での本調査の紹介方針について、

国内の RASSC 関係者と調整中である。 

２． 訪問調査 

韓国への訪問調査を通し、各国の専門家

との直接の意見交換の重要性が明らかとな

った。そのため、引き続き複数国の訪問調

査を検討している。現時点では IAEA 安全

基準の基礎となる先進的な規制・教育をお

こなっている欧州・北米への訪問を計画し

ている。 

また、2025 年 10 月に UAE のアブダビ

で開催される 8th International 

Symposium on the System of 

Radiological Protection にて本調査に関す

る発表を予定しており、同時に各国の専門

家との意見交換を計画している。 

 

Ｅ．結論 

 令和６年度は調査実施に向けた準備と

してオンラインアンケートフォームの作成

と IAEA への調査協力要請、韓国への訪問

調査をおこなった。 

オンラインアンケートフォームの作成で

は、多くの国から回答を得られる設問設定

をおこない、設問の内容や様式について

IAEA および韓国の専門家から概ね理解が

得られた。次年度は引き続き修正作業を進

めるとともに、ORPAS の枠組みおよび研

究者間の地域ネットワークを通じた調査を

実施する。 

IAEA への調査協力要請では、本調査へ

の理解と協力への合意のみならず、

RASSC での紹介という本調査が産業用エ

ックス線に関する放射線防護の在り方に関

する議論のベースとなりうる非常に大きな

成果が期待できる提案を受けた。この機会

に我が国の現状と課題を各国と共有し、産

業用エックス線利用に関する各国の状況

を、我が国における教育・訓練パッケージ

開発に反映する。 

韓国訪問調査では、制度設計の違いと両

国それぞれの課題が明らかとなった。ま

た、教育をオンラインでも実施し、教育履

歴を共通システムで管理するという先進的

な試みの情報も得ることが出来た。引き続

き情報交換を継続し、我が国における教

育・訓練パッケージ開発への反映可能性を

検討する。 

 

Ｆ．健康危機情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出版・登録状況 
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1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 
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Ⅱ．分担研究報告 

大型 X 線ＣＴ装置内に人が立ち入った場合を想定した線量測定 

 

 

分担研究者 片岡 憲昭 

（東京都立産業技術研究センター 技術支援本部 技術支援部 

計測分析技術グループ 副主任研究員） 

 

 

研究要旨 

 

開放菅 X 線装置の X 線スペクトル測定と線量測定を行った。フィルターを使用しない時

に 70µm 線量当量と 1cm 線量当量を評価した結果、以下のことが明らかとなった。 

 

(1) X 線装置のフィルターを使用しない場合、タングステンフィラメントから発生する L-X

線（8.0-10keV）のピークが最大となる。Cu フィルター0.1mm を使用することで、このピ

ークはカットされる。 

(2) フィルターを使用せず照射口から 1.7~3.7cm の距離で 300kV, 100µA, 40 秒間 X 線を照

射した時、皮膚の線量である 70µm 線量当量が 1.3~9.5Sv であった。 

(3) TLD-100H 素子を使用した 1cm 線量当量の測定において、線量マッピングを作成した。

その結果、300kV, 100µA, 10 分で 2.5mSv ～ 70mSv であった。 
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Ａ．研究目的 

 本分担研究は、ボックス型の X 線装置の

点検時にインターロックが作動しなかった

場合を想定した際の作業者の被ばく線量を

測定する。ボックス型 X 線装置の多くは、

遮へい扉を閉めると X 線の発生が可能とな

るセーフティーサーキットが付けられ、X

線発生時に遮へい扉を開けると自動で X 線

が止まるインターロック機能がある。しか

しながら、インターロックを解除して作業

すること、さらには X 線装置を作成するメ

ーカーでは、基板から作成しインターロッ

クを付ける工程が後になる状態もある。こ

れらの作業において、作業者が安全に X 線

装置を作成・点検するには事前の教育訓練

が必要であり、あらかじめ X 線の線量を知

ることが求められる。汎用的なボックス型

X 線装置は単純 X 線の非破壊検査装置の他

に X 線 CT 装置、蛍光 X 線、食品中の異物

検査用 X 線装置、X 線回折装置などが挙げ

られる。これらの X 線装置の中でも X 線発

生器部分を２つに分けると、①密閉型 X 線

管と開放型 X 線管となる。近年、X 線 CT

装置が普及しており、多くは開放管を使用

しているため、本分担研究では開放管 X 線

CT 装置内の被ばく線量を測定する。 

開放管の X 線装置の構造は図１の通りで

あり管球型と比べ焦点寸法が小さいため拡

大撮影してもボケが少なく分解能が高いが、

出力は小さい。しかしながら、X 線の線量

は距離の２乗に反比例するため点検作業用

に近距離で照射されると大線量を被ばくす

る。また、X 線は物質と相互作用し散乱す

る性質があるため X 線ビーム外でも被ばく

する。 

 

図１ 開放管型 X 線装置の概要図 

（松定プレシジョンの HP より引用[1]） 

 

以前の研究で、管球型 X 線装置を使用す

る時、固有または付加フィルターの有無で

被ばく線量が大きく異なった[2]。これは、

X 線発生源であるのタングステンターゲッ

トから放出される特性 X 線（L 線）が影響

していたためである。開放管型の X 線 CT

装置についてもタングステンフィラメント

の発生装置側に Al ウィンドウまたは Be ウ

ィンドウを使用している場合がある。Al ウ

ィンドウでは LX 線は放出されないが、Be

ウィンドウでは LX 線が放出される。補足

であるが、Be ウィンドウの X 線装置の特徴

としてプラスチックや小さなサンプルを撮

影する時にコントラストの明暗が大きく開

くため、識別しやすくなるという特徴があ

る。本分担研究においては、Be ウィンドウ

を使用した大型 X 線 CT 装置の被ばく線量

を測定すること。さらに X 線のエネルギー

スペクトルを測定することで、70μm 線量

当量、1cm 線量当量の評価に役立てる。 

 

Ｂ．研究方法 

B-1 X 線スペクトル測定 

 研究期間 1 年目である令和 6 年度は、東

芝 IT コントロールシステム株式会社製の

大型 X 線 CT 装置 TXS-34500FD HS のマ
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イクロフォーカス管（300kV）を使用して被

ばく線量を測定した。図２のようにEMF 社

製 X-123 CdTe X 線スペクトル測定装置（タ

ングステンコリメータ 0.4mmΦ使用）を配

置し、フィルター無しの条件と図３によう

に 0.1mmのCuフィルターを付加した状態

で X 線スペクトルを計測した。次に、図４

のように X 線照射口からビームの直線距離

で 20cm、そこから水平方向に 20cm 移動さ

せた時におけるビームと垂直方向での X 線

スペクトルを測定した。 

 

図２ 大型X線CT装置TXS-34500FD HS 

の X 線エネルギースペクトル測定 

 

図３ 大型X線CT装置TXS-34500FD HS 

に Cu0.1mm フィルターを付加 

 

 

図４ 線源から垂直方向に 20cm かつ水平

方向に 20cm 移動した時のエネルギースペ

クトル測定 

 

B-2  EBT-4 による直接線の線量測定 

Be ウィンドウからの直接 X 線を計測す

るため図５のように X 線照射口から 1.7cm、

2.7cm、3.7cm の距離にアールテック有限会

社製のガフクロミックフィルムEBT-4を配

置し 300kV、100μA、付加フィルターを使

用せずに 40 秒照射した。EBT-4 の読み取

りはエプソン社製スキャナーGT-X980で透

過光を測定し赤色の 65536 階調で評価した。

また、EBT の線量－グレイ値の校正は、

JQAで校正済みの東洋メディック社製の電

離箱 RAMTEC-Solo A4 プローブを使用し、

コメット社製 X線発生装置 MGi450 を使用

して線量校正した。 
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図５ EBT-4 を用いた Be ウィンドウから

の直接 X 線の線量測定 

 

B-3  TLD-100H による線量測定 

 散乱線と1cm線量当量を評価するために

TLD-100H 素 子 （ 3.2mm × 3.2mm ×

0.89mm）を使用して、厚み 1mm のアルミ

板に図６、７のように 1 箇所 3 個の TLD-

100H 素子を線源とは逆向きに配置した。こ

のアルミ板を 3 枚用意し、図８のように

30cm×30cm×15cm の水ファントムの前

後にTLD-100H素子を貼り付けたアルミ板

を線源と逆向きになるように配置した。1枚

目のアルミ板は線源から 10cm の距離、2 枚

目が線源から 25cm、3 枚目が線源から

31cmの距離である。照射管電圧は300kV、

管電流 100μA、照射時間は秒で照射した。

照 射 後 の TLD-100H 素 子 は Thermo 

Electron corporation 製の TLD Reader 

Harshaw 3500 を用いて 140-210℃（15℃

/1 秒）で積算発光量を読み取り、線量に換

算した。 

 

 

図６ TLD-100H の配置写真 

 

 

図７ TLD-100H 素子を用いた 

線量測定の配置図 

 

 

図８ TLD-100H を配置したアルミニウム
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板１層目、２層目、３層目の概要写真 

（１層目と２層目の間に水ファントムが配

置され、線源との距離は１層目が 10cm、2

層目が 25cm、3 層目が 37cm である。） 

 

Ｃ．研究結果 

C-1 X 線スペクトル測定 

 図９に図２の条件で測定した X 線スペク

トルを示す。また、図１０に図３の条件で測

定した X 線スペクトルを示す。開放管型の

X 線 CT 装置においてもフィルターを使用

しない時に 8keV-10keV においてタングス

テンフィラメントから発生する L-X 線が観

測された。Cu フィルター0.1mm を使用す

ると消えることがわかる。以前の研究[2]で

は、水の厚み 10mm 相当でタングステンの

L-X 線が消えることが知られている。 

 

図９ フィルターを使用しない時の直接線

のエネルギースペクトル 

（黒線：200kV, オレンジ線：100kV, 灰色

線：50kV の管電圧） 

 

 

図１０ Cu フィルター厚さ 1.0mm を使用

した時の直接線のエネルギースペクトル 

（黒線：200kV, オレンジ線：100kV, 灰色

線：50kV の管電圧） 

 

図１１に図４の条件で測定した X 線スペク

トルを示す。照射口の外側で測定している

ため、計測した X 線は散乱線である。この

結果から、200kV では 77.5keV と 88.5keV

にピークが見られたこと。100kV と 50kV

では 10keV にピークが見られた。散乱線は

直接線に比べて数％程度しか発生しないた

め、カウント数が小さかった。さらに、低エ

ネルギーほど、カウント数が小さくなる傾

向にあった。 

 

 

図１１ Cu フィルター厚さ 1.0mm を使用
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した時の散乱線のエネルギースペクトル 

（黒線：200kV, オレンジ線：100kV, 灰色

線：50kV の管電圧） 

 

C-2 EBT-4 による直接線の線量測定 

 次に、図５の条件で照射されたガフクロ

ミックフィルムEBT-4は線量が高くなると

緑色から深い青に変化し、図１２のように

照射された範囲が着色する。 

 

 

図１２ 照射され、着色したガフクロミッ

クフィルウム EBT-4 

 

また、EBT-4 の線量校正曲線を図１３に示

す。 

 

 

図１３ ガフクロミックフィルムEBT-4の

線量―赤色階調の校正曲線 

 

 図５の配置で300kV, 200µA, フィルター

を使用せず 40 秒照射した時の各線量の結

果は表１の通りである。 

 

表１ 直接線フィルターなしで４０秒照射

した時の各距離における線量とビーム半径 

 

 

フィルターを使用していないため 8keV-

10keV においてタングステンフィラメント

から発生する L-X 線の影響を受け、直接線

の線量は非常に高かった。 

 

C-3 TLD-100H による線量測定 

 TLD-100H を配置した図６～８の条件で

X 線を照射した時の１層目～３層目の線量

等高線図を図１４～１６に示す。 

 

 

図１４ アルミ板１層目（線源距離 10cm）

における線量マッピング 

 

距離 (cm) 線量（Gy） ビームの半径（cm）

1.7 9.5 2.8

2.7 3.1 4.46

3.7 1.3 6.08
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図１５ アルミ板２層目（線源距離 25cm）

における線量マッピング 

 

 

図１６ アルミ板２層目（線源距離 25cm）

における線量マッピング 

 

 TLD-100H 素子を線源に対してアルミニ

ウム板の裏側につけたことから、8keV-

10keV の L-X はカットされ、高くとも数十

mGy 程度の線量となった。しかしながら、

線源から離れた位置であっても数分で数

mGy の線量を受けることがわかり、インタ

ーロックを解除し、人がボックス内にいる

状態で使用するには高すぎる線量であった。 

 

Ｄ．考察 

 1cm 線量当量を計算する際に使用される

TLD 線量計は 3.2mm×3.2mm×0.89mm

である。フィルターを使用していない X 線

装置でスペクトルを測定すると 8keV-

10keV に最大のピークが表れるが、TLD-

100H 線量計を使用すると均一に照射され

ないため正しい線量が測定できない。特に、

斜めから照射される場合、表と裏で読み取

り発光量が異なるため極低エネルギーX 線

の線量を調査するには困難である。つまり、

10keV 以下のX線が発生するような放射線

場で 70µm 線量当量を測定するには厚みの

ある線量計を使用することはできず、フィ

ルムタイプの線量計を使用する必要がある。

今回使用した EBT-4 線量計は感光層 25µm

の上下に 125µm のポリエチレンの保護層

があるため、70µm 線量当量を測定するに

適している。少し乱暴ではあるが、X 線は

光子であるため線質係数=1、つまり、

Gy=Sv として評価する。その場合、本結果

からも明らかとなったが、300kVのX線CT

装置をフィルターなしで使用する場合、

70µm線量当量が 10秒程度で 1~10Gyに達

することに注意する必要がある。また、

TLD-100H を使用した 1cm の線量当量に

おいても線質係数=1 として計算し、300kV, 

100µA, 10 分で 2.5mSv ～ 70mSv と線量

限度を超える可能性もあるような線量とな

った。X 線の監督者は X 線装置の点検時に

おいて線量マッピングを事前に配布し、X

線で事故を起こした場合、非常に高い線量

を受けることを周知しなければならない。 

 

Ｅ．結論及び今後の課題 

 令和６年度では開放菅 X 線装置のX 線ス

ペクトル測定と線量測定を行った。フィル

ターを使用しない時に 70µm 線量当量と

1cm 線量当量を評価した結果、以下のこと

が明らかとなった。 

(1) X 線装置のフィルターを使用しない場

合、タングステンフィラメントから発生す

る L-X 線（8.0-10keV）のピークが最大とな
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る。Cu フィルター0.1mm を使用すること

で、このピークはカットされる。 

(2) フィルターを使用せず照射口から

1.7~3.7cmの距離で 300kV, 100µA, 40 秒間

X 線を照射した時、皮膚の線量である 70µm

線量当量が 1.3~9.5Sv であった。 

(3) TLD-100H 素子を使用した 1cm 線量当

量の測定において、線量マッピングを作成

した。その結果、300kV, 100µA, 10 分で

2.5mSv ～ 70mSv であった。 

 今後は、野外で実施される非破壊検査

（JIS Z 3104 または JIS Z 3105）の線量マ

ッピングを作成するとともに、ハンドヘル

ド型 X 線装置と X 線回折装置、蛍光 X 線装

置などの線量マッピングを作成する。これ

によって、X 線取扱主任者並びに X 線の業

務従事者の被ばく線量を少なくするような

意識改革を教育訓練で実施したい。さらに、

本データを誰でも使用できるように、わか

りやすく教材にまとめていく予定である。 
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Ⅱ．分担研究報告 

エックス線作業主任者等に対する効果的な教育に関する研究 

 

分担研究者 辻 智也 

（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 原子力科学研究所 放射線管理部 放射線計測技術課） 

 

 

 

研究要旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本分担研究はエックス線スペクトロメータ等を用いてエックス線装置からの漏えい線量

率分布及びエックス線エネルギー分布の測定を実施し、得られた結果をエックス線装置の

安全管理に係る教育・講習内容の資料として提供することを目的とする。 

 令和 6 年度は次年度以降のエックス線装置からの漏えい線量率分布及びエックス線エネ

ルギー分布の測定に向けた事前準備を中心に実施した。エックス線スペクトロメータとし

て選定した EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器（EMF 社製）は標準場での照射試験及び現

場測定から得られる光子フルエンススペクトルは概ね妥当と判断できた。これより本スペ

クトロメータを用いると、5～400keV までと幅広いエネルギー範囲かつ 100mSv/h 程度の

高線量率下での光子エネルギー分布の測定が可能と見込まれる。また、エックス線スペク

トロメータや電離箱式サーベイメータでは難しい二次元線量分布もガフクロミックフィル

ムにより定量的に解析する手法を開発した。よって、エックス線装置からの漏えい線量率

分布及びエックス線エネルギー分布の測定に向けた事前準備を概ね完了することができ

た。 
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Ａ．研究目的 

 本分担研究は製造業、非破壊検査業のエ

ックス線作業主任者（以下、主任者）を選任

する事業場において、安全衛生に係る能力

向上に向けた取組み状況とエックス線作業

環境及び放射線防護措置の現状を調査・分

析したうえで被ばく事故防止及び線量低減

に実効性ある教育内容・講習を検討し、事業

場への実装に資するため、使用されるエッ

クス線装置と実際の作業環境におけるエッ

クス線場の特徴を把握することを目的とす

る。 

我が国の産業分野における放射線業務の

うち、労働安全衛生法（以下、安衛法）施行

令第６条第５号に掲げる作業については、

事業者によって電離放射線障害防止規則

（以下、電離則）第 46 条に定める主任者が

選任され、作業管理等がなされている。しか

しながら、主任者によって監督されている

にもかかわらず被ばく事故が発生しており、

2021 年 5 月 29 日には兵庫県姫路市におい

て被ばく事故が発生し、作業者が年間線量

限度の数倍から数十倍に及ぶ被ばくをした

可能性があるとの報告があった。この被ば

く事故に関して、日本保健物理学会に設置

されたエックス線被ばく事故検討ワーキン

ググループ（事故検討 WG）では、事業場

でのエックス線被ばく事故につながりうる

問題点・課題の一つとして、主任者の能力向

上に関する教育の重要性が指摘されている

[1]。主任者の能力向上を図るための教育、

講習等を受講させることは、安衛法第 19 条

の 2 で事業者の責務として規定されている

一方で、作業者の被ばく事故回避及び被ば

く線量低減に対しては改善の余地がある。

主任者及び作業者の安全衛生に係る能力向

上のための取組みと放射線防護対策措置の

具体例を含めた現状を把握し、多岐にわた

る事業場で実行可能で、かつ実効性ある教

育訓練及び講習を検討し、導入する。 

効果的な教育訓練・講習には、被ばく事故

事例からの教訓に加え、事故回避に資する

注意喚起及び放射線防護対策を促すような

内容が含まれていることが望ましい。この

ためには、使用されるエックス線装置と実

際の作業環境におけるエックス線場の特徴

を把握することが不可欠である。本分担研

究では、主任者を選任している事業場を対

象とした主任者及び作業者を対象とした安

全衛生に係る能力向上に向けた取組み及び

放射線防護対策措置の現状についてのアン

ケート調査（以下、アンケート）で協力が得

られた事業場の中から数箇所を選定し、エ

ックス線スペクトロメータ、電離箱式サー

ベイメータ等を用いてエックス線装置から

の漏えいエックス線及びエックス線装置で

の被ばく事故時に想定されるエックス線の

線量率分布及びエックス線エネルギー分布

の測定を実施し、得られた結果をエックス

線装置の安全管理に係る教育・講習内容の

資料として提供する。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究分担では研究期間３ヵ年内で、主

任者を選任している事業場の数箇所におい

て、X 線スペクトロメータ、電離箱式サー

ベイメータ等を用いてエックス線装置から

の漏えいエックス線及びエックス線装置で

の被ばく事故時に想定されるエックス線の

線量率分布及びエックス線エネルギー分布

の測定し、得られた結果をエックス線装置

の安全管理に係る教育・講習内容の資料と

して提供する。 

研究事業１年目である令和 6 年度はエッ
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クス線装置からの漏えい線量率分布及びエ

ックス線エネルギー分布の測定に向けて、

(1)測定器の選定、(2)測定可能なエネルギー

範囲の検討、(3)コリメータの検討、(4)二次

元線量率分布測定手法の検討、(5)模擬測定

での課題抽出、(6)情報収集を実施した。 

 

(1)測定器の選定 

 製造業、非破壊検査分野でエックス線に

よる透過撮影は幅広く利用されているが、

検査対象や分析方法によって求められるエ

ックス線のエネルギーが異なっている。そ

こで、今回の測定対象となりうるエックス

線装置のエネルギーを調査し、測定器を選

定した。 

 

(2)測定可能なエネルギー範囲の検討 

 分担研究の遂行にはエックス線スペクト

ロメータで幅広いエネルギー領域を測定で

きることが望ましい。国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構原子力科学研究所に

所在する放射線標準施設棟（以下、FRS）で

は放射線測定器の試験を実施するために

様々なエネルギーの光子標準場を整備して

いる。選定したエックス線スペクトロメー

タが標準場の光子のエネルギー分布を測定

可能であるか確かめることで測定可能なエ

ネルギー範囲を検討した。 

(3)コリメータの検討 

 測定を行うエックス線装置は非破壊検査

等の用途で使用されている機器であり、照

射する線量率も高いことが予想される。エ

ックス線スペクトロメータは高線量率下で

デッドタイムによる計数率低下やパイルア

ップによるスペクトル変化が生じるため、

測定時には適切にコリメートすることが必

要となる。そこで、整備済みのコリメータを

用い、一定の線量率下でコリメータを変化

させた時の計数率の変化から適切なコリメ

ータを検討した。 

 

(4)二次元線量分布測定手法の検討 

 エックス線装置からの二次元線量分布を

測定することを目的として、現像処理が不

要で蛍光灯下での取り扱いが可能という特

徴のガフクロミックフィルム  EBT4

（Ashland 社製）を選定した[2]。当該フィ

ルムにエックス線照射を行うと黒化し、現

場において目視で定性的な把握が可能であ

る。二次元線量分布を定量的に測定するこ

とを目的として黒化度を解析する手法を検

討した。 

 

(5)模擬測定での課題抽出 

 来年度以降は実際にエックス線装置を扱

っている現場に赴いてエックス線装置から

の漏えいエックス線及びエックス線装置で

の被ばく事故時に想定されるエックス線の

線量率分布及びエックス線エネルギー分布

の測定を実施する予定としている。今年度

は協力が得られた事業所において、実際に

エックス線スペクトロメータの設置や電離

箱式サーベイメータを用いた模擬サーベイ

を行う模擬測定を行うことで、現地測定に

おける課題を抽出した。さらに、使用されて

いるエックス線装置のサイズや設置場所等、

現地で測定する際に考慮すべき事項を調査

した。 

 

(6)情報収集活動 

 第５回日本放射線安全管理学会・日本保

健物理学会合同大会、非破壊検査分野等に

おけるエックス線作業における放射線安全

教育に関する専門研究会に参加し、情報収
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集活動を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

(1)測定器の選定 

エックス線スペクトロメータとして以下

の 2 種類が整備済みである。 

① EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器[3] 

素子サイズ：5 mm×5 mm×1 mm 

分解能：1.5 keV FWHM @ 122 keV 

② AMPTEK X-123 シリコンドリフト検

出器[4] 

素子サイズ：25 mm2×0.5 mm 

分解能：125 eV FWHM @ 5.9 keV 

２種類のスペクトロメータを比較すると、

エネルギー分解能はシリコンドリフト検出

器の方が高いが、CdTe 放射線検出器が

100keV のエックス線まで 100%の検出効

率であるのに対してシリコンドリフト検出

器の検出効率は30keV以上で急激に低下し

ていく。 

測定対象となりうるエックス線装置では、

被写体が軽元素で構成される有機物を撮影

する食品検査装置は20keV程度のエネルギ

ーを持つエックス線が使用されるのに対し、

被写体が金属であることや被写体が大きく

なる配管や構造物検査には 120keV から

450keV 程度のエネルギーを持つエックス

線が使用されている[5]。本分担研究の遂行

には幅広いエネルギー領域で測定すする必

要があるため、エックス線スペクトロメー

タとして EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器

（EMF 社製）を選定した。 

電離箱式サーベイメータについては、デ

ジタル表示で可読性が高いこと、メモリ内

蔵型で測定値の記録が測定器単体で完結す

ることから、ICS-1323（アロカ社製）を選

定した[6]。 

 

(2)測定可能なエネルギー範囲の検討 

 EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器はメー

カーカタログにおけるエネルギー測定範囲

は 5～200 keV とされている[3]。同等のス

ペクトロメータで 300keV を超えて測定を

している先行研究があることから [7]、

EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器で 133Ba

標準場の光子フルエンススペクトルを測定

可能であるか確かめた。 

図 1 実験セットアップ 
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 図 1 のとおり、133Ba 線源から 1m の位置

に EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器を設置

し、スペクトル測定を実施した。線源は散乱

線の影響を低減するため、鉛製コリメータ

に装荷している。また、線源に 2mm 厚の鉛

キャップを被せることで低エネルギーのガ

ンマ線を除去していることがこの標準場の

特徴である。測定時の基準空気カーマ率は

1.85 ± 0.03 μGy/h であった。 

 図 2 に EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器

で測定された波高スペクトルを示す。133Ba

のガンマ線放出割合に比べて低エネルギー

のガンマ線の計数率が高く測定されている

が、これは 100keV 以上では光子エネルギ

ーが高くなるにつれて検出効率が低下して

いるためである。 

 光子フルエンススペクトルは EMF123-0

型 CdTe 放射線検出器の光子に対する応答

関数を作成し、測定された波高スペクトル

をアンフォールディングすることで導出し

た。まず、EMF123-0 型 CdTe 放射線検出

器の構造を模擬した体系を作成し、モンテ

図 2 波高スペクトル 

図 3 光子フルエンススペクトル 
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カルロシミュレーション「PHITS」[5]を使

用して計算される検出器中での沈着エネル

ギーが波高スペクトルに対応するとして、

入射光子のエネルギーを 400 keV まで 0.4 

keV 刻みで合計 1000 エネルギーの光子線

に対する波高スペクトルを計算することで

応答関数を作成した。波高スペクトルのア

ンフォールディングにはUMG3.3コードパ

ッケージに含まれるMAXEDコードを使用

した[8]。 

 図 3 に光子フルエンススペクトルを示す。

波高スペクトルでは検出器の特性により低

エネルギー側にテールが見られたが、検出

器の応答を模擬した応答関数を用いるアン

フォールディングによって単色エネルギー

の分布となった。この光子フルエンススペ

クトルに光子フルエンスから空気カーマへ

の換算係数を乗ずることで得られた空気カ

ーマ率は 2.77 ± 0.07 μGy/h であった。 

 

(3)コリメータの検討 

 コリメータは図 4 に示す整備済みの

EMF123-1 型コリメータセットを使用する

[3]。このコリメータセットは外径 18mm、

2mm 厚の純タングステンに径が異なる穴

が空いた円板 11 枚から構成されており、専

用治具に円板をセットすることで穴径を調

整することができる。通常のエックス線装

置の測定には前に穴径 0.8mm、後に穴径

0.2mm の２つの円板を組み合わせること

をメーカーは推奨している。今回は FRS の

図 4  EMF123-1 型コリメータセット 
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低エネルギー光子場である 241Am 線源を用

いた標準場（光子平均エネルギー：59.3keV）

を用いて[9]、コリメータの穴径による計数

率の変化を調査した。測定時の基準空気カ

ーマ率は 65.9 ± 1.1 μGy/h であった。 

 図 5 にコリメータが無い場合の波高スペ

クトル、図 6 にコリメータとして穴径

0.8mm と穴径 0.2mm の２つの円板を組み

合わせた場合の波高スペクトルを示す。コ

リメートすることで計数率は 1/1100 に低

下することが確認できた。さらに、穴径

0.4mm と穴径 0.2mm の円板を組み合わせ

た場合は穴径 0.8mm と穴径 0.2mm の組み

合わせに比べて 1/4 に低下し、穴径 0.4mm

と穴径 0.1mm の組み合わせでは穴径

0.4mm と穴径 0.2mm に比べて 1/4 になる

ことから、穴径の断面積に比例して計数率

が低下することが確認された。 

 

(4)二次元線量分布測定手法の検討 

 FRS に設置された軟 X 線発生装置（エク

スロン社製 MG165/4.5）を使用し、管電圧

100kV、管電流 16mA、照射距離 32cm の

条件でガフクロミックフィルムにエックス

線照射を行った。 

図 5 波高スペクトル（コリメータ無し） 

図 6 波高スペクトル（0.8mm-0.2mm） 
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図 6 照射後のガフクロミックフィルム 

図 7 明度しきい値の変化に伴う画像変化 
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図 6 に照射後のガフクロミックフィルム

をスキャンした画像を示す。メーカーから

フィルムの縦方向と横方向で感度に違いが

あると注意喚起されていることを受けて同

一条件で両方向の照射を行った（図 6 左：

縦方向、図 6 右：横方向）。図 6 から分かる

ように目視で黒化度の差異を判断すること

は難しい。 

 そこで、照射後のガフクロミックフィル

ムをグレースケールでスキャンし、画像編

集ソフト「GIMP」に取り込んで解析を行っ

た[10]。GIMP の機能で画像明度のしきい

値を変化させた様子を図 7 に示す。図 7 上

部は明度しきい値を 56、下部はしきい値を

61 に設定している。ガフクロミックフィル

ムを上下反転してスキャンした画像を解析

することで明度しきい値による変化はスキ

ャナーによるものでないことを確認してい

る。一般的にエックス線発生装置ではエッ

クス線管球のタングステンターゲットとの

なす角度によって僅かに線量率が異なるこ

とが知られている（ヒール効果）が、線量の

差異によるフィルムの黒化度の違いを判別

することができた。また、フィルムの縦方向

と横方向での黒化度に大きな違いは見られ

なかった。 

 

(5)模擬測定での課題抽出 

 株式会社島津製作所 本社・三条工場にお

いて、実際にエックス線スペクトロメータ

の設置や電離箱式サーベイメータを用いた

模擬サーベイを行う模擬測定を実施した。 

 事前準備の段階では測定するエックス線

装置は全高が高いと想定し、エックス線ス

ペクトロメータは三脚に固定することが必

要と考えた。コリメータ専用治具は三脚へ

の固定が可能であるため、測定する線量率

に関係なくコリメータ専用治具にエックス

線スペクトロメータを取り付けることとし

た。また、エックス線スペクトロメータと電

離箱式サーベイメータの測定結果を比較す

るためには精度良く位置決めをする必要が

あるため、レーザー距離計などを用意した。 

 図８に模擬測定の様子を示す。現場での

エックス線スペクトロメータの設置はほぼ

事前の見積りどおりの時間で円滑に行うこ

とができた。しかし、コリメータ専用治具の

長さが 5cm ほどあるため、漏えい線量の測

定などで線量率が低い場合にこの方法では

十分に近づけることが困難であることが判

明した。また、エックス線装置は分電盤に結

線していることが多く、装置の近傍には測

定に利用可能なコンセントが存在しないこ

ともあることが分かった。さらに、測定には

エックス線スペクトロメータだけでなく、

コリメータ専用治具や三脚なども必要であ

るため、事業所までの運搬についても課題

があった。上記の課題の解決に向けて、必要

物品の準備も進め、低線量率エックス線場

でのエックス線スペクトロメータ固定治具

としてスマホホルダー、測定を行う事業所

までの測定機器の運搬用のキャリーケース

等を用意した。 

調査を行った事業所では図８のような机

図 8 模擬測定の様子 
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上に設置された小型のタイプから全高が

2m 近くまである大型のタイプまで、様々な

種類のエックス線装置が用途に応じて使用

されていた。小型のタイプも広く使われて

いることが判明したことを受け、三脚の設

置が難しい低さで測定することに備えて

XYZ 軸ステージ等の固定用治具の準備を進

めた。 

 

(6)情報収集活動 

 情報収集の結果は次のとおりである。 

 

・第５回日本放射線安全管理学会・日本保

健物理学会合同大会 

 本分担研究に関わるエックス線の測定技

術に関する話題として、本研究班の研究分

担者によるエックス線の線量測定に関する

発表が 1 件、新たなエックス線校正場の整

備に関する発表が 1 件なされていた。 

 新たなエックス線校正場の整備は 137Cs

線源が放出する 662keV ガンマ線の代替と

してエックス線を使用するものであり、現

状で数十mSv/hの線量率で測定できるとの

ことであった。しかし、エックス線はパルス

状であり、サーベイメータ等の実用測定器

の校正には検討が必要になるとのことであ

った。 

 

・非破壊検査分野等におけるエックス線作

業における放射線安全教育に関する専門研

究会 

 アンケートの実施状況とその結果につい

ての報告があった。アンケートにおいて、利

用しているエックス線装置として XRF 装

置が見られることが報告された。また、有識

者より、広義の⾮破壊検査には、空港での⼿ 

荷物検査・⾷品加⼯業・製造業における⾷品

中異物検査も該当するため、これらの業種

に対する調査も進めるべきとの意見が出さ

れた。また、作業者の中にはエックス線発⽣

装置照射コーンのすぐ後ろで待機し、被ば

くしてしまうケースも報告されているため、

事故を未然に防ぐために、エックス線を照

射したときの線量マッピングの資料がある

と良いとの意見があった。 

 

Ｄ．考察 

・測定可能なエネルギー範囲の検討 

エックス線スペクトロメータとして選定

した EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器

（EMF 社製）の 133Ba 標準場での照射試験

において、133Ba からの放出ガンマ線の放出

割合の文献値とエックス線スペクトロメー

タの光子フルエンス率から算出される割合

は概ね一致しており、測定する光子のエネ

ルギー範囲を 400 keV まで拡張しても光子

フルエンススペクトルの形状は測定可能で

あると考えられる。しかし、エックス線スペ

クトロメータで測定された空気カーマ率は

基準空気カーマ率に比べて 1.5 倍ほど大き

い値となっている。これは通常のエックス

線スペクトロメータでの測定では導入され

るエネルギーしきい値が81keVガンマ線の

存在で導入できないことも影響していると

考えられる。そのため、エックス線標準場で

のエックス線スペクトロメータを用いた空

気カーマ率の測定により、この不一致が

133Ba 標準場に固有の原因かを探ることが

望まれる。 

 

・コリメータの検討 

 通常のエックス線装置の測定でメーカー

が推奨している穴径 0.8mm と穴径 0.2mm

の２つの円板を組み合わせで、コリメート
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しない場合に比べて 1/1100 の計数率とな

っており、線量率が 10 mSv/h のエックス

線場であれば 10 μSv/h 相当まで落とすこ

とができると期待される。メーカーではイ

ンプットレートを 10,000cps で測定するよ

うに推奨しているので、穴径 0.8mm と穴径

0.2mm の組み合わせで測定を開始し、イン

プットレートがメーカー推奨値と比べて高

いようであれば穴径が小さいコリメータの

組み合わせに変更して再測定する運用を行

うこととした。 

 

・二次元線量分布測定手法の検討 

 照射済みのガフクロミックフィルムの解

析手法は確立させることができた。この手

法で線量を定量的に読み取るために、基準

線量を照射した時にフィルムによらず黒化

度が同一であること、異なるエネルギーの

エックス線でもフィルムの黒化に影響を与

えないことを標準場での照射で確認してい

く。 

 

・模擬測定での課題抽出 

 模擬測定では現場での設置は円滑に実施

できたことから事前準備の重要性を認識し

た。測定を行うエックス線装置の大きさや

設置環境等の情報を入手し、必要な資機材

を準備しておくことが肝となる。 

現場においては、エックス線スペクトロ

メータの設置に 20 分程度、撤収に 10 分程

度掛かっており、これに一つの測定ポイン

トでの測定に 5 分程度、測定ポイントの移

動による微調整で 5 分程度は見込まれる。

現場測定の時間として 2 時間を確保しても

測定は 9 ヶ所程度となることを念頭に測定

ポイントを絞り込む必要がある。線量率が

低い場合は絞り込んだ測定ポイントの中で

優先順位を付けて測定を実施しないと解析

に十分な統計数を確保できない場面も予想

されるため、電離箱式サーベイメータでの

線量率把握が重要になると考えられる。 

さらに、限られた時間で測定するため、ど

うしても十分な統計数が得られずに凹凸が

見られる波高スペクトルとなってしまう可

能性も考えられる。スムージング処理を施

して解析をしている先行研究もあるが明確

なピークが見られる場合は難しい。リビン

等によって凹凸が見られるスペクトルを処

理する最適な手法を検討する必要がある。 

 

Ｅ．結論及び今後の課題 

 令和 6 年度は次年度以降のエックス線装

置からの漏えい線量率分布及びエックス線

エネルギー分布の測定に向けた事前準備を

中心に実施した。 

 エックス線スペクトロメータとして選定

した EMF123-0 型 CdTe 放射線検出器

（EMF 社製）は必要十分な性能を把握して

いると標準場での照射試験から判断でき、

測定で得られる光子フルエンススペクトル

は概ね妥当と判断できる。また、本スペクト

ロメータを使用することで 5～400keV ま

でと幅広いエネルギー範囲かつ 100mSv/h

程度の高線量率下での光子エネルギー分布

の測定が可能と見込まれる。また、エックス

線スペクトロメータや電離箱式サーベイメ

ータでは難しい二次元線量分布もガフクロ

ミックフィルムと開発した手法により定量

的に解析することが可能である。これらの

状況からエックス線装置からの漏えい線量

率分布及びエックス線エネルギー分布の測

定に向けた事前準備は概ね完了した。次年

度以降は事業場において、エックス線スペ

クトロメータ、電離箱式サーベイメータ、ガ
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フクロミックフィルムを用いてエックス線

装置からの漏えい線量率分布及びエックス

線エネルギー分布の測定を実施する。 

 今後の課題として、さらなる定量化のた

めにはコリメータを装着したエックス線ス

ペクトロメータの高線量率下での照射試験

やガフクロマティックフィルムの校正を行

うことが必要であり、それにはエックス線

標準場で基準線量率での照射が望ましいこ

とが挙げられる。この課題に対しては FRS

の軟 X 線発生装置を活用したエックス線標

準場の整備を進めることで対応していく。 

 

Ｆ．健康危機情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出版・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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Ⅱ．分担研究報告 

エックス線装置からの漏えい線量測定を可能とする小型ガラス線量計の応答 

に関する検討 

研究代表者 古渡 意彦 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 

計測・線量評価部 物理線量評価グループ グループリーダー） 

 

 

 

研究要旨 

本分担研究では、小型ガラス線量計に対し、エックス線装置からの漏えい線量モニタリン

グ用線量計として使用可能か、基礎特性であるエネルギー応答及び角度分布特性を基準照

射により評価した。評価の対象としたガラス線量計素子は、研究代表者が以前より用いてい

た２種類（GD-302M 及び GD-352M）を採用し、線量計応答は ISO4037-3:2019 の記述に

従って評価した。２種類のガラス線量計は、それぞれ 1cm 線量当量、3mm 線量当量、及び

70μm 線量当量の単位に対し、基準線量によって応答を評価した。その結果、評価対象と

したガラス線量計のうち、GD-352M のエネルギー応答特性については、20 keV 以上から

137Csγ線の 662 keV まで非常に広いエネルギー範囲で IEC の規格要件で示された基準値

(エネルギー依存試験で得られた線量計レスポンスに対し 0.71 ～ 1.67)に入っていること

が確認できた。一方の GD-302M については、80 keV 以上のエックス線から 137Csγ線の

662 keV まで 0.71 ～ 1.67 に入っている一方、80 keV 以下の低エネルギーエックス線に対

して、５倍以上線量を過大に応答するエネルギーがあることが明らかとなった。 

 

 

Ａ．研究目的 

本分担研究は、非破壊検査業、製造業の分

野で用いられるエックス線装置からの漏え

い線量モニタリングに用いられる線量計に

ついて、装置からの漏えい線量（率）の合理

的な推定を可能とする技術開発の一環とし

て、小型ガラス線量計素子の応答特性を検

討するものである。一連の検討で得られる

知見は、本研究事業のエックス線作業主任

者等に対する効果的な教育に関する研究の

うち、特に不慮のエックス線被ばく事故時

の、労働者の極端な不均等被ばく状況が認

められるような、一般的な線量評価・推定手

法の適応が困難である被ばく状況が生じた

場合を想定して、妥当な線量評価を行って、

教育用コンテンツに資するためのものであ

る。 

不均等被ばく事故時の状況を考慮したエ

ックス線装置からの漏えい線量（率）の測

定・提示で重要となるのは、不均等被ばく状

況を含めた労働者の被ばく管理であること

は論を俟たない。現状でも、特に非破壊検査

業については放射性同位元素等の規制に関

する法律（以下、「RI 規制法」という。）に

基づく放射線業務従事者の管理が行われて

いる事業場が多く、また、暴露する被ばく線
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量も比較的多いことから労働者の被ばく管

理は適切に進められており、労働者個別に

放射線防護を最適化して、各事業場で被ば

く線量低減対策が自律的に行われていると

ころである。一方で、エックス線装置による

被ばく事故は想定しづらいところであるが、

本研究事業の契機となった被ばく事故など、

不適切な使用や勘違い、あるいは「あえて

型」の事象の帰結として被ばく事故は発生

しうる。被ばく事故は、エックス線作業主任

者を含めた労働者が、作業時の放射線防護

に関する情報を収集し、工学的な被ばく線

量低減方法を具体的に実施することでアド

バイスすることで達成できる。一連の取り

組みで重要となるのが、放射線防護の最適

化に関する介入前後での労働者の被ばく線

量を適切にモニタリングする手段である。

これには個人被ばくをモニタリングする個

人線量計からの被ばく線量計が不可欠であ

る。同様に、極端でまれな事例としての被ば

く事故に関する情報を事前に知り、それら

に対して防護施策を行うことが望ましい。 

本分担研究報告者は、以前実施した研究

班において、医療従事者の被ばく管理マネ

ジメントシステム導入にともなう放射線防

護の最適化介入に資することを目的として、

小型ガラス線量計素子を眼の水晶体等価線

量、手指等末端部等価線量、及び体幹部・頸

部モニタリングのために使用することを提

案した。採用された小型ガラス線量計は、千

代田テクノル社製 Dose Ace 用ガラス線量

計 GD352M である[1]。研究代表者らは、

ガラス線量計素子からの読み値が水晶体等

価線量の推定値となる 3mm 線量当量を与

えるような校正定数を、国際規格に基づき

導出する手法を開発し報告を行った[2]。さ

らに、当該ガラス線量計素子の使用範囲を

拡大させるため、医療従事者の手指等末端

部モニタリングのための 70μm 線量当量

で評価するための校正定数についても評価

した [3]。 

 

本分担研究では、非破壊検査業、製造業の

分野で用いられるエックス線装置からの漏

えい線量モニタリングに用いられる線量計

について、装置からの漏えい線量（率）の合

理的な推定を可能とする技術開発の一環と

して、小型ガラス線量計素子からの指示値

から、適切に漏えい線量（率）を導出するこ

とができるよう、当該ガラス線量計素子を

調査の対象となるエックス線装置の照射野

及び装置周辺に取り付けた際にも適切な指

示値を与えうるかについて検討を進めた。

前述のとおり、報告者らの研究班では、ガラ

ス線量計素子について、適切な校正定数を

与えることで、眼の水晶体個人モニタリン

グに供することができることを示した

[2],[3]。本分担研究では、個人線量当量では

なく、周辺線量当量及び方向性線量当量で

の校正定数を与えることで、使用するガラ

ス線量計の指示値を適切な線量当量へ換算

できるようにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本件事業初年度である令和６年度は、エ

ックス線装置からの漏えい線量測定を行う

ため、対象となるエックス線装置の各所に

貼り付けて利用する際の応答特性等につい

て評価を行った。評価に用いたガラス線量

計素子は、AGC 旭硝子社製 GD-302M 及び

GD-352M である。 
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図２ ガラス線量計 GD302M（左）及び

GD-352M（右）の外観 

ガラス線量計は、内部に蛍光ガラス線量

計措置を備えており、線量情報を読み出す

際には読出し装置内部でケースから取り外

し、内部のガラス線量計素子からの蛍光量

を読み取って、被ばく線量を算定する。 

 

図１ GD-300 シリーズのガラス線量計

素子本体（千代田テクノル社ホームページ

より引用[1]） 

 

個人線量計のエネルギー応答及び応答の

角度依存に関する試験は、ISO で定められ

ており、本年度の研究における基準照射は、

ISO4037-3:2019 の記述に従って行った。ガ

ラス線量計素子は、フリーエア照射を行う

ため、枠組みを準備してテープを渡し、テー

プ状にガラス線量計素子を貼付した。エネ

ルギー応答及び角度依存の評価に使用した

基準放射線の線種は、ISO4037-3;2019 [5]

の記載に従い、S-Cs、及び ISO Narrow 

series のN-20からN-200 [4]までの１０線

種である。 

照射したガラス線量計素子の応答は、

IEC62387:2020 [5]の記述に従い、後述の式

に従って評価した。 

 

𝑅𝐸 =
𝑀𝐸

ℎ∗
𝐾(𝑎; 0) × 𝐾𝑎

 

 

当該ガラス線量計素子を用いて被ばく線

量を求める場合、ガラス線量計素子からの

指示値は読み取り装置からの読出値に係数

を乗じて算定され、ガラス線量計読出し装

置による線量計素子からの蛍光発光量に応

じた計数値を直接取り扱うことができない。

そこで、ガラス線量計のガラス線量計の読

み値の正味値[Gy]を上式の ME と定義して

応答の評価を行う。ここで、ℎ∗
𝐾(𝑎; 0)は空気

カーマ－周辺（または方向性）線量当量換算

係数[Sv/Gy]であり、𝐾𝑎は線量計に照射する

基準空気カーマ[Gy]である。 

本研究事業で採用したガラス線量計素子

及びガラス線量計読み出しシステムは、業

者による納入時設定の状態で被ばく線量測

定システムとして使用する際には、人体を

模擬したファントムと呼ばれる特別の治具

に取り付けない状態で（フリーエアで）空気

カーマの単位で基準照射を行ったガラス線

量計が基準線量計として準備される。その

ため、どのような条件でガラス線量計をば

く露させたとしても、そのガラス線量計か

らの読み値は、空気吸収線量の単位[Gy]で

えられる。本分担研究では、エックス線装置

の各所、またはエックス線装置の照射野に

ガラス線量計を設置したした場合に入射す
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る線量当量（実用量）を考慮した換算係数を

乗じて周辺（または方向性）線量当量が得ら

れるように評価する。この場合、ℎ∗
𝐾(10; 0)

のみならず、ℎ′
𝐾(3; 0)及びℎ′

𝐾(0.07; 0)につ

いても評価を行った。 

本研究では、空気カーマ－個人線量当量

換算係数は ISO4037-3:2019 [4]の値を使用

した。また、本分担研究では、国際規格で規

定されている試験内容に従って、ガラス線

量計素子をエックス線装置からの漏えい線

量（率）の測定に用いる線量計として用いる

ことが可能か検討するため、 ISO4037-

1:2019 [4]で示される線質 S-Cs（Csγ線校

正場：平均エネルギー 662 keV）で得られ

たレスポンス RE を基準として他の X 線校

正場で得られたレスポンスの相対応答を評

価した。相対的な応答 RRE は以下の式で導

出した。 

 

𝑅𝑅𝐸 =

𝑀𝐸

ℎ′
𝐾(𝑏; 0) × 𝐾𝑎,𝐸

𝑀𝑆−𝐶𝑠

ℎ′
𝐾(𝑏; 0) × 𝐾𝑎,𝑆−𝐶𝑠

 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、放射線線量計の特性試験を

行うものであり、特定個人を対象とした被

ばく線量等を測定するものではなく、人権

擁護上の配慮等を特に必要としない。 

 

 

図３ 本研究班で使用予定のガラス線量計 GD-352M の応答に関するエネルギー依存

性。応答は、137Cs ガンマ線に対する応答を１として規格化されている。図には、IEC

の規格用件で求められている下限値（0.71）及び上限値(1.67)を示している。 
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Ｃ．研究結果 

本研究班で採用した小型ガラス線量計素

子２種類（GD-302M 及び GD-352M）につ

いて、ISO4037-3:2019 の記述に従い、周辺

（及び方向性）線量当量単位でのエネルギ

ー応答特性を評価した。図３では、GD-

352M ガラス線量計線量計応答に関するエ

ネルギー依存性を示す。図４では、GD-

302M におけるエネルギー依存性を示す。

図３及び図４で示すとおり、２種類のガラ

ス線量計のうち、GD-352M のエネルギー応

答特性については、20 keV 以上から 662 

keV までの非常に広いエネルギー範囲で

IEC の規格要件で示された基準値(エネル

ギー及び角度依存試験で得られた線量計レ

スポンスに対し 0.71 ～ 1.67)に入ってい

ることが確認できた。これは、すべての線量

単位で言えることである。線質 N20(16.4 

keV)で得られた結果について、3mm 方向性

線量当量及び 70μm 方向性線量当量単位

での応答は、基準値の下限から外れている。 

 図４では、GD-302M ガラス線量計におけ

る個人線量当量単位の違いによるエネルギ

ー応答特性の変化を示した。図３と同様に

IEC 規格が要求する応答の基準値を示して

いる。いずれの線量当量単位に対しても、

GD-302M の相対応答は線質 N100（80 keV）

より高いエックス線エネルギーに対して

IEC の要求する基準値内に入っていること

が明らかとなった。一方で、線質 N100 よ

りも低い値に対しては、相対応答は２倍を

超えて大きくなり、1cm 線量当量（H*(10)）

については、エックス線線質 N-20 に対す

る相対応答は５倍を超えている。また、方向

図４ ガラス線量計 GD-302M の各線量当量単位におけるエネルギー応答特性 
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性線量当量についていうと、40 keV より低

いエネルギーのエックス線に対しては、相

対応答は減少に転じており、70μm 方向性

線量当量の場合、線質 N20 では IEC 基準

値内に相対応答が入っている結果となった。 

図５から図７では、２種類のガラス線量

計について、各線量当量単位における線量

計応答の角度分布特性について示した。基

準としたエックス線の線質はN60（48 keV）

であり、線量計をエックス線入射方向に対

して正対させて照射した条件を０度とし、

エックス線入射方向に対し線量計を回転さ

せ入射角度を変化させた。角度分布試験に

ついては、０度から７５まで１５度刻みで

行った。また、角度分布応答特性の評価は、

入射角度０度で得られた応答を１とした場

合の相対応答で評価している。図中の

Vertical 及び Horizontal は、線量計の設置

方向を示しており、Vertical は円筒形のガ

ラス線量計の軸を鉛直方向に設置した場合、

Horizontal はガラス線量計の軸を水平方向

にして設置した場合を指す。 

２種類のガラス線量計における角度分布

について、ガラス線量計の種類及び線量当

量の単位に関わらず、Vertical 方向に設置

した場合には、試験対象とした０度から７

５度まで相対応答がほとんど変化していな

いことが分かった。いずれの線量当量単位

に対しても、GD-302M 及び GD-352M ガ

ラス線量計は、相対応答が IEC の要求する

基準値である 0.71 ～ 1.67の範囲に入って

いる。一方で、Horizontal 方向（円筒形ガ

図５ ガラス線量計 GD-302M 及び GD-352M における 1cm 周辺線量当量単位におけ

る角度分布特性 
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ラス線量計の軸方向を水平にして設置した

場合）には照射角度が６０度を超えてから

応答に差がみられる。GD-302M については、

線量当量の単位に関わらず、照射角度が７

５度まで IECの要求する基準値内にはいっ

ている。しかしながら、GD-352M の相対応

答は６０度で急激に低下しており、線量当

量単位に関わらず IECの要求する基準値の

下限である 0.71 を下回る結果となった。 

 

Ｄ．考察 

本研究で得られた測定結果から以下の課

題に従って評価を進めた。 

（１）ガラス線量計応答のエネルギー依存

について 

 前項図３及び図４に示す小型ガラス線量

計のエネルギー応答特性について議論する。 

図３及び図４に示す通り、100 keV 以下

のエックス線に対し、ガラス線量計素子に

対してスズ製エネルギー補償フィルターが

装着されている GD-352M とフィルターが

装着されていない GD-302M で応答のエネ

ルギー依存性に大きな違いが生じている。

これは、報告者が以前に報告したのと同様

の傾向を示している[2],[3]。特に、GD-302M

のエネルギー応答特性は、平均エネルギー

32 keV の線質 N-40 に対して最大を示して

おり、ばく露された線量に対して５倍以上

過大評価することが分かった。この値も以

前の研究班で行ったガラス線量計の応答特

性と近い値を示している。また、GD-302M

のエネルギー応答を詳細にみると、16.3 

keV(N20)から65.2 keV(N80)までは IECの

規格用件で求められている上限値(1.67)を

図７ ガラス線量計 GD-302M 及び GD-352M における 3mm 方向性線量当量単位にお

ける角度分布特性 
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超えている。工業用エックス線装置からの

漏えいエックス線のエネルギー成分は今後

本研究班において明らかとしていくが、管

電圧 50 kV のエックス線に対する散乱エッ

クス線を考慮すると、そのエックス線エネ

ルギーは 20 keV～30 keV になると予想さ

れる。もし GD-302M を使用して測定する

場合、そのようなエックス線に対しては、漏

えいエックス線量を過大に評価することが

示唆される。特に、ガラス線量計素子に校正

定数を乗じない場合には、大幅な過大評価

が見込まれる。例えば、指示値が 10 μGy

程度以下のような、非常に低い線量であっ

たとしても、５倍に過大評価することとな

る。現行の電離放射線障害防止規則で定め

る管理区域設定の基準は、実効線量で３月

で 1.3 mSv を超えないこととされている。

一時間当たりでは 2.5 μSv と換算できる

が、５倍以上過大に評価されていることを

知らずにエックス線装置からの漏えい線量

測定に用いた場合、指示値が過大に表示さ

れ、装置からのエックス線漏えいを疑う結

果につながりかねない。 

GD-352M で得られたエネルギー応答特

性は、特に 1cm 周辺線量当量の単位でみる

とエックス線線質 N20（16.3 keV）から S-

Cs (662 keV)までの幅広いエネルギー範囲

で、IEC の規格用件の範囲内に入っている。

3mm 及び 70μm 方向性線量当量の単位で

は、N20（16.3 keV）に対する相対応答は

IEC の規格用件で求められている下限値で

の 0.71 を下回る結果が得られた。このこと

から、20 keV 以下の低エネルギー領域のエ

ックス線が支配的となる漏えいエックス線

図７ ガラス線量計 GD-302M 及び GD-352M における 70μm 方向性線量当量単位に

おける角度分布特性 
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に対する測定でない限り、GD-352M を用い

る測定を行うことで、適切な漏えい線量測

定が可能であるといえる。 

例えば GD-352M をエックス線装置から

の漏えいエックス線線量測定用の線量計と

して使用する場合、適切な線量当量単位を

与える校正定数を導出して使用されなけれ

ばならない。その場合、基準照射試験で求め

られた校正定数を用い、例えば 1cm 周辺線

量当量の場合では、 

 

1cm 周辺線量当量 [Sv] =  

ガラス線量計指示値  [Gy] ×校正定数 

[Sv/Gy] 

 

という式で求めることができる。上述のと

おり、GD-352M の応答特性は IEC の要求

する基準値内に入っているが、その相対応

答は 16.3 keV から 662 keV までの範囲で

0.8 から 1.4 で変化している。このエネルギ

ー応答特性結果に基づき、測定対象となる

エックス線装置からの漏えいエックス線の

性状に併せた適切な校正定数を導出する必

要がある。 

 

（２）適切な線量当量を与える校正定数に

ついて 

 本研究班では、ガラス線量計 GD-302M

及び GD-352M を、エックス線装置からの

漏えい線量モニタリングに供する線量計と

して使用可能かの性能評価を進めた。前述

のとおり、GD-352M については、特にエネ

ルギー応答特性について、特に、1cm 周辺

線量については、試験を行った 16 keV ～ 

662 keV の範囲で、IEC の定める基準値の

範囲内である 0.71～1.67に入っていること

が分かった。これは、GD-352M の読出し値

に対して適切な校正定数を与えることで、

エックス線装置からの漏えい線量測定に供

することが可能である。 

より詳細に GD-352M エネルギー応答特

性を見ていくと、3mm 方向性線量当量の応

答は、16.3 keV で IEC の要求する基準値の

下限を下回るものの、それより高いエネル

ギーのエックス線に対しては、相対応答が

0.72 から 1.0 の範囲で変化しており、1cm

周辺線量当量と比較してもフラットである。

また、70μm 個人線量当量については、20 

keV 以上のエックス線エネルギーに対して

相対応答が 0.78 から 1.0 で変化しており、

他の線量当量単位と比較して最も平坦な相

対応答を示している。また、本分担研究で測

定対象とするのは、産業用エックス線CT装

置等からの漏えいエックス線であり、管電

圧が高電圧でないような装置については、

漏えいエックス線のエネルギーも 100 keV

以下であろうと予想される。これらを考慮

すると、ガラス線量計 GD-352M をエック

ス線装置からの漏えいエックス線線量測定

に供する場合には、以下の式に示す通り、

GD-352M をフリーエア条件で照射して、

70μm 方向性線量当量の単位で校正される

とより適切な測定が可能である。 

 

70μm 方向性線量当量 [Sv]  

= 蛍光ガラス線量計指示値 [Gy] ×  

 
𝐶𝑠137 の基準線量𝐻′(0.07) [Sv]

基準照射時の指示値 [Gy]
 × 

137Cs に対するあるエックス線線質の相

対的な校正定数 

 

 例えば、70μm 方向性線量当量の場合で

は、校正定数は 137Csγ線に対する応答の
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逆数から、1.18 ± 0.06 (=1/0.85)と設定で

きる。 

現行の電離放射線障害防止規則における

管理区域境界の測定では、1cm 周辺線量当

量で実効線量の推定値とすることが定めら

れている。管理区域からの漏えいエックス

線線量測定を 1cm周辺線量当量単位で測定

を行う場合、別途校正定数を 1cm 周辺線量

で与える必要があるが、実務上は線量計の

読み値に校正定数を乗じるので、煩雑な行

為ではない。一方で図３に示すとおり、エネ

ルギー応答特性を考慮すると、16.3 keV の

エックス線に対し、相対応答が 1.4 以上と

なっているため、低エネルギーエックス線

成分に対し過大な応答となる。特に、漏えい

エックス線成分は、20 keV 以下のエックス

線成分が支配的であることも考えられるこ

とから、線量当量の評価の際に過大に評価

する可能性がある点は留意すべきである。 

GD-302M のエネルギー応答特性につい

て議論すると、100 keV 以下のエックス線

エネルギーに対しては、1cm 周辺線量当量

と、3mm 及び 70μm 方向性線量当量の単

位で傾向が全く異なっている。特に、16.3 

keV から 33.3 keV までのエックス線エネ

ルギーに対し、1cm 周辺線量当量では単調

に増加して相対応答が 5.1 に達するのに対

し、3mm 及び 70μm 方向性線量当量の単

位では、33.3 keV のエックス線に対して最

大の相対応答をとるが、それより低いエネ

ルギーのエックス線に対しては相対応答が

低減し、それぞれ 3mm 方向性線量当量で

2.3、70μm線量当量で1.68となっており、

相対応答としてはより良好であるといえる。

GD-302M と比較して前述の GD-352M の

エネルギー応答特性は緩やかに変化するが、

これは GD-352M にスズ製エネルギー補償

フィルターが導入されていることに起因す

ると考えられる。線質 N100（83.3 keV）よ

り高いエネルギーのエックス線に対しては、

線量当量の単位に関わらずいずれもフラッ

トであり、良好な応答を示していることが

分かった。前述のとおり、エックス線装置か

らの漏えいエックス線成分は、20 keV 以下

のエックス線成分が支配的であることも考

えられることから、GD-302M からの読み値

を各線量当量単位に換算する場合には注意

が必要である。ただし、以前の研究から 32 

keV での単位空気カーマ当たりエネルギー

沈着量は、GD-302M は GD-352M に対し

て 3 倍程度であることが、計算シミュレー

ションでわかっており、結果としてエック

ス線に対して GD-302M は約 3 倍感度が高

いことになる。このことを考慮し、非常に低

い漏えい線量率のモニタリングを粉う際に

は、適切な校正定数を与えた GD-302M を

用いることを検討すべきである。 

 

Ｅ．結論及び今後の課題 

令和６年度に実施した本分担研究では、

小型ガラス線量計に対し、エックス線装置

からの漏えい線量モニタリング用線量計と

して使用可能か、基礎特性であるエネルギ

ー応答及び角度分布特性を基準照射により

評価した。評価の対象としたガラス線量計

素子は、研究代表者が以前より用いていた

２種類（GD-302M 及び GD-352M）を採用

し、線量計応答は ISO4037-3:2019 の記述

に従って評価した。２種類のガラス線量計

は、それぞれ 1cm 線量当量、3mm 線量当

量、及び 70μm 線量当量の単位に対し、基

準線量によって応答を評価した。その結果、

評価対象としたガラス線量計のうち、GD-

352M のエネルギー応答特性については、
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20 keV 以上から 137Csγ線の 662 keV ま

で非常に広いエネルギー範囲で IECの規格

要件で示された基準値(エネルギー依存試

験で得られた線量計レスポンスに対し 0.71 

～ 1.67)に入っていることが確認できた。

一方の GD-302M については、80 keV 以上

のエックス線から 137Csγ線の 662 keV ま

で 0.71 ～ 1.67 に入っている一方、80 keV

以下の低エネルギーエックス線に対して、

５倍以上線量を過大に応答するエネルギー

があることが明らかとなった。 

さらに、当該ガラス線量計を実際にエック

ス線装置からの漏えい線量測定に供する場

合の校正定数の設定についても議論した。

例えば GD-352M をエックス線装置からの

漏えいエックス線線量測定用の線量計とし

て使用する場合、例えば 70μm 方向性線量

当量の場合では、1.18 ± 0.06 と設定でき

る。 

 

本研究課題は今年度開始し、事業期間３

か年における２年目以降の課題は以下の点

である。 

（１）測定の状況に応じた校正定数の導

出 

（２）漏えいエックス線測定手順の確立 

（１）について、前掲どおり本研究班で使

用するガラス線量計の線量計読出し装置は、

137Cs の 662 keV ガンマ線校正場で基準照

射を行った標準ガラス線量計によって校正

されている。ガラス線量計のガラス線量計

読出し装置からの読み値は、標準ガラス線

量計の照射条件に依存し、必要な線量当量

の単位での評価を行う場合には別途校正定

数を与える必要がある。一般的な標準ガラ

ス線量計素子の照射条件は、線量計をある

ファントムに設置しないフリーエア照射で

あり、ガラス線量計で得られる線量は、この

場合空気吸収線量[Gy]である。本年度の研

究により、小型ガラス線量計を用いてエッ

クス線装置からの漏えい線量の適切な測定

が可能か、ISO の記述に基づく試験を行い、

基礎的な特性を把握した。本研究で示した

通り、GD-302M 及び GD-352M ガラス線

量計の応答にはエネルギー依存があり、ま

た線量当量の単位によっても応答特性の振

舞いが異なっている。このことから、エック

ス線装置について、装置内部の構造物及び

装置筐体等からの散乱エックス線のエネル

ギー分布に対して過小評価とならないよう

な校正定数を得ることが重要であり、その

ためにも後述のとおり、エックス線エネル

ギースペクトル測定は不可欠といえよう。 

（２）について、エックス線装置からの漏

えい線量（率）測定では、エックス線エネル

ギースペクトル測定及び線量当量（率）測定

が求められる。本分担研究では、ガラス線量

計の基本特性を評価して、エックス線装置

からの漏えい線量（率）測定に供するための

準備を進めた。原理的にガラス線量計では

エックス線エネルギー分布を測定すること

は困難であり、エックス線エネルギー分布

を測定によって評価するには別途エネルギ

ー弁別用フィルターを準備する等の検討が

必要である。本研究事業における研究班で

は、エックス線エネルギー分布を測定で求

めるための準備も進めている。具体的には、

半導体検出器を用い、エックス線装置から

の漏えいエックス線を直接測定で検出器の

波高分布として取得し、得られた波高分布

からエックス線スペクトルに変換する手法

を採用している。エックス線装置からの漏

えい線量（率）測定の手順としては、まず装

置からの漏えいエックス線分布を半導体検
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出器を用いて測定して平均エネルギーを決

定し、その後ガラス線量計等の受動型線量

計によって積算の線量を求める手法を検討

中である。本研究事業の２年目では、エック

ス線装置からの漏えいエックス線について、

半導体検出器によるエックス線フルエンス

率測定と同時に、線量（率）測定を試行する

計画である。 
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1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

Ｉ．引用文献 

[1] 千代田テクノル株式会社 ガラス線量

計 素 子 ・ ガ ラ ス 線 量 計 読 出 装 置 

https://www.c-technol.co.jp/cms/wp-

content/uploads/2014/11/e-

dose_ace.pdf Available on 22nd 

February 2023. 

 

[2] Kowatari, M. et al. “DOSE 

MEASUREMENT PRECISION OF 

AN RPLD-BASED EYE LENS 

DOSEMETER APPLICABLE TO THE 

MEDICAL SECTOR” Radiation 

Protection Dosimetry (2022), Vol. 198, 

No. 17, pp. 1303–1312 

 

[3] Kowatari, M. et al., “Characterization 

of small radiophotoluminescence 

dosemeter in terms of HP(0.07) for 

extremity dose monitoring of medical 

personnel” Radiation Protection 

Dosimetry, Volume 199, Issue 15-16, 

October 2023, Pages 1807–1812, 

 

[4] ISO 4037-3:2019 Radiological 

protection — X and gamma reference 

radiation for calibrating dosemeters 

and doserate meters and for 

determining their response as a 

function of photon energy — Part 3: 

Calibration of area and personal 

dosemeters and the measurement of 

their response as a function of energy 

and angle of incidence 

 

[5] EC 62387:2020  Radiation protection 

instrumentation - Dosimetry systems 

with integrating passive detectors for 

individual, workplace and environmental 

monitoring of photon and beta radiation 

 

https://www.c-technol.co.jp/cms/wp-content/uploads/2014/11/e-dose_ace.pdf
https://www.c-technol.co.jp/cms/wp-content/uploads/2014/11/e-dose_ace.pdf
https://www.c-technol.co.jp/cms/wp-content/uploads/2014/11/e-dose_ace.pdf
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Ⅲ．分担研究報告 

製造業、非破壊検査業におけるエックス線作業主任者等の安全教育のあり方に関する検討 

 

研究代表者 古渡 意彦 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 

計測・線量評価部 物理線量評価グループ グループリーダー） 

 

 

研究要旨 

本分担研究では、主任者及びエックス線装置を使用して作業を行う労働者が、安全衛生に

関する継続的な能力向上に資する教育・講習パッケージの開発に先んじて、主任者の教育・

講習にはどのような教科がどの程度必要か、主任者以外の労働者、特に放射線業務従事者で

はないが、エックス線装置を使用する労働者は一定数おり、事業者が彼らに対しどのような

安全衛生教育をどの程度施すべきか検討を行った。 

検討の結果、（ａ）エックス線作業に係る安全教育を受ける主任者等のカテゴリについて、

現行の透過写真撮影の業務に従事する主任者及び放射線業務従事者に対しては、従前と同

様の教育内容・時間が確保されるべきと提案する。同時に、被ばくの恐れがほとんどない作

業を行う労働者に対しては、従来の４時間３０分の教育・講習では過剰と考えられ、内容を

より平易なものとして、時間も短時間な教育・講習を行うことを提案する。併せて、エック

ス線装置を用いるが、撮影業務ではなく、管理区域内で作業は行うが、被ばくの恐れはそこ

まで大きくない考慮される労働者については、撮影業務に関する項目を除いて実施する形

を提案する。 

 （ｂ）安全教育の頻度について、製造業、非破壊検査業における事業場での教育の頻度に

ついて、特に関係法令についてはリマインドの意味でも毎年教育・講習を受ける機会がある

ことが望ましい。その他の項目についても実施されることが望ましいが、現状の労働者の負

担感も小さく、継続的に行えるような施策が良い。 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて、一律で画一的な教育を、事業場の大きさを考慮せず

に当てはめるのは、教育・講習の労働者への定着度の観点から望ましいといえない。エック

ス線被ばくの可能性に応じて、教育・講習の内容及び時間を考慮し、必要な教育を必要なだ

け提供できる環境が整備されることが望ましい。また、建設業における職長・安全衛生責任

者を教育する講師に対する、講師養成研修のように、電離則におけるエックス線を利用する

労働者に対しても、主任者等への能力向上教育の講師として活動するために求められる教

育・講習が実施されることは有効であろう。 

 

 

Ａ．研究目的 

報告者らは、令和６年度厚生労働省労災

疾病臨床研究補助金事業で、報告者らは製

造業、非破壊検査業のエックス線作業主任

者（以下、「主任者」という。）を選任する事
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業場において、安全衛生に係る能力向上に

向けた取組み状況とエックス線作業環境及

び放射線防護措置の現状を調査・分析して、

被ばく事故防止及び線量低減に実効性ある

教育内容・講習について検討し、事業場への

実装を目指す研究を進めている。研究の背

景には、主任者によってエックス線作業が

監督されているにもかかわらずエックス線

被ばく事故が発生しており、２０２１年５

月２９日には兵庫県姫路市において被ばく

事故が発生し、作業者が年間線量限度の数

倍から数十倍に及ぶ被ばくをした可能性が

あるとの報道があった。事業場でのエック

ス線被ばく事故につながりうる問題点・課

題の一つに、主任者の能力向上に関する教

育が十分に行われていない点が遠因として

挙げられるとの指摘がある[1]。本研究は、

主任者の安全衛生に係る能力向上に資する

ための教育･講習の実施することで、主任者

を含む労働者のエックス線被ばく低減と労

災疾病防止に資するものであり、主任者の

安全衛生に係る能力向上を図るための教

育・講習の制度に係る提案について、以下の

３つのサブテーマ（調査①、調査②及び開発

③）を設定し、各テーマで進捗管理しつつ遂

行するものである。 

調査①：主任者等の安全管理に係る能力向

上に向けた取組み状況及び放射線防護対策

措置の調査 

調査②：エックス線場の特徴の把握（漏えい

線量率測定及び被ばく線量評価） 

開発③：主任者及び作業者に対する効果的

な教育・講習パッケージの開発 

 調査①及び②は並行して進め、それらを

開発③に反映させる形で集約するが、本分

担研究では、開発③に着手する以前の現状

の把握と、現状に基づく主任者及びエック

ス線作業者への安全教育のあり方について

検討する。 

 

事業者が労働者に労働安全衛生法（以下、

安衛法）施行令第六条第五号に掲げる放射

線作業を行わせる場合、第四十六条に従っ

て、事業者は主任者免許を受けた者のうち

から、管理区域ごとに主任者を選任しなけ

ればならない。同時に、選任された主任者が

その職務を誠実に遂行できるよう、事業者

は配慮する必要があり、安衛法第十九条の

二において、事業場における安全衛生の水

準の向上を図るため、主任者のように労働

災害の防止のための業務に従事する者に対

し、従事する業務に関する能力の向上を図

るための教育、講習等を行う、又はこれらを

受ける機会を与えるように努めることが求

められている。 

令和７年３月時点では、主任者免許を受

けて後、主任者が管理区域で選任される際

に、特別の教育が施される、又は主任者が監

督する放射線業務従事者等へ特別の教育を

施すことが考えられる。特別の教育の内容

は、透過写真撮影業務特別教育規程(昭和 

50 年労働省告示第 50 号)に示される通り

であり、 

一 透過写真の撮影の作業の方法 

二 エツクス線装置又はガンマ線照射装

置の構造及び取扱いの方法 

三 電離放射線の生体に与える影響 

四 関係法令 

を所定の時間以上行う。 

 この特別の教育は、エックス線装置の使

用又はエックス線の発生を伴う当該装置の

検査の業務、又エックス線管若しくはケノ

トロンのガス抜き又はエックス線の発生を

伴うこれらの検査の業務と指定された放射
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線業務に係る作業、及びガンマ線照射装置

を用いて行う透過写真の撮影の作業に従事

する労働者に対して実施されることが求め

られている。上記の透過写真の撮影の業務

以外でエックス線装置を用いる業務に従事

する放射線業務従事者には、事業者が特別

な教育を施すことは求められていない。ま

た、エックス線装置を用いて行う透過写真

の撮影の作業であって、ボックス型装置の

ように、装置の外に管理区域が生じない装

置を用いる作業については、放射線業務従

事者でなくとも、エックス線装置取扱者と

して上述の透過写真撮影業務特別教育規程

に基づく特別の教育と同時間の教育が行わ

れている。 

上記の特別の教育に加えて、安衛法では

労働者の就業に当たっての措置として、事

業者には安全衛生教育の実施が義務付けら

れている（安衛法第五十九条及び第六十条）。

事業者には、労働者を雇い入れたときに行

う、その従事する業務に関する安全又は衛

生のための教育を施す義務があることに加

えて、労働者の作業内容を変更したときに

ついても同様に教育することが求められる

（第五十九条）。この定めに従い、事業者は

エックス線装置を用いる作業に係る安全又

は衛生のための教育を施さなければならな

い。エックス線装置を用いる作業に従事す

る労働者は、放射線業務従事者でなくとも

教育が施されなければならない。この教育

について、事業者に実施または提供が義務

付けられているが、現行法令では時間の定

めはない。 

 

本分担研究では、主任者及びエックス線

装置を使用して作業を行う労働者が、安全

衛生に関する能力向上を持続的に行うこと

で、エックス線による被ばく線量が低減し、

被ばく事故を防止できるよう、継続的な能

力向上に資する教育・講習パッケージの開

発を目指している。エックス線装置は多様

で、利用形態もそれに応じ非常に幅広いこ

とは周知の事実である。それらを画一的な

教育・講習プログラムを当てはめて、不要な

労働負荷を増やすことなく、必要な時に、必

要な人（労働者）が、必要な分だけ、安全衛

生に係る教育を受講できるような教育・講

習プログラムを検討している。そのような

教育・講習プログラム設計に先立ち、主任者

の教育・講習にはどのような教科がどの程

度必要か、主任者以外の労働者、特に放射線

業務従事者ではないが、エックス線装置を

使用する労働者は一定数おり、事業者が彼

らに対しどのような安全衛生教育をどの程

度施すべきか検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 研究事業初年度である令和６年度は、開

発③で、主任者及び作業者に対する効果的

な教育・講習パッケージの開発のうち、主任

者及びエックス線装置使用者に対する安全

教育について検討した。 

 検討を進めるにあたり、安衛法で定めら

れた労働安全教育全般を検討材料とし、中

央労働災害防止協会等一般財団法人、企業

等が提供する安全衛生教育の具体例を参考

にした。併せて、本研究事業で今年度実施し

た非破壊検査業に従事するエックス線作業

主任者等へのアンケート調査における、特

別の教育の内容、頻度、及び満足度を参考に

するほか、自由記述で記載された内容も視

野に入れる。さらに、エックス線装置メーカ

ーにおける開発者らより直接現状について

ヒアリングを行い、安全教育の現状につい
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ての意見を参考にした。 

また、日本保健物理学会専門研究会にお

いて、日本検査機器工業会(JIMA)会長等外

部有識者を招へいし、主任者のみならずエ

ックス線を使用する労働者等への安全教育

等について意見交換を行った。 

 

Ｃ．検討結果及び考察 

主任者及び作業者に対する個別の教育、

訓練及び講習の素案（第１案）をまとめる前

に、主任者等の安全教育のあり方について

議論する。 

本分担報告書執筆時点での主任者に対す

る教育は、管理区域における主任者として

の指定を受ける時点で受講する教育は義務

付けられていない。例えば、ある主任者が初

めて管理区域における主任者として指定さ

れた場合には、エックス線撮影の業務に従

事することに伴う特別の教育の受講が義務

付けられているか、あるいは、後述のこれま

でと異なる作業・業務に従事することに伴

う、作業内容変更時に伴う安全衛生教育の

受講が求められる、と考えられる。 

一度指定を受けた主任者に対しては、現

行法令化では同一内容の教育を再度受ける

ことは求められていない。主任者として指

定した事業者には、当該主任者に対して安

衛法に基づく安全又は衛生に係る教育・講

習を受けさせる義務を負うが、明確な規定

はない。事業場によっては、現場で作業・監

督する労働者本人が主任者としての職務を

行い、監督する労働者に対する教育・講習を

施す例も聞かれる。このような場合、例えば

事業場における雇い入れ時教育でエックス

線装置の使用に係る講師を担当する機会が、

安全衛生の能力向上に資する教育の機会と

とらえることも可能であろう。このような

継続的な取り組みが行われている事業場の

労働安全衛生の取り組みは模範的といえる

が、主任者本人への過剰な負担となって本

来業務である労働者の安全面での指揮監督

に従事する時間が短くなる等、事業場の生

産性あるいは安全面への配慮に悪い影響を

与えかねない。 

 

令和６年１０月から１２月で実施した非

破壊検査業を中心とした主任者等へのアン

ケート調査では、「あなたの職場でエックス

線作業に従事する方を対象とした教育・訓

練で、今後あると良いと思われれる教育・訓

練内容について教えてください」という設

問に対し、定期的な講習会の開催を求める

コメントが見られた。（コメント一部抜粋。

以下参照のこと） 

 

・法令の改正状況 

・エックス線装置を使用した作業における

事故や被害の例 

・エックス線使用時のトラブル事例 

・事故事例は必須 装置の安全装置につい

て 

・事故事例 

・照射室（管理区域）立ち入り時の遵守事項

の徹底。 

・機器の構造 機械が損傷した場合、中の部

品が露出した場合などの対応 

・事故例に対しての改善策 

・法令の改正状況 

・X 線装置使用時の事故例 関係法令の改正

状況 

・e-ラーニング 

・法令の改正がわかりやすくなっていると

良い 

・事故事例 
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・Web での講習 

・Ｘ線装置の取扱、安全管理 

・電離則の改正状況 

・法令の改正状況  

・事故事例 不適合事例 

・関連法案 

・エックス線機器使用時の事故事例 

・エックス線関係の法的な手続き、報告な

ど（機械設置届、労基へ電離の報告） 

・上記例示に加えて、事故発生の際の官庁

報告フローサンプルの提示 

・エックス線装置の機器トラブルの原因と

対策について 

・法改正 

・事故例。装置の使用方法確認。関係法令。 

・Web で行われるのが良い 

・被ばく低減対策の具体的例 

・エックス線装置の使用方法や原理 

・事故例、法令改正状況 

・使用方法の詳細 不具合事例とその対応

方法 

・被曝事故の例 

・エックス線機器使用時の事故例、法令の

改正状況、人体への影響度について 

・事故事例 法改正 

・法令の改正内容 

・エックス線機器使用時の事故事例 

・国外含めたエックス線関連の事故例 法

令の改正状況 最新エックス線機器 他社の

使用機器等 

・最近の X 線機器について 法令を遵守し

た取り扱い方法の例について。 

・エックス線装置の構造、法令に関するビ

デオ教材 

・X 線の法改正状況と最近の動向。 機器の

紹介 等。 

・γ線に対する事例や扱いはよくやってい

るので、X 線の事故事例などはあればいい

と思う。(大型の X 線での事故は聞くが、非

破壊検査で使うような小さいものの事故は

あまり聞かない為） 

・エックス線機器使用時の事故事例とその

時に取った処置や対応について 

・X 線を使用した撮影の一連の流れを搬入

～撤収までの流れを動画にまとめた資料 

→これから作業に従事する作業員の特別教

育の実務的な資料として 

・事故例の紹介 

・法令の改正 

・法令の改正状況 

・｢放射線業務従事者｣であれば、放射性同

位元素使用同様、法律で毎年、教育･訓練を

実施すべき。  また、X 線発生装置の購入

も届出制とすべき。 

・外部機関によるオンライン教育やシュミ

レーショントレーニングを取り入れては如

何でしょう。 また、安全は全てに優先する

思想教育も必要かと。 

・法令改正状況 

・法令関係 

・X 線機器使用時の事故例 X 線機器使用時

のノウハウ 

・エックス線機器使用時の事故例 

・最近のエックス線危機について 

・被爆線量について 

・事故事例 

・法令の改正 事故事例  

・法令教育 

（原文ママ） 

 

以上に示す通り、製造業、非破壊検査業に

おける主任者の要望として、 

・エックス線使用時の事故事例 

・法令改正の状況 
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については、教育・講習の要望が非常に高

い。エックス線利用に伴う事故事例は、特別

の教育における、エックス線装置の使用に

係る教科に含まれるべきであり、法令の改

正については、法令の箇所で取り扱われる

とともに、法令改正時には主任者に対し周

知徹底できる仕組みが必要である。上記の

内容については、日本保健物理学会専門研

究会での意見交換会で、主任者の安全教育

のあり方について同様の意見が出されてい

る [4]。 

 

一般的な安全衛生教育は、（１）雇い入れ

時、及び（２）作業内容変更時に行われるよ

う規定されている。安全衛生教育の内容は、

以下に挙げる通り広範であり、原則的に内

容の省略は認められていない。 

１，機械等、原材料等の危険性又は有害性及

びこれらの取扱い方法に関すること。 

２，安全装置、有害物抑制装置又は保護具の

性能及びこれらの取扱い方法に関すること。 

３．作業手順に関すること。 

４．作業開始時の点検に関すること。 

５．当該業務に関して発生するおそれのあ

る疾病の原因及び予防に関すること。 

６．整理、整頓及び清潔の保持に関するこ

と。 

７．事故時等における応急措置及び退避に

関すること。 

８．前各号に掲げるもののほか、当該業務に

関する安全又は衛生のために必要な事項 

 

表１ 労働安全衛生規則第四十条の２に示す教育の項目と時間 [2] 
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例えば、エックス線装置を用いる作業に

はじめて従事する労働者は、エックス線装

置に関して上記１．から８．を網羅する教育

が提供されなければならず、その中には、例

えば、放射線被ばくの危険性、エックス線の

ばく露を低減させる方法（放射線防護の考

え方）、エックス線ばく露による放射線に起

因する疾病について、放射線被ばく時の応

急措置、等については、網羅されなければな

らない。 

 

安衛法第六十条は、事業者に対し、新た

に職務につくこととなった職長その他の作

業中の労働者を直接指導又は監督する者に

対し、安全又は衛生のための教育の実施を

課している。職長教育が求められているの

は、安衛法施行令第十九条に定められてい

る通りである。職長教育の内容は、（１）

作業方法の決定及び労働者の配置に関する

こと、（２）労働者に対する指導又は監督

の方法に関すること、及び（３）前二号に

掲げるもののほか、労働災害を防止するた

め必要な事項で、厚生労働省令で定めるも

の、となっており、エックス線作業におい

ても極めて有用である。全く同じ教育が行

われる必要はないものの、（１）新たに業

務に就くことになった職長への教育、

（２）継続的に職長に従事する者への安全

衛生能力向上に関する教育、及び（３）職

長等教育講師の養成のための教育と、職長

教育が階層構造になっており、習熟度に応

じた教育が展開されている点は注目に値す

る。例えば、（１）新たに業務に就くこと

になった職長への教育については、労働安

全衛生規則第四十条の２で示されている通

り、合計１２時間必要である（表１参

照）。この教育時間を満足するため、職長

教育は２日間で講座が提供されている。

（３）職長等教育講師の養成はさらに長い

教育時間が設定されており、講義と演習を

合わせて合計２６時間２０分以上になる。

これを網羅する講習は５日間で設定されて

いる。 

 主任者は、国家試験を合格して取得され

る作業主任者の一つであり、作業中の労働

者を直接指導または監督する立場に立つ者

としての知識及び技量は職長と同等かそれ

以上と認められるとされている。このこと

から、主任者に対しては別途職長教育を要

しない。一方で、主任者を含めた労働者は

事業場における安全衛生の能力向上の機会

が提供されなければならず、職長の場合と

同様に継続的なスキルアップの場が提供さ

れることが望ましい。 

 

以上に示す議論と、本研究事業で提示す

るコンセプトである、教育・講習へのグレ

ーデッドアプローチ手法の採用を検討し

て、多種多様なエックス線装置・作業に対

応できるよう、安全教育の科目を事業場の

事情に応じて自由に選択でき、主任者・作

業者向けでそれぞれ内容を選択できるよう

な、多くの事業場で実施可能で、実効性が

高く、かつ導入負荷が小さい教育・講習パ

ッケージを実現するため、 

（ａ）エックス線作業に係る安全教育を受

ける主任者等のカテゴリについて 

（ｂ）安全教育の頻度について 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて 

で考慮した。 

 

（ａ）エックス線作業に係る安全教育を受

ける主任者等のカテゴリについて 
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主任者は、エックス線装置に係る作業に

関して設定された管理区域に対して指定さ

れる際に特別の教育を受けることはない。

例えば、透過写真の撮影の業務に従事する

主任者が、自身も作業に従事すると考えら

れる場合には、特別の教育を受けたうえで

主任者に指定されると考えられる。一方

で、主任者のうち、透過写真の撮影の業務

には従事しないが、管理区域でエックス線

作業を監督・実施する場合には、透過写真

撮影業務で求められる特別の教育は求めら

れない。 

主任者として指定されていないエックス

線作業に従事する労働者については、管理

区域内に入域して作業を行う放射線業務従

事者がいる一方で、管理区域が設定されて

おらず（管理区域が装置内部で設定されて

いる）被ばくの恐れがない作業者もいる。

現行法令では、透過写真撮影業務に従事す

る労働者は、放射線業務従事者への指定の

有無にかかわらず、４時間３０分の教育が

求められている。また、エックス線装置は

用いるが、透過写真の撮影の業務に当たら

ない作業（分析等）の場合では、管理区域

が設定されていないエックス線装置を用い

る作業者には特別の教育に相当する教育・

講習は必要ない。（事業者は当該作業者に

対し、安衛法第五十九条の求める安全衛生

教育を受けさせなければならない）この場

合、安全衛生教育の中でエックス線装置の

安全な使用方法のみならず、エックス線の

生物影響、電離則等の関連法令についての

教育が行われなければ、放射線被ばくやエ

ックス線ばく露による健康影響に対する知

識や危険性の認識もなく、労働者はエック

ス線装置を使用することになる。現在の状

況は、潜在的に被ばく事故を生みかねない

状況であると考えらえるため、エックス線

利用に係る最小限の安全衛生に関する知識

を一般の安全衛生教育に加える形で盛り込

まれる形が良い。 

これらを考慮して、図１にエックス線利

用に係る安全衛生教育を受講する主任者等

のカテゴリについての提案例を示す。現行

図１ エックス線作業主任者等への教育に係る安全教育をうけるカテゴリの提案 
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の透過写真撮影の業務に従事する労働者

（主任者を含む）で求められる特別の教育

は合計４時間３０分となっている。本分担

研究でも、透過写真撮影業務かそれに相当

する業務に従事する主任者及び放射線業務

従事者に対しては、従前と同様の教育内

容・時間が確保されるべきと提案する。た

だし、管理区域が発生しないエックス線装

置（工業用三次元 CT 撮影装置等）を適切

な使用をしている場合には、被ばくの恐れ

がほとんどなく、このような撮影業務を行

う労働者については、従来の４時間３０分

の教育・講習は過剰と考えられ、専門的な

講義・実習では却って難しすぎて教育の効

果が期待通り得られない恐れがある。その

点を考慮すると、講義・実習の内容はより

平易な内容が望ましく、時間も短時間で完

了するほうがよい。 

被ばくの恐れのないエックス線装置を利

用する労働者について、事業者は一般の安

全衛生教育を受講させることが義務付けら

れているが、その安全衛生教育に加え、 

一 透過写真の撮影の作業の方法 

二 エツクス線装置又はガンマ線照射装

置の構造及び取扱いの方法 

三 電離放射線の生体に与える影響 

四 関係法令 

の教育のうち、二～四を網羅する教育を

実施することを提案する。本分担研究で

は、多くの事業場で実施可能で、導入負荷

が小さいよう、安全教育の科目を各事業場

の事情に応じて自由に選択でき、受講する

労働者にあった内容を選択できる形が望ま

しい。 

エックス線装置を用いるが、撮影業務で

はなく、管理区域内で作業は行うが、被ば

くの恐れはそこまで大きくない、と判断さ

れるような作業に従事する労働者について

は、上述の一の内容を除いた教育・講習が

施されるべきである。ただし、この教育・

講習の内容についても、安全教育の科目を

各事業場の事情に応じて適切な内容を自由

に選択できる形が望ましく、結果として教

育・講習の時間は可変となるであろう。 

 

（ｂ）安全教育の頻度について 

本研究事業におけるアンケート調査の結

果では、教育・講習を年に１回以上受講し

ている主任者は、全体の３１％にあたる。

約２０％の主任者は、初回のみ教育を受

講、１９％は年に一回未満で受講している

ことが明らかとなった。作業者等について

は、約半数に上る５４％が１回以上教育・

講習を受講する機会が与えられていること

が分かった。主任者に対する教育・講習の

頻度はそう多くない結果が得られている

が、約２２％の主任者は、「ＯＪＴとして

（教育・訓練を）実施している」と回答し

ており、頻度は明らかではないが、ある一

定期間のＯＪＴ期間を設け、エックス線装

置使用に関する教育を行っている実態も分

かった。 

関係法令の教育内容について、電離則で

は、安衛法、安衛法施行令、安衛法規則、

電離則等でエックス線装置利用に関係のあ

る箇所を１時間以上教育することとなって

いる。内容は、エックス線利用に関するこ

とに限られてはいるものの、関係法令の改

正の頻度で言えば、現行の電離則は令和５

年４月１日に施行しており、直近は令和３

年４月１日である。仮に、令和３年度に特

別の教育を受講した主任者で、その後初回

のみ教育・講習を受けたものは、令和５年

度の改正について教育を受ける機会がなか
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ったことになる。安衛法でいうと、直接関

連しないが、令和７年６月１日施行の改正

があり、これらの法令について主任者には

周知が必要となろう。 

放射性同位元素等の規制に関する法律

（以下、「ＲＩ規制法」という。）では、ＲＩ

規制法施行規則第二十一条の二において規

定されており、第２項及び第３項において、

放射線業務従事者及び取扱等業務に従事す

る者に対する教育及び訓練は、初めて管理

区域に立ち入る前及び管理区域内入域後は

一年を超えない間に教育を行うこととされ

ている。教育・訓練で網羅すべき内容は、以

下の３点であり、これは上述のエックス線

撮影業務に係る特別の教育の内容にも近い。 

イ 放射線の人体に与える影響 

ロ 放射性同位元素等又は放射線発生装

置の安全取扱い 

ハ 放射線障害の防止に関する法令及び

放射線障害予防規程 

非破壊検査業において、放射性同位元素

も用いた撮影業務を行っている事業場で

は、労働者はＲＩ規制法に基づく放射ん業

務従事者としても撮影業務を行っているこ

とから、そのような事業場においてはＲＩ

規制法に基づく毎年の再教育は実施されて

いると考えられる。 

以上を考慮すると、製造業、非破壊検査

業における事業場での教育の頻度につい

て、内容の精査が重要であるが、関係法令

はリマインドの意味でも毎年教育・講習を

受ける機会があることは、現状の労働者の

負担感も小さく、また必要なことと考えら

れる。教育・講習における、関係法令の内

容は、我が国のどの事業場であっても同様

の内容である。このことを考慮して、関係

法令の教育・講習の実施方法は、現場で各

自行うことは非常に重要であるが、利便性

と効率も考慮し、Ｅ－ラーニングの形式が

望ましい。例えば、厚生労働省が運営する

「職場のあんぜんサイト」のようなサイト

には、労働安全衛生に係る各種教材・ツー

ルが充実している[5]。このようなサイトに

エックス線利用に係る関係法令、最近の話

題、事故事例等がオンラインで利用可能で

あれば、事業者も各事業場で労働者への教

育を展開しやすくなると考えられる。な

お、職長教育では能力向上のための再教育

の講習を行っている団体もあり、職長脅威

は１２時間の講義・演習を要するが、能力

向上のための再教育では５時間で実施して

いる。このように、関係法令も要点や改正

のポイントを確実に提供することで、時間

数を短縮して提供することも可能であろ

う。安衛法に基づくものではないが、ＲＩ

規制法にもとづく再教育の取組みには、医

療機関の放射線業務従事者のための放射性

同位元素等規制法講習会がオンラインで開

催されている[6]、放射線障害防止中央協議

会主催の放射線安全管理講習会[7]ではテー

マを決めて放射線管理に関するオンライン

講習を実施する等行われており、これらの

取組みはエックス線利用に係る放射線管理

にも参考になると考えられる。 

 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて 

エックス線の利用は、製造業、非破壊検

査業に限っても多種多様であり、エックス

線装置を用いる労働者に必要な知識も自身

の遂行する業務に応じて変わることは論を

俟たない。教育・講習は、労働者の疾病防

止のため不可欠である一方で、事業場にお

いて教育・講習を過剰に行うことは、企業

活動を損なうばかりで、事業場の存続を危
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うくしかねない。労働者がエックス線利用

時に必要な教育・講習を必要なだけ提供で

きることが非常に重要であると同時に、事

業者が提供した教育・講習が労働者に定着

し、実際に事業場における安全衛生の改

善・向上につながらなければならない。そ

の点からも、例えば、放射線業務従事者と

しての登録を受けない作業者であって、装

置の外に管理区域の発生しないエックス線

撮影装置を使用するような場合には、４時

間３０分の教育は却って過剰かもしれな

い。一方で、製造業ではないが、空港にお

ける手荷物検査等に従事する検査官のよう

に、自身がエックス線を利用していること

をあまり意識せずに業務を行っているよう

な場合には、エックス線の性質、エックス

線の節物影響、関係法令等については教

育・講習の形で（時間数は置くとして）周

知徹底されるべきであろう。この検討は、

（ａ）でもすでに行っているが、一律で画

一的な教育を、事業場の大きさを考慮せず

に当てはめるのは、教育・講習の労働者へ

の定着度の観点から望ましいといえず、必

要な教育を必要なだけ提供できる環境が整

備されることが望ましい。 

現行の電離則において、事業者が労働者

に対し、エックス線装置を用いる透過撮影

業務に従事する労働者に対する特別の教育

を行う講師についての資格等は明示されて

いない。建設業においては、職長・安全衛

生責任者を教育する講師について、別途教

育が設けられており、職長及び安全衛生責

任者教育を担当する講師の養成を目的とし

た講習が実施されている。この取り組みは

建設業において定着していることを考慮す

ると、電離則におけるエックス線を利用す

る労働者に対してもこのような枠組みが設

置されることは望ましい。 

例えば後述の図２のように、主任者とし

て免許を受け、数年後（例えば５年を超え

ないうちに）にエックス線利用に係る安全

衛生に関する講義・演習を受講し、ステッ

図２ エックス線作業主任者の安全衛生能力向上に資する主任者のカテゴリ案 
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プアップする。その後、各事業場において

後進や新たに従事する主任者に対する講習

を実施できる講師を要請する講義・演習を

受講した後、当該主任者が後進らの指導に

当たる、という階層別の教育・講習は有効

であろう。その際の、内容及び必要時間数

については、今後検討を進める予定であ

る。 

 

Ｄ．本調査のまとめ 

本分担研究では、主任者及びエックス線

装置を使用して作業を行う労働者が、安全

衛生に関する継続的な能力向上に資する教

育・講習パッケージの開発に先んじて、主任

者の教育・講習にはどのような教科がどの

程度必要か、主任者以外の労働者、特に放射

線業務従事者ではないが、エックス線装置

を使用する労働者は一定数おり、事業者が

彼らに対しどのような安全衛生教育をどの

程度施すべきか検討を行った。 

検討の結果、（ａ）エックス線作業に係

る安全教育を受ける主任者等のカテゴリに

ついて、現行の透過写真撮影の業務に従事

する主任者及び放射線業務従事者に対して

は、従前と同様の教育内容・時間が確保さ

れるべきと提案する。同時に、管理区域が

発生しないエックス線装置（工業用三次元

CT 撮影装置等）を適切に使用して、被ば

くの恐れがほとんどない作業を行う労働者

に対しては、従来の４時間３０分の教育・

講習では過剰と考えられ、内容をより平易

なものとして、時間も短時間な教育・講習

を行うことを提案する。また、エックス線

装置を用いるが、撮影業務ではなく、管理

区域内で作業は行うが、被ばくの恐れはそ

こまで大きくない考慮される労働者につい

ては、撮影業務に関する教育・講習をのぞ

いた、二 エツクス線装置の構造及び取扱

いの方法、三 電離放射線の生体に与える

影響、及び四 関係法令を網羅する内容の

教育・講習が実施されるとよい。以上、製

造業、非破壊検査業における主任者及び作

業者等において、エックス線被ばくの可能

性に応じ、三つのカテゴリに区分し、教育

時間を変更することを提案する。 

 （ｂ）安全教育の頻度について、本研究

事業でメインのターゲットとしているの

は、製造業、非破壊検査業における労働者

である。非破壊検査業において、放射性同

位元素も用いた撮影業務を行っている事業

場では、労働者はＲＩ規制法に基づく放射

ん業務従事者としても撮影業務を行ってお

り、ＲＩ規制法に基づく毎年の再教育は実

施されていると考えられる。また、撮影業

務に従事する主任者及び作業者が受講した

特別の教育において、関係法令は受講時点

でのものとなり、改正された法令について

学ぶ機会は別途設けられなければならな

い。これらを勘案して、製造業、非破壊検

査業における事業場での教育の頻度につい

て、特に関係法令についてはリマインドの

意味でも毎年教育・講習を受ける機会があ

ることが望ましい。その他の項目について

も実施されることが望ましいが、現状の労

働者の負担感も小さく、継続的に行えるよ

うな施策が良い。 

（ｃ）教育・講習のカテゴリについて、

前述のとおり、一律で画一的な教育を、事

業場の大きさを考慮せずに当てはめるの

は、教育・講習の労働者への定着度の観点

から望ましいといえず、エックス線被ばく

の可能性に応じて、教育・講習の内容及び

時間を考慮し、必要な教育を必要なだけ提

供できる環境が整備されることが望まし
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い。また、建設業における職長・安全衛生

責任者を教育する講師に対する、講師養成

研修のように、電離則におけるエックス線

を利用する労働者に対しても、主任者等へ

の能力向上教育の講師として活動するため

に求められる教育・講習が実施されること

は有効であろう。 

今後の検討課題として、（１）主任者等の

能力向上に資する教育・講習の内容の検討、

及び（２）能力向上に関する継続的な教育実

施・受講を担保する建付け、がある。 

本研究事業で実施したアンケート調査の

結果に従えば、 

・エックス線使用時の事故事例 

・法令改正の状況 

は教育・講習が定期的に実施されることが

望ましい。それ以外にも、エックス線装置の

使用に関する教育について、メーカー個別

の具体的な利用法、あるいは事業場独自の

使用についての教育を準備することは困難

であるが、ある程度統一的な内容の教育コ

ンテンツがあると事業者が別途教育資料等

を準備する必要がなく、事業者及び主任者

を含めた実務担当者の負担が小さくなると

考えられる。このような教育コンテンツが

オンラインで共有される、または E ラーニ

ングによりオンデマンドで受講できると利

便性が向上する。 

能力向上に関する継続的な教育実施・受

講を担保する建付けについて、ＲＩ規制法

のように再教育を法令で定めることも有効

である。ＲＩ規制法では教育訓練に係る記

録を定期確認によって確認を行われており、

強制力を持って担保されているといえる。

継続的な教育の実施については、例えば、土

木施工管理技士では、継続教育（CPD：

Continuing Professional Development）制

度のように生涯にわたる技術向上の指標と

しての教育・講習受講歴の登録制度があり、

国土交通省において公共工事の各発注機関

は、競争入札に参加しようとする建設業者

についての資格審査を行うよう定められて

いる。CPDS は、各建設業者におけるポイ

ントの平均点として、その建設業者の客観

的な技術能力の指標の一つとなっており、

競争入札時の加点対象である。教育・講習を

継続的に受講させることが、事業者にとっ

て経営に直結する制度設計は参考にすべき

であろう。 
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